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平成28年３月８日（火曜日）

午前10時０開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成28年度宮崎県一般会計予算

○議案第２号 平成28年度宮崎県開発事業特別

資金特別会計予算

○議案第３号 平成28年度宮崎県公債管理特別

会計予算

○議案第21号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第25号 県営電気事業みやざき創生基金

条例

○議案第27号 公の施設に関する条例の一部を

改正する条例

○議案第28号 宮崎県民の消費生活の安定及び

向上に関する条例の一部を改正

する条例

○議案第29号 宮崎県情報公開条例及び宮崎県

個人情報保護条例の一部を改正

する条例

○議案第30号 職員の退職管理に関する条例

○議案第38号 包括外部監査契約の締結につい

て

○請願第３号 所得税法第56条の廃止を求める

意見書を国に提出することを求

める請願

○請願第６号 高等学校の公私間格差解消のた

め、私学助成の増額を求める請

願

○総合政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・平成２８年度組織改正案について

・宮崎県における事務処理の特例に関する条例

の一部を改正する条例について

・宮崎県交通・物流ネットワーク戦略の改定に

ついて

出席委員（８人）

委 員 長 清 山 知 憲

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総務部

総 務 部 長 成 合 修

危機管理統括監 金 丸 政 保

総 務 部 次 長
柳 田 俊 治

（総務･職員担当）

総 務 部 次 長
田 中 保 通

（財務･市町村担当）

危 機 管 理 局 長
郡 司 宗 則

兼危機管理課長

部参事兼総務課長 菓子野 信 男

防災拠点庁舎整備室長 丸 田 勉

部参事兼人事課長 片 寄 元 道

行 政 経 営 課 長 吉 村 久 人

財 政 課 長 阪 本 典 弘

税 務 課 長 髙 林 宏 一

部参事兼市町村課長 平 原 利 明

総務事務センター課長 中 原 順 一

消 防 保 安 課 長 都 原 誠 一

平成28年３月８日(火)
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事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山委員長 ただいまから総務政策常任委員

会を開会いたします。

本日の委員会の日程でございますが、お手元

に配付のとおりで御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 次に、当初予算関連議案の審査

方法についてでございますが、手元に配付して

いる資料の委員会審査の進め方をごらんくださ

い。

審査方針についてでございますが、当初予算

の審査に当たっては、重点・新規事業を中心に

説明を求め、あわせて決算における指摘要望事

項に係る対応状況についても、説明を求めるこ

ととしております。

次に、当初予算関連議案の審査についてでご

ざいますが、今回の委員会は、当初予算の審査

が中心ですので、最初に予算全体の説明を聞く

ため、総務部の審査を先に行い、その後で、総

合政策部ほかの審査を行いたいと存じます。

また、総務部及び総合政策部の審査について

は、長時間にわたることが予想されますので、

お手元の資料のとおり３課から４課ごとに説明、

質疑を行い、最後に総括質疑を行う形としたい

と存じます。

審査の進め方については以上でありますが、

御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、議案第30号に対する人事委員会の意見

についてであります。お手元に配付してある資

料をごらんください。

これは、地方公務員法第５条２項の規定に基

づき、議会は人事委員会の意見を聞くこととなっ

ており、その回答でありますので参考にお配り

しております。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時１分休憩

午前10時４分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

ここで、委員会の傍聴につきましてお諮りを

いたしますが、宮崎市の岩田さんほか１名より

傍聴の申し出がありました。議会運営委員会の

決定事項に基づいて許可することに御異議あり

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、傍聴人の入室を許可

することといたします。

〔傍聴人入室〕

○清山委員長 傍聴される方にお願いいたしま

す。傍聴人は声を出したり拍手をしたりするこ

とはできません。当委員会の審査を円滑に進め

るため、静かに傍聴してください。傍聴に関す

る指示には速やかに従っていただくようお願い

いたします。

それでは、改めましておはようございます。

当委員会に付託されました議案等の概要説明を

求めます。

○成合総務部長 おはようございます。それで

は、本日御審議いただきます議案等につきまし

て、お手元に配付しております総務政策常任委

員会資料により、御説明いたします。

まず、平成28年度当初予算案の概要につきま

して、資料の１ページから24ページまでで御説

平成28年３月８日(火)
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明いたしますが、この資料は、別途配付させて

いただいております28年度当初予算の概要につ

いての冒頭部分を抜粋したものを掲載しており

ます。この資料により御説明いたします。

それでは、常任委員会資料の１ページをお開

きください。予算編成の基本的な考え方であり

ます。

太線の枠内に書いてございますように、当初

予算の編成に当たりましては、（１）の財政改革

の着実な実行、（２）の４つの重点施策の推進、

（３）の役割分担等を踏まえた施策の推進を基

本方針としまして、編成したところであります。

また、厳しい財政状況の中ではありますが、

地域活性化の取り組みや県民の安全・安心の確

保に向けた取り組みなどを積極的に推進するた

め、平成28年度も引き続き特別枠を設け、総額63

億8,000万円を措置することとしたころでありま

す。

特別枠の内容につきましては、下の表、特別

枠の表に掲げてございます。

まず、公共事業につきましては、補助・交付

金事業に20億円、県単独事業に前年度から５億

円増額いたしまして25億円、合計45億円の追加

措置を行ったところであります。

次に、その下の県営電気事業みやざき創生基

金事業でございますが、これにつきましては、20

ページに概要を記載しておりますので、そちら

で御説明いたします。

これは、電気事業会計における地方振興積立

金を財源といたしまして、新たに基金を設置す

るものでございます。地方創生を初めとする地

域活性化の取り組みを重点的に展開することと

しております。

この基金は、（１）、（２）にございますよう

に、28年度から30年度にかけ毎年10億円、計30

億円を電気事業会計から一般会計に繰り出して

いただき、積み立てを行うものであります。事

業は、平成28年度から５年間、４つの事業に活

用していくこととしております。

まず、その枠内の真ん中の表でございますが、

①の、みやざき創生の加速化でございます。

地方創生推進事業としておりますが、これは、

国の地方創生推進交付金を活用した事業の県の

負担分、裏負担を行うものであります。その下

の地域振興事業は、口蹄疫からの復興を達成す

るための畜産新生や地域振興の取り組みを行う

ものであります。スポーツ施設整備事業は、国

体開催を見据えた施設整備の一部に活用するも

のですが、28年度は事業の計上はありません。

今後、国体開催に向けた取り組みの進捗状況に

応じて活用していくこととしております。

また、一番下の②の、みやざき新時代へのチャ

レンジは、従来の新規・改善事業とは異なる視

点で、通常の枠の中では要求しにくいアイデア

や、次年度以降の事業展開につなげていくため

の調査・研究を事業化するものであります。

この基金を活用した事業を、右側の21ページ

に掲げております。

それでは、１ページにお戻りください。

今、説明しましたように、特別枠として、こ

の基金を活用した事業を10億7,000万円計上して

ございます。

それから次に、一番下の、大規模災害対策基

金による防災・減災対策の加速化でございます。

これは、今年度造成いたしました大規模災害対

策基金を活用しまして、広域連携体制等の整備

など防災・減災対策を加速させるもので、８

億1,000万円を計上いたしております。

この基金活用事業は、22ページに記載してお

りますので、後ほどごらんいただきたいと存じ
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ます。

これらを踏まえまして、上の太線枠内にござ

いますように、「躍動するみやざき新時代予算」

として編成したところであります。

次に２ページをごらんください。（２）予算規

模でございます。

一般会計の予算規模は、上の枠内にございま

すように5,820億7,200万円。これは口蹄疫対策

転貸債等の特殊要因を除いた、前年度予算と比

較しますと、0.7％の増加となっております。実

質的には３年連続の増となります。

次の３ページからは、歳入予算の特徴を記載

しておりますが、４ページをお開きいただきた

いと思います。

まず、①の４、自主財源につきましては、そ

の下のほうの表、自主財源の状況の表を見てい

ただきますと、上から２段目の県税でございま

す。県税は、地方消費税や個人県民税の増など

によりまして946億9,000万円で、対前年度比50

億5,000万円の増となっております。

その下の地方消費税清算金は、地方消費税の

増によりまして、418億5,700万円余と、39億4,300

万円余の増と、それぞれ大幅な増額となってご

ざいます。

それから、下から３段目の繰入金でございま

すが、繰入金の括弧書きで示しております、財

源調整のための財政関係２基金からの繰り入れ

が、209億800万円余となってございまして、前

年度と比較しますと、27億8,300万円余の減と

なったこと等によりまして、繰入金はトータル

で298億5,900万円、47億9,800万円余の減となっ

ております。

この結果、５ページをごらんいただきたいと

存じます。基金残高の推移の欄でございますが、

当初予算編成後の見込みではありますけれど、

一番右側の列の28年度末の基金残高は、260億円

程度となる見込みであります。

次に、６ページ、７ページに依存財源につい

て記載しております。７ページの上の表をごら

んいただきたいと存じます。

一番上の表が、地方交付税及び臨時財政対策

債の状況でございます。地方交付税につきまし

ては、前年度を上回り1,827億300万円と、17

億9,100万円の増となっておりますが、一方で、

その下の地方交付税の代替財源であります臨時

財政対策債は251億4,200万円で、47億8,500万円

減少しております。この２つを合算した実質的

な地方交付税額でございますが、計の欄にあり

ますように2,078億4,500万円で、29億9,400万円

の減となっております。

次に、７ページの２つ目の表でございます。

県債の状況を示しております。

県債発行額は、28年度欄にありますように586

億9,400万円で、臨時財政対策債の減少等により

まして、53億4,300万円の減となっております。

この臨時財政対策債を除いた発行額も、括弧書

きで示しておりますように335億5,200万円と、

前年度より５億5,800万円の減となっておりま

す。

県債残高につきましては、平成28年度末

で8,771億円余で、199億9,100万円の減となって

おります。括弧書きの臨時財政対策債を除いた

残高につきましても、205億8,000万円減少しま

して、4,967億円程度となる見込みであります。

次に、８ページ、９ページをお開きいただき

たいと思います。歳出予算の状況を記載してお

ります。

まず、９ページの一番上の①義務的経費でご

ざいますが、公債費が減少するものの、人件費

と扶助費の増によりまして、対前年度比９
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億3,500万円の増となっております。人件費の増

は、職員給与の改定等によるものであります。

扶助費の増は、社会保障関係費の増によるもの

であります。

次に、②の投資的経費でございますが、普通

建設事業費の増によりまして、対前年度比で10

億7,900万円の増となっております。

なお、公共事業費につきましては、土地改良

事業に伴う直轄負担金が、前年度と比べて大幅

に減少したことにより、全体としては24億余の

減となっておりますが、この直轄負担金を除き

ますと、先ほど御説明しました特別枠を措置し

たことによりまして、補助公共はほぼ同規模、

県単公共で5.4％の対前年比増となってございま

す。

次に、その下の③の一般行政経費でございま

すが、これは補助費の増等によりまして22億600

万円の増となっております。補助費等の増は、

地方消費税交付金、地方消費税清算金及び社会

保障関係費の増によるものであります。

次に、10ページから12ページには、款別の歳

出予算の状況と主な事業、その主な増減要因を

記載しておりますので、後ほどごらんいただき

たいと思います。

13ページをごらんいただきたいと思います。

参考といたしまして、社会保障関係費の推移を

示すグラフを掲載しております。グラフを見て

いただくとわかるように、上の折れ線グラフの

一般財源の総額が伸びない中で、医療介護など

のこの社会保障関係費につきましては、毎年、

数十億単位で増加しておりまして、政策的経費

の財源を圧迫しているところであります。今後

も増加が見込まれるところであります。

次に、14ページをごらんください。一昨年か

ら消費税及び地方消費税の税率が５％から８％

に引き上げられたところでありますが、この引

き上げ分につきましては、全て社会保障の充実

に充てるものとされております。この引き上げ

分の消費税収と社会保障関係費について、参考

で記載してございます。

消費税引き上げに伴う本県の歳入の増は、上

のほうに記載しておりますとおり、86億円程度

と見込まれておりますが、一方で、平成28年度

の社会保障関係費は、一般財源ベースで841億円

に上っております。このため、引き続き財政改

革の取り組み等による財源確保が不可欠と考え

ております。

次に、15ページをごらんいただきたいと思い

ます。特別会計と公営企業会計について、まと

めてございます。後ほどごらんいただきたいと

思います。

次に、16ページをお開きください。財政改革

の着実な取組ということで記載してございます。

財政改革につきましては、第四期財政改革推

進計画に基づきまして、今回の当初予算編成に

おきましても、総人件費の抑制や投資的経費の

重点化、事務事業の見直し、歳入確保など、歳

入・歳出両面から取り組みを一体的に実施した

ところであります。

なお、２つ目の県債発行及び県債残高の見込

み額については、先ほど御説明したとおりであ

ります。

このような取り組みを実施したところでござ

いますが、一番下の表にありますように、当初

予算編成における収支不足額は、この下の表の

見込み額にありますように209億円となっており

ます。財源調整のための基金の取り崩しにより

対応せざるを得ないことから、当初予算編成後

の基金残高は、先ほど申し上げたとおり260億円

程度となる見込みであります。
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基金残高につきましても、年々減少傾向にあ

りますので、引き続き、効果的・効率的な事業

の展開に取り組みますとともに、執行段階での

積極的な節約に努めていく必要があると考えて

おります。

それでは、少し飛びますが、19ページをお開

きいただきたいと思います。国の予算及び地方

財政計画の状況を記載しておりますので、後ほ

どごらんいただきたいと思います。

次に飛びまして、22ページをお開きください。

先ほど御説明いたしました大規模災害対策基金

を活用した事業の一覧、それから、その右側の23

ページには、子どもの貧困対策関連事業を記載

してございます。

それから、最後になりますが、24ページでご

ざいますが、高千穂郷・椎葉山地域の世界農業

遺産認定関係のスタートアップに係る事業を、

まとめて掲載しております。後ほどごらんいた

だきたいと存じます。

28年度当初予算の概要につきましては、以上

であります。

次に、資料の26ページをお開きください。総

務部における28年度当初予算の課別集計表を載

せております。

今回お願いしておりますのは、総務部の一般

会計と特別会計を合わせた予算額、表の一番下

の欄にございますように、2,575億9,416万9,000

円でございます。これを平成27年度６月補正後

の肉づけ後の予算額と比較しますと、54.9％と

なりますが、これは、27年度は特殊要因として、

口蹄疫対策転貸債等の償還金を計上したことな

どによるものであります。

次に、27ページから37ページにかけましては、

総務部の主な新規・重点事業を掲載しておりま

すが、後ほど関係課長から説明させていただき

ます。

次に、少し飛びますが、38ページをお開きく

ださい。債務負担行為についてであります。表

の中にありますように、ここに記載の事項につ

きましては、追加をお願いするものであります。

予算議案については以上であります。

次に、特別議案でありますが、資料の39ペー

ジをお願いいたします。

特別議案といたしましては、39ページから42

ページまでになりますが、ここに記載の、議案

第21号「使用料及び手数料徴収条例の一部を改

正する条例」など、４件でございます。

最後に、その他の報告事項についてでありま

すが、資料の43ページに記載しております。本

日、御報告いたしますのは、平成28年度組織改

正案についてなど２件でございます。

それぞれの詳細につきましては、危機管理局

長及び担当課長から説明させますので、御審議

のほどよろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○髙林税務課長 税務課から、地方消費税清算

金及び県税収入の当初予算につきまして御説明

いたします。

委員会資料の４ページをお開きください。

ページ中ほどに、自主財源の状況の表がござ

いますが、この上から３段目、地方消費税清算

金の欄をごらんください。これは、本県を含め

ました都道府県に、国から払い込まれた地方消

費税総額を、都道府県において清算、分配する

ものでございます。

平成28年度の予算額は418億5,734万7,000円を

計上しております。前年度に比べまして39

億4,319万2,000円、対前年度比10.4％の増となっ

ております。

地方消費税清算金につきましては、税率引き
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上げの効果が、平成28年度に平年度化すること、

また、国の地方財政計画におきまして、国内の

地方消費税総額が増加することが見込まれます

ことから、このような額としております。

続きまして、県税収入予算につきまして御説

明いたします。

ページ飛びますが、資料の25ページをお開き

ください。

県税収入につきましては、県内の経済動向や

主要企業の業績見通し、平成27年度の税収状況

及び税制改正等の影響を総合的に検討して見込

んだものでございます。

当初予算は、表の一番上の段の①県税計の欄

のとおり、946億9,000万円を計上したところで

あります。これは、前年度に比べまして50億5,000

万円の増、前年度比105.6％となっております。

主な税目につきまして御説明いたします。増

減額①─②の欄をごらんください。

まず、県税計の下の段、個人県民税でござい

ますが、課税対象となります、平成27年分の所

得の増が見込まれますことから、13億374万円の

増となっております。

その４つ下でございますが、法人事業税につ

きましては、税制改正の影響によりまして、国

税であります地方法人特別税の税率が引き下げ

られ、法人事業税の税率が引き上げられたこと

によりまして、８億2,649万円余の増となってお

ります。

次に、その下の地方消費税でございますが、

まず、譲渡割地方消費税が32億457万円余、その

下の貨物割地方消費税が7,706万円余と、いずれ

も税率引き上げの平年度化により増となるもの

でございます。

その下の不動産取得税につきましては、新築

家屋に係ります大口課税額の増加により、２

億2,237万円余の増と見込んでおります。

また、その３つ下の自動車税につきましては、

課税台数の減によりまして、4,095万円余の減と

見込んでおります。

その２つ下の自動車取得税につきましては、

税制改正によりまして、エコカー減税対象車の

基準が厳格になりましたことから、１億866万円

の増と見込んでおります。

その下の軽油引取税は、ディーゼル自動車の

減少や燃費の向上などにより軽油の需要が減少

したことにより、３億1,039万円余の減と見込ん

でおります。

説明は以上でございます。

○清山委員長 議案の概要説明及び歳入予算等

の説明が終了しました。

ここまでのところで委員より質疑はございま

せんか。

○坂口委員 資料５ページあたりにかけて、県

債関連とか基金関連でですけれど、28年度の基

金残高見込みは260億で見込まれているんですけ

れど、最終的には２月補正後ですよね。どれぐ

らいを見込んでいるんですかね。

○阪本財政課長 ５ページの上から２つの基金

残高、28年度が260億というところで、これが当

初予算編成後でございます。

委員御指摘のとおり、来年の今ごろ、２月補

正では、大体これまで200億の後半ぐらいは、あ

る程度戻ってきておりますので、27年度、480億

程度ですから、200億強は戻ってくるのではない

かなと想定をしております。

○坂口委員 その執行残の200億、そして460億

前後ぐらいにはなるのかなと思うんですよね。

だから、手がたい基金残高って考えていいと

思うんです。この数字だけを見ると、ちょっと

えって思うけれど。
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そんな中で、考え方、今の景気をどう判断す

るかというと、今後、どう見通すかということ

ですけれど、この前の本会議でもやりましたよ

うに、今、アベノミクスをいかに支えていくか

で、特に地方創生のトップランナーなんていっ

たら、これはもう全国が同じパイを取り合う競

争に入っていくわけで、知事は積極財政みたい

な言い方をされるけれど、そうかなと思うんで

すね。

そこでなんですけれど、財政健全化というの

は、これはやはりおろそかにできない、優先す

べきことですけれど、その中で長期的な見通し

として、じゃあ、健全化の判断に、今の財政規

模とか税収規模を見たときに、臨財債を除いた

真水部分の借金は、どれぐらいまで圧縮してい

けば安心と考えられて、どういう計画で進めら

れておるのかっていうことですよね。200億減ら

されていますよね。

○阪本財政課長 臨財債等を除く借金が、もう

既に5,000億を切る見込みとなっております。こ

の額は、全国的にも率にしますとかなり少ない

額─借金の少ない、そういう意味で健全な状

況ではございます。

ただ、当初予算の規模をかなりもう既に下回っ

ておりますので、そういう意味で、かなり財政

改革が、この10年近くで一定の成果を出してき

ているのかなと考えています。

ちょっと戻りますが、この基金残高につきま

して、これが一体幾らが適正なのかという数字、

なかなか難しいところなんですが、通常、標準

財政規模は、本県の場合は3,300億程度で、大体、

この１割程度を確保して、持っておくべきだと

言われております。これは要するに、いろんな

災害ですとか、突発事故が行ったときの備えと

して。そうしますと300億強程度が最低は必要な

のかなと。

あと、当初予算編成、大体、毎年200億近い収

支不足を生じておりますので、合計しますと、

これは私の個人的な考えではあるんですけれど

も、基金残高は、やはり500億ぐらいは保つべき

じゃないかなと考えております。ここ数年、500

億弱で推移しておりますので、ある程度、ここ

はもうちょっと上積みできれば、そこが横ばい

となれば、ある程度、基金残高は一定の額が保

てるのかなと考えております。

一方、今、委員から御指摘のありました、か

なり借金の額をこの健全化で減らしてきており

ますので、じゃあ、このアベノミクスとともに、

地方、一億総活躍の中で、ある程度、借金をし

てでも経済対策を行っていくべきか。これにつ

きましては、やはりいろんな考え方があるのか

なと思います。

やはり、ある程度、借金をしてでも経済を活

性化した上で、税収が将来ふえてくれば、その

借金を返せるわけですので、そのあたりをどう

考えるかというのは、やはり今後の検討課題で

あるのかなと考えております。

○坂口委員 もうこれは見解の相違というやつ

でしょうけれど、決して、宮崎は今、座り心地

のいい、そういった条件っていうか、生活のた

めのさまざまな基盤っていうのは、全国でやは

り後ろから数えたほうが早いほうだというのが

現実だと思うんですね。その中で、平成12年あ

たりから、ちょっとピンチの時代があったです

よね。

恐らくあの当時、かなりの県債発行をしてい

た。さっき、どこか資料があったと思うんです

けれど、臨財債は別で750億ぐらい出していたん

ですか。

そのころの残高が、1,750億ぐらいあったんで
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すよね。臨財債分とか交付税分を除いて。その

当時に比べていくと、やはり仮に勝負が必要だ

と考えておられれば、知事が言うように、トッ

プランナーを走り続けているんなら、それは構

わないんですよ。手がたく手がたく将来のため

にっていう。安全が上に安全も。

でも、僕は、どうもそこが間違えそうな気が

するんですよね。乗りおくれたら、人口ビジョ

ンにしたって何にしたって、失敗したらどうし

ようもないような。ある意味、大きいかけをさ

れているような気がして。ここのところ、この28

年度はしようがないにせよ、じっくり28年度の

社会情勢を見ながら、安全を確保できるってい

うのは、もうこれは、本当に２つも３つも青ラ

ンプがついたような、手がたい財政状況って思

うんですね。

だから、そこらのところは、ぜひ今後１年間

に、きちっとやはり世の中を見据えながら、的

確な対応というものを財政面では、やってほし

いなっていうことを申し上げておきます。

それからもう一ついいですか。これは税務課

なんですけれど、25ページ。自動車取得税が14

％余り伸びるって見られているんですけれど、

やはり今、エコカーがどんどん進んで行ってい

る中で、取得税は、今回、５段階評価になるん

だったですかね。

そうなったときに、限りなくゼロに近づいて

いきそうな気がして、ちょっと甘そうな気がす

るんですよね。これは、やはりエコ推進ってい

う意味も含めての５段階評価っていうか、５段

階課税っていう思惑もあるし。今後、やはり景

気の動きとか見ていくときに、自動車の新車登

録台数なんかはふえていくような中にあって、

これで大丈夫かなという気はするんですけれど、

そこら、どんな分析されて14％の伸び率なのか。

○髙林税務課長 自動車取得税につきましては、

ここで、対前年当初比で114.6％となっておりま

すが、実は、去年の平成27年度の段階で、当初

見込んでおりましたよりも、エコカー減税対象

者が、もっと少ないだろうと思っていましたら

─済みません、理由としましては、平成27年

度からエコカー減税の適用条件が、例えば、こ

れまでの27年度燃費基準から32年燃費基準のほ

うに変更されるなど厳しくなっております。

平成27年につきましては、見込みより課税対

象車、適用する車を買われた方が少なくて、課

税台数が一気にふえまして、その関係で増加し

ております。

28年につきましては、各メーカーとも恐らく

対応してくるかと思いますけれど、平成20年度

の最終と比較いたしますと、実は91.9％しかなっ

ておりません。ただ、当初と当初で比較します

と114.6％という、ちょっと数字のマジックに

なっております。

○丸山委員 全体的に、この３年連続当初予算

が伸びたと説明を受けているんですけれども。

いろいろ私も調べてみますと、国の補正予算で、

特にＴＰＰ関連の予算があったんですけれども、

それが基金に積まれて、当初予算で計上してい

るものが結構、今回も多く見受けられ─特に

畜産のほうなんです。畜産、農政のほうである

もんですから。その歳入がどの辺に、いろいろ

見るんですけれど見つからないもんですから、

どれくらい本当に歳入としてあるのか。それを

ちょっと確認をさせていただければありがたい

かなと思っているんですけれども。

○阪本財政課長 まず、ことしの27年の補正予

算、国の補正予算のＴＰＰに関する事業につき

ましては、今回、全て２月補正で計上させてい

ただいておりまして、約25億円計上させていた
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だいております。これ、全額国費ということで

す。

○丸山委員 でなくて、ＴＰＰ関連予算で、畜

産クラスター事業とか産地パワーアップ事業は、

本来はＴＰＰ関連の補正予算で国は組んだんで

すけれども、それを国は、何とか団体に基金と

いう形で預けて、それから28年度に執行する予

定になっていますよね、宮崎県としては。

その基金がどれくらい有効になるのかなと。

多分、私の記憶では、60億ぐらいあったはずな

のかなと思っているんで、クラスター事業とパ

ワーアップ事業をどこに歳入で見ているのか、

若干わからなかったもので、それをちょっとお

伺いしたいなと思っていました。

○阪本財政課長 失礼しました。国は27年度で、

おっしゃるとおり基金に貸しております。

それを今回の20億以外の部分につきましては、

早ければ※６月補正で、28年度の予算として受け

入れて、28年度事業で執行する予定にしており

ます。ですから、今の段階でまだ、この20億以

外は計上されておりません。

○丸山委員 歳出自体は計上していますよね。

畜産クラスター事業とか農地パワーアップ事業

で、60億ぐらい、多分あったと記憶しているも

んですから。それがあると、それを逆に引く

と、40億、前年比伸びましたって言っているん

ですが、本来は、国が補正予算でつけている予

算を基金で回してるといいますか、迂回してる。

本来は当初予算じゃなくて、補正予算で組む

べきだと思っていたけれど、国がそういうふう

に基金にしたからいいんだよという話だったん

ですけれども。40億増、積極的予算だよって県

は言っている割には、本当に予算でやるべきも

のをただ単に国が補正予算組んだおかげで40億

プラスになったんじゃないかと思っているもの

で、その辺の説明をもう少ししていただくとあ

りがたいかなと思っているところなんですけれ

ども。

○阪本財政課長 畜産、農政のほうの予算にな

りますけれども、雑入で受けた部分、産地パワ

ーアップ─失礼しました、「６月補正」と申し

上げましたが、28年度当初で約25億円、産地パ

ーアップ事業の歳入を入れておりまして、同額

を歳出にも計上しておるところでございます。

ただ、産地パワーアップにつきましては、歳

入予算説明資料の75ページの真ん中よりちょっ

と下、産地パワーアップ事業補助金というのが

ございます。ここに25億円計上しています。

○丸山委員 75ページの産地パワーアップと畜

産、この関連が25億と39億、当初予算に計上し

ているんですけれども、これがなければ、非常

に県は積極的予算を組んだと言われるんですけ

れども、本当にそうだったのかなと。若干これ、

国の補正がなければ、厳しかったんじゃないか

なと見ているんですけれど、その辺はいかがで

しょうか。

○阪本財政課長 確かに、正直申し上げまして、

こういった国の補正予算、それから、もう一つ

は県電基金。こういったものがなければ、この

一般財源の持ち出しはせざるを得なかったとこ

ろであるというのは事実かと思います。

○丸山委員 坂口委員と一緒なんですけれども、

今、宮崎県の状況を考えたときに、本当に地方

創生のトップランナーになるっていうことであ

れば、しっかり検討して、覚悟を決めて歳出も

するというイメージが、なかなか見受けられな

いといいますか、国に準じてこうやっていくと

なると、本気度といいますか、ちょっと心配な

面があったもんですから、あえて質問をさせて

※このページ右段に訂正発言あり
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いただきましたけれども。

今後、具体的には個別個別の予算を見させて

もらいますけれども、国の内示が、まだはっき

り出ていないときに、本当にどれだけ、これま

で内示差が結構、20億、30億、公共工事もある

もんですから、これを本当にどういう形で予算

化されていく、実現されていくのか、何か心配

な面もあるもんですから。本当に予算の確保と

いうのがまず大前提なものですから、細かい事

業も含めて、今後、予算獲得を含めて頑張って

いただければと思っております。

○満行委員 済みません、１つだけ、県税収入

についてお聞きしたいんですけれども。ことし、

対前年度比50億。でも、要因は個人県民税、地

方消費税ということ、大変御努力いただいてい

るんだろうと思うんですけれど、昨年は10％増

ということですから、100億ぐらい県税増という

ことで、また５％増。去年、何か特別に要因が

あったんですかね。

○髙林税務課長 まず県税全体予算を申します

と、当初予算につきましては、当初比105.6％と

大きく増加になっております。

ただ、27年度、最終、この見込み比と比較い

たしますと、100.04とほぼ横ばいの状況でござ

います。昨年度の状況で特に大きかったのが、

消費税関係が当初の見込みよりも増加になった

ものですから、ふえております。その関係で、

当初当初で比較しますと、ちょっと伸びている

という状況でございます。

○満行委員 そうすると、もう去年、ことし、

県税ってほぼ平準化されているという意味でい

いわけですか、実質は。

○髙林税務課長 消費税関係は、８％に変わり

ましたのが平成26年の４月１日からなんですが、

実は、４月１日からすぐに８％に変わるわけじゃ

なくて、企業の納付の時期だとか、毎月納める

ところであるとか、決算期で納めるとことか、

いろんなことがございまして。しかも、国に入

るのが、消費されてから２カ月後と、国からま

た県に対しては２カ月後に入りますんで、４カ

月というタイムラグもございます。その関係で26

年度は、年度初めは５％、年度途中から８％と

混在する時期がございます。

また、27年度も、当初の時期はまだ８％と５

％の混在というか、企業も決算時期があるもん

ですから、決算期から４カ月後ぐらいになりま

すので混在期がありまして、ようやく28年度は、

全体的に８％になるということでありますので、

その時期時期のその増減の関係が影響している

分もございます。

○満行委員 ということは、いろいろと言いた

くないですけれど、10％になるということだっ

たら、それが２年ぐらいしたら、またそれが波

及をして、また、この県税はそれなりに、10億

単位で伸びるということを想定していいという

ことですか。

○髙林税務課長 どれくらいの増加になるかは、

ちょっと今、数字を持っていませんけれど、議

員おっしゃるとおり、29年の途中からと30年の

途中まで影響しまして、31年からは平準化とい

う形で、３年間ぐらいかかって影響額が出てく

ると思います。

○満行委員 ことしも個人県民税は相当伸び

る、13億という見込みなんですけれど、これは

その算定の感覚、考え方というか、何か国の指

針、計画とかを引き直してみているわけでしょ

うか。

○髙林税務課長 個人県民税につきましては、

一つは、課税のもとが１年前のものになります

ので、実は平成27年度、ことしの収入分が来年
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に反映されることになります。これにつきまし

ては、市町村とか各県税・総務事務所からの見

込みもいただいております。

それと、我々のほうで統計調査等を見るんで

すが、ことしの宮崎県の現金給与総額を見ます

と、毎月勤労統計調査というのがございますけ

れど、５人以上の事業では、平成27年１月から10

月までの期間、これが対前年103.6％、それと30

人以上の事業所では、１月から11月まででござ

いますけれど、107％ほど現金支給額がふえてお

ります。

そうなりますと、28年当初は、それがそのま

ま反映されますので、こういった見込みとして

いるところでございます。

○満行委員 はい、わかりました。

○清山委員長 ほかございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、引き続き３課ごとに

班分けして議案の審査を行い、最後に、その他

報告及び総括質疑の時間を設けることといたし

ます。執行部の皆様の御協力をお願いいたしま

す。

なお、歳出予算の説明については、重点・新

規事業を中心に簡潔に行い、あわせて、決算に

おける指摘要望事項に係る対応状況についても、

説明をお願いします。

まず、第１班として、総務課、人事課、行政

経営課の審査を行いますので、順次、議案の説

明をお願いいたします。

なお、委員の質疑は３課の説明が全て終了し

た後にお願いいたします。

○菓子野総務課長 総務課の当初予算について

御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料63ページをお開き

いただきたいと思います。

当課の平成28年度当初予算額は、一般会計で15

億318万8,000円でございます。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

65ページをお願いいたします。

まず、下から３段目、（事項）文書管理費5,021

万8,000円であります。これは、当課で集中管理

を行っております、文書収発業務に要する発送

料や非常勤職員等の人件費、文書管理システム

の運用保守に係る経費でございます。

次に、その下、（事項）浄書管理費4,350万円

であります。めくっていただきまして、66ペー

ジをごらんいただきたいと思います。これは、

庁内で作成する冊子類の印刷・製本業務に係る

経費でありますが、各種印刷機器の保守・リー

ス料、用紙やトナー類の消耗品代、非常勤職員

等の人件費となっております。

続いて、（事項）情報公開推進費429万1,000円

であります。これは、情報公開・個人情報保護

制度を推進し、適正な運営・理解を図るための

経費でありますが、審査会や審議会の開催経費、

及び情報公開の窓口であります県民情報センタ

ーの運営費でございます。

次に、（事項）文書センター運営費１億833

万4,000円であります。これは、歴史的価値のあ

る県史資料や公文書等を適正に保存管理するた

めの経費でございますけれども、センターの運

営に要する維持管理費や人件費等の経常経費の

ほかに加えまして、防災拠点庁舎の整備に伴う

文書センターの移転整備費用を計上していると

ころであります。

次に、（事項）庁舎公舎等管理費４億8,227

万4,000円であります。これは、本庁舎・出先総

合庁舎等の維持管理に要する清掃警備等の委託

料や光熱水費、職員宿舎の維持管理経費であり
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ます。

次に、（事項）防災拠点庁舎整備事業費１

億8,778万5,000円であります。この事業につき

ましては、後ほど常任委員会資料で説明させて

いただきます。

次に、（事項）東京ビル運営費2,874万4,000円

であります。東京ビルは、東京事務所に勤務す

る職員の宿舎や長期研修生の職員寮、また、本

県出身者の学生寮などから構成される複合ビル

でございますけれども、管理運営に要する委託

料や学生寮の指定管理料となっております。

続いて、（事項）公有財産管理費２億8,376

万9,000円であります。これは、災害共済保険料

などの県有財産維持管理費、県営住宅や職員住

宅等の固定資産税に相当する県有資産所在市町

村交付金、また、未利用財産の売却等を推進す

るための経費であります。

説明欄の４、改善事業「県有財産利活用強化

促進事業」につきましては、常任委員会資料を

使って説明させていただきます。

最後に、ページ一番下の段でございますけれ

ど、（事項）県有施設災害復旧費9,270万円であ

ります。これは、天災やその他の事故により被

害を受けた県有施設の復旧措置を行うための経

費でございますけれども、財源は起債と県債と

なっております。

それでは、お手元の常任委員会資料のほうを

ごらんいただきたいと思います。

30ページでございます。

防災拠点庁舎整備事業についてでございます。

１の事業の目的・背景につきましては、説明

を省略させていただきます。

一番下の参考、整備スケジュールをごらんい

ただきたいと思います。防災拠点庁舎につきま

しては、平成31年、中ごろの完成を目指してい

るところですが、平成28年度につきましては、

実施設計や庁舎整備に伴い、必要となる関連工

事などを行ってまいります。

２の事業概要をごらんいただきたいと思いま

す。予算額は１億8,778万5,000円で、このうち

国庫補助金は2,211万6,000円であります。

（４）の事業内容でございますけれど、まず、

①の実施設計の実施では、１億998万6,000円を

事業費として見込んでおります。

次に、②の庁舎整備に伴い必要となります関

連工事でありますが、５号館増築部の解体工事

や、県庁本館北外来駐車場の整備工事等の関連

工事費に5,187万2,000円の事業費を、また、③

の建設予定地の埋蔵文化財の調査に2, 5 9 2

万7,000円の事業費を予定しております。

３の事業の効果でございますけれど、防災拠

点庁舎の整備によりまして、県の防災対応力の

強化が図られるものと考えております。

続きまして、同じく常任委員会資料31ページ

をお願いいたします。

改善事業「県有財産利活用強化推進事業」で

ございます。

１の事業の目的・背景でございますけれども、

財産の有効活用を推進することによりまして、

歳入の確保を図ってまいりたいと考えておりま

す。

２の事業概要でありますが、予算額、財源等

については、ごらんのとおりでございます。

（４）の事業内容でございますけれども、①

の県有財産の貸付け等につきましては、新しい

試みとして、エレベーターにおける広告枠の設

置を検討しております。

また、③の未利用財産の整理につきましては、

これも新しい試みとして筆界特定制度を活用い

たしまして、これまで境界確定が困難であった
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県有地について、公的に境界を明らかにしてい

くこととしております。

３の事業効果でございますけれど、県有財産

の適切な維持管理や効率的な運用が図られるな

ど、３項目を上げているところでございます。

予算議案については以上でございます。

続きまして、特別議案について御説明いたし

ます。

委員会資料41ページをお開きいただきたいと

思います。

議案第29号「宮崎県情報公開条例及び宮崎県

個人情報保護条例の一部を改正する条例」につ

いてであります。

この条例の名称は長うございますので、以後、

本条例と言わさせていただきます。

１の改正理由でございますけれど、行政不服

審査法の改正に伴うものでございます。

まず、本条例と行政不服審査法の関係でござ

いますけれども、本条例に基づき、公文書の開

示請求に対し不開示といった処分を行ったとき

に、その処分に不服な者は、行政不服審査法に

基づき、当該行政庁に不服申し立てを行うこと

ができますが、本条例において、その際の手続

等が規定されているところでございます。

今回の法改正に伴いまして、当該審査請求手

続に影響があるため、これに関する規程等の改

正を行うものでございます。

２の改正内容でございます。

（１）の法改正に伴う用語の整理では、不服

申し立ての手続が審査請求に一元化されたこと

に伴い、用語を整理するものであります。

具体的には、「不服申立て」を「審査請求」に、

「裁決又は決定」を「裁決」とするものであり

ます。

次に、（２）の審理員による審理手続を適用除

外とする規定の創設であります。審理員による

審理手続は、今回の法改正により創設された制

度でありますが、審査請求が行われた場合、処

分に関与していない職員による審理を行い、な

お、審査請求人に不利益とされた場合、不利益

な審理員による審理が行われた場合、第三者機

関である行政不服審査会等の審理が行われるも

のであります。

なお、この制度は、条例に特別な規定を置く

ことによりまして、適用除外とすることができ

ます。本条例に基づく審査請求につきましては、

法律家などの有識者から構成される宮崎県情報

公開審査会、または宮崎県個人情報保護審議会

が実施機関から諮問を受け、審議を行っていま

す。公正かつ慎重な審理手続が制度上、担保さ

れておりますことから、審理員による審理手続

を適用除外し、従来どおりの審理手続を継続す

ることとするものでございます。

なお、国におきましても、情報公開制度や個

人情報保護制度につきましては、審理員手続を

適用除外としているところでございます。

次に、（３）の諮問手続等に関する規定の改正

でありますが、今まで条例に明記されておりま

せんでした不作為事件につきましても、審査会

等への諮問対象とする規定や、実施機関が審査

会等に諮問する際に添付する書類に関する規定、

審査会へ提出された書類については、原則とし

て写しを審査請求人等に送付することを定める

規定を、行政不服審査法に合わせて新たに追加

するものでございます。

３の施行期日でございますけれど、平成28年

４月１日を予定しているところでございます。

総務課の説明は以上でございます。

○片寄人事課長 それでは、人事課の平成28年

度当初予算について御説明いたします。
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歳出予算説明資料の69ページをお願いいたし

ます。

人事課の平成28年度当初予算額は45億984

万1,000円であります。

主な事業につきまして御説明いたします。

71ページをお願いいたします。

まず、中ほどの欄の（目）一般管理費の（事

項）人事調整費７億4,154万4,000円であります。

これは説明の欄にありますように、非常勤職員

の雇用、職員の赴任旅費、産休及び休職者等の

代替臨時職員の雇用など、人事給与管理の全庁

的な調整に要する経費であります。

次に、（目）人事管理費の（事項）人事給与費

で30億6,168万6,000円であります。

１ページめくっていただきまして、72ページ

の上のほうをお願いいたします。

説明欄２の退職手当29億8,110万3,000円が主

なものでございまして、前年度当初に比べて２

億1,105万1,000円の増となっております。これ

は、退職見込み者数が平成27年度の139名に対し

平成28年度は149名と、10名の増となることによ

るものであります。

次に、（事項）職員研修費の3,064万2,000円で

ありますが、これは、自治学院において行う県

職員の研修に要する経費であります。

次に、（事項）職員派遣研修費の2,213万6,000

円であります。このうち、職員の国内派遣研修

といたしましては、自治大学校、政策研究大学

院大学への派遣を、また、海外派遣といたしま

しては、職員の自主企画による短期海外研修及

び自治体国際化協会シンガポール事務所等への

派遣経費を、それぞれ計上しております。

次に、（事項）東日本大震災被災地職員派遣事

業費の957万7,000円であります。被災地派遣職

員の代替として、非常勤職員や臨時的任用職員

を配置するための経費及び派遣職員の業務報告

等の経費でございます。

以上で、人事課の平成28年度当初予算の説明

は終わらせていただきます。

続きまして、議案の内容につきまして、常任

委員会資料で御説明いたします。

資料の42ページをお願いいたします。

議案第30号「職員の退職管理に関する条例」

についてであります。

まず、１の制定の理由についてであります。

来年度から施行される地方公務員法の改正に

伴いまして、非営利企業等に再就職した元職員

による現役職員への働きかけの禁止など、法律

の中で条例により定めることができるとされて

いる内容について、必要な事項を定めるもので

あります。

ここでいいます「働きかけ」というのは、例

えば、元職員が再就職先企業への処分を甘くす

るよう求める場合や、元職員が公になっていな

い情報を職員に求めるような場合などが該当い

たします。

次に、２の条例の概要等についてであります。

初めに、下の※の欄をごらんいただきたいと

思います。参考として、法に規定される内容で

ございますけれども、法律のほうで、全ての再

就職者は、退職前５年間の職務に関し、退職後

２年間、働きかけが禁止となります。

このような内容に加えまして、条例におきま

しては、その上の（１）にありますとおり、退

職前５年より前に、人事委員会規則で定める職、

これは課長級以上を考えておりますけれども、

課長級以上の職についていた者は、当該職につ

いたときの職務に関し、退職後２年間、働きか

けを禁止するというものでございます。

次に、（２）再就職状況の届出についてでござ
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います。

ただいま申しました人事委員会規則で定める

職、こちらも課長級以上でございますけれども、

この課長級以上の職についた者につきましては、

退職後２年間、再就職した場合に任命権者に届

出を義務づけるものであります。

最後に、３の施行期日は、平成28年４月１日

としております。

なお、知事部局では、現在、職員が営利企業

に再就職する際には、働きかけを行わない旨の

誓約書の提出を、また、課長級以上の職員が再

就職する際には、これは営利企業以外も含めま

すけれども、再就職状況の報告を求めていると

ころでございます。

今後は、これらの規制や手続について、条例

に基づいて行っていきたいと考えてございます。

説明は以上でございます。

○吉村行政経営課長 行政経営課でございます。

まず、当初予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の73ページをお願いいたし

ます。

行政経営課の平成28年度当初予算額は１億902

万5,000円でありまして、前年度当初予算と比べ

て42万1,000円の増となっております。

主な事業について御説明いたします。

75ページをお願いいたします。

ページ中ほどの（事項）行政管理費303万5,000

円であります。これは、行政管理・行政改革に

要する経費でありまして、行政組織・事務の管

理改善や宮崎県行財政改革懇談会の開催等に要

する経費であります。

次に、ページ下のほうの一番下の（事項）法

制費727万5,000円であります。これは、条例の

審査等に要する経費でありまして、条例・規則

等の審査事務や宮崎県公益認定等審議会の開催

等に要する経費でございます。

めくっていただきまして76ページをお願いい

たします。

最後に、（事項）県公報発行費904万円であり

ます。これは、条例や規則など、県民に周知す

べき事項を掲載する県公報の発行に要する経費

であります。

予算については以上でございます。

続きまして、議案第21号「使用料及び手数料

徴収条例の一部を改正する条例」についてであ

ります。

議案書は57ページになりますけれども、常任

委員会資料で御説明いたします。

常任委員会資料39ページをお願いいたします。

使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する

条例でございます。

まず、１の改正理由でございますが、行政不

服審査法の改正に関しましては、同法の施行条

例の制定を、さきの11月議会で議決いただいた

ところですけれども、この行政不服審査法や同

法を準用する他の法律、その規定によりまして、

審理手続の過程において提出された書面の写し

を審査請求人に交付する場合、その事務に係る

手数料を徴収するために、使用料及び手数料徴

収条例の改正を行うものであります。

２の改正の内容でございますが、審査請求人

からの申請に基づきまして、審査請求に係る書

面や書類の写し、あるいは電子メール等の電磁

的記録に記録された事項を出力しまして記載し

た書面、これを交付する場合において、（１）の

白黒で複写・出力したものにつきましては、１

枚につき10円、（２）のカラーのものにつきまし

ては、１枚につき30円の手数料としております。

なお、この額につきましては、情報公開条例

に基づく公文書の写し等を交付する場合と同額
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としております。

最後に、３の施行期日につきましては、行政

不服審査法の施行期日と同日であります、平成28

年４月１日としております。

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

○清山委員長 各課長の説明が終了しました。

議案について質疑はございませんか。

○丸山委員 常任委員会資料の41ページの情報

公開条例関係なんですけれども、これは実際、

これまで、そういう不服申し立てとかがあるの

か。あれば、年間にどれくらいあって、今後、

このことによって、どういうふうに手続がしや

すくなるとか、その辺を少し具体的にちょっと

事例を踏まえながら。何かわかりづらいもんで

すから、実際、流れはどうなっていくのか、ちょっ

と教えていただくとありがたいかなと思ってい

るんですけれども。

○菓子野総務課長 まず、情報公開条例のほう

でございます。

平成27年度の情報公開の受付件数でございま

すけれど、これが4,212件ございます。このうち

というか、その年度にあった件数がこれなんで

すけれども。あと決定等の内訳でございますが、

全面的に開示したのが4,028件、部分開示が96件、

不開示が10件、文書がないという不存在が59件、

そして、取り下げが116件ということでございま

す。合わせて4,309件の開示決定等があったとい

うことでございます。

このうち、請求者にとって不利益な処分とい

いますか、請求したのに不開示だったとか部分

開示だったとか、ちょっと不満が残るもの、こ

れが合わせて165件ということになります。その

うち、異議申し立てがありますのが７件という

ことでございます。

続きまして、個人情報保護条例でございます。

個人情報保護条例につきましては、３つの権

利がございまして、開示請求と訂正請求、利用

停止請求といったものがございます。

開示請求については、口頭による開示請求と、

書面による開示請求があるんですけれど、書面

による開示請求は、84件申請がありまして87件

の決定がございます。平成27年度は請求書を受

け付けましたのが68件でございます。

決定の内容ですけれども、開示が22、部分開

示が43、不開示が４、不存在が６、却下が１と

いうことになっております。これに、開示関係

で不服申し立てがありましたのが、平成27年度、

３件ということになっております。

あと、個人情報の訂正請求があるんですけれ

ども、これが、平成27年度は１件ございまして、

この１件について不服申し立てがあるというこ

とでございます。合計４件が異議申し立てとい

いますか、不服申し立て件数ということになり

ます。

○丸山委員 異議申し立てでやった後、この審

理委員会でやる。今後は、これ、合わせて十数

件になるのではないのかと思っているんですが、

そのときに、不服があった方々は、どういうふ

うに手続がしやすくなるか、ちょっともう少し

具体的に説明していただくとありがたいと思っ

ているんですけれど。

○菓子野総務課長 申しわけありません。実を

言いますと、この法改正に基づきまして、条例

を今回、改正するわけなんですけれど、条例の

今までの審査請求等の手続は従前と変わらない

と御理解いただいていいと思います。

法改正のほうは、審理員による審理手続といっ

た新しい制度を設けたわけなんですけれども、

宮崎県の場合は、審議会によって、こういった
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審査を審査するということをやっておりました。

そういったその審理手続が公正性を保たれて

いるといったものがある場合には、法律によっ

ても、条例に特別な定めがあれば、そういった

審理員手続というのは除外できるよとなってお

りまして、従前のとおり、本県としては、今の

審議会制度を活用いたしまして、審査請求をやっ

ていきたいと考えています。

したがいまして、県民にとりましては、ほと

んどこれまでと変わらない審理が保障されてい

るとお考えていただいていいと思います。

○坂口委員 関連なんですけれど、そうなると

きに、審理員の選出のあり方というか、行政側

が選ぶ審理員と、それからいつかそういう立場

になる可能性のある、いわゆる住民側ですよね。

審理員とが、両方の利益を対等するような形で

ないと、行政がやはり指名して選んでいくって

いうことになると、本当に担保できるかってい

うことですね。改正法が目指すところ、そこら

についてはどんなふうになっていますか。

○菓子野総務課長 私どもが情報公開条例等で

設けています審議会とか審査会でございますけ

れど、これは法律の専門家ですとか、それとか

有資格者といいますか、労働関係の有資格者で

すとか税理士関係の有資格者ですとか、そういっ

た方々を選ばせていただいて、公正な人材にお

願いをしていると考えております。

○坂口委員 この代表の立場って、労使交渉に

してもそうですね。利害をそこで協議していく

というのは、両方の受益者、あるいは、今度は

防護する側になるんかわからんけれど。

両方の立場からの代表を選んでいかないと、

同じ弁護士でも、見解が真っ二つに割れるとい

うことは、もうこれは常ですから、そこらって

いうのは、国の法律で、もうそういう審理会を

持ってればいいよっていうことになっても、そ

の国の法律が審理会とするのは、やはりそういっ

たことを公平に裁かれるっていうことを担保で

きる審理会としているもんですね。

やはり県民側というか、そういった申請をす

る側の人たちも納得するためには、選出をして、

選任していくところが両方の立場からでないと、

ちょっとまずいんじゃないかなというところで。

それは法はそこを求めていなくっても、検討課

題として、それがやはり方法的にちょっと難し

いよってなれば、新たにこういったものを研究

していくっていうことが必要じゃないかなって

気がするもんです。

○満行委員 関連して29号で。

行政不服審査法の改正に伴って情報公開条例

を改正する。この不作為事件を審査会等への諮

問を対象とする。

今までは、この不作為事件は対象となってい

ないと聞こえたんですけれども、今までは、こ

の不作為事件っていうのは、もう門前払いだっ

たっていうことじゃないんですよね。どういう

扱いをされているんでしょうか。

○菓子野総務課長 不作為案件につきましては、

県民の方から請求があった場合は、実施機関に

対して事務を急ぐようにというような、促進の

指導をしていたということでございます。

今後は、情報公開条例につきまして申し上げ

ますと、例えば請求があって15日以内に結果を

出さなきゃいけない、開示するか不開示するか

の結果を出さなきゃいけない。延長が30日でき

まして、45日ということができます。その際の15

日以内に、本人に通知をしないといかんという

ようなことになっていまして、そういった期限

がしっかり定められておるわけです。

それを徒過して処分庁が何もしない場合は、
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審査請求の対象に取り上げるということになっ

て、審理の結果、開示すべきだとか、そういっ

た処分を勧告するということになってまいりま

す。

○満行委員 15日、30日、45日は、全ての行政

の決定に対して拘束されるんですか。

○菓子野総務課長 今、申し上げたのは、情報

公開とか個人情報保護関係でございます。

○満行委員 事例とすると、生活保護の決定と

か、最大30日以内だと思うんですけれど、それ

を超えた場合は、この申し立てができると。こ

の審査会の諮問対象ということは、その行政と

しては、もちろん、福祉事務所が窓口ではなく

て、この審査会に申し出ができるということに

なるということですか。

○吉村行政経営課長 行政経営課でございます。

行政不服審査法の一般のお話として申し上げま

す。

今、総務課長が申し上げましたのは、県が所

持しています情報なり個人情報の公開に関する

ものでございますので、今、委員のほうからあ

りましたような、生活保護の決定等の行政処分

に対しまして、仮に不作為とかという場合があ

りましたら─自分が申請したのに、まだ処分

がおりないといった場合には、審査請求という

形で、審査庁のほうに審査請求ができるという

形になります。

○満行委員 ああ、わかりました。情報公開条

例とは違うんですね。はい、わかりました。

○来住委員 それでは、総務課に。説明資料の

予算の66ページ。庁舎の管理費なんですが、説

明の中の２に職員宿舎等の維持管理費が出され

ておりまして、職員宿舎の管理に関してですけ

れど、現に今、県内に幾つの職員の宿舎がある

のか。

それから、現に私が知っているところでは、

ほとんど入っていらっしゃらない。意外と新し

くて10戸ほどあるんだけれど、１人しか入って

いないとかいうのがあったりするんですが、そ

ういう職員宿舎に対する今後の方針などがあっ

たら、ちょっと教えてほしいと思うんですが。

○菓子野総務課長 職員宿舎の入居状況でござ

いますけれども、県有宿舎といたしましては、

現在48棟ございまして、管理戸数が567戸という

ことになっています。これは27年度５月１日現

在の数字でございますが、入居可能戸数が551戸

でございまして、入居戸数が396、入居率69.8％

となっております。

議員御指摘のように、入居率が低い職員宿舎

というものがあると考えております。今後のそ

の管理のあり方なんですけれども、この前は、

総合管理計画を御説明させていただきましたけ

れども、やはり適正な最適な管理といったこと

を目指していくといった観点からは、入居率の

低いところについては、今後、廃止等も検討し

ていくということをやっていきたいと思ってお

ります。

○来住委員 全体としては、職員数は減ってく

るんだろうと思うんですが、多分、宿舎によっ

ては、かなり入居率の高いところもあるだろう

し、僕が知っているところは非常に低いです。

しかし、同時に、建物としてそんなに古くな

いんですけれど、そういう宿舎について、例え

ば他の利用方法というのか─法律はわかりま

せんけれど、県営住宅などに、いわゆる一般の

県民の皆さんが利用いただくようなものに変更

するというのは難しいんでしょうか。法的には

難しいんでしょうかね。

○菓子野総務課長 職員宿舎につきましては、

そういった方向性もあるかもしれないんですけ
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れど、今、検討しているのは、職員宿舎につい

ては知事部局、教育委員会、警察、病院、こう

いったものがございます。それぞれ入居率が低

いところもあるということでございます。

特に、宮崎市近郊では、民間施設も充実して

きているといったこともございまして、そういっ

た部局を超えた融通の仕方といったものが必要

ではないかと。

今までは、共済組合からお金を借りて職員宿

舎を建てるということで、そういった資金の関

係から入居職員も限定されるということもあっ

たと思うんですけれど、そういった問題を超え

て、こういった効率化を今後、考えていきたい

なと思っております。

○来住委員 もう一件、議案第30号「職員の退

職管理に関する条例」ですけれど。退職後２年

間、働きかけを禁止するとなっているんですけ

れど、なぜ２年間と規定されているのかなと。

３年後だったらいいのかということなんですけ

れど、ここをちょっと教えていただきたい。

○片寄人事課長 今回、もともと地方公務員法

の改正に伴って、条例を新たに制定するわけで

ございます。退職後、影響力がある期間を、国

のほうで２年間という見解が出ておりまして。

私どもの県は、従来は３年間だめですよという

形でやっておりましたけれども、今回、国のほ

うの見解も出ました関係上、こういう形で整理

させていただいたところでございます。

○来住委員 おかしいでしょうね。２年間禁止

するということでしょう。つまり、働きかけし

たらだめだから、こういう条例をつくるわけで

しょう。そうすると、そこになぜ期限を決める

のかというのが理解できないですね。国がやっ

ているからでなくて、そこは、もう少し県の独

自のものがあってもいいと思うんですけれど。

ずっとしてはいけないと、期限などは決める必

要はないと思うんですけれど。

○片寄人事課長 この働きかけというのは、基

本的に許される話ではありませんので、そうい

う働きかけがあれば、私ども、平成19年度から

働きかけがあった場合には、記録公表をすると

いう形でやっております。

幸いなことに、これまでそういうケースはご

ざいませんけれども、こういった形でちょっと

難しいのは、再就職と働きかけの関係が出てま

いりますけれど、再就職については、一方で、

就職の自由というところもございます。それと、

働きかけについては、今回の法律の改正で、新

たに罰則規定が設けられてございます。これは、

働きかけたほうも、また、それに応じた職員に

ついても、きっちり不正な行為があった場合に

は、罰則が規定されておりますので、期限的に

は２年という形での全国一律で整理はさせてい

ただきますけれども、私どもとしましては、従

来から、この働きかけについては、そういうこ

とが起きないように、また、職員も決して応じ

ないように指導しておりますので、今回の法改

正や条例制定を機に、さらにそこら辺は周知徹

底を図ってまいりたいと考えてございます。

○来住委員 もう一度、確認。

罰則規定があるっていうのは、それは職員の

退職関連に関する条例の中にあるんですか、そ

れともほかの条例になるのかどうなのか、もう

一度確認します。

○片寄人事課長 今回は、地方公務員法の改正

で、そういう罰則規定ができましたので、法律

としてそういう罰則が新たに設けられることに

なります。

○来住委員 地方公務員法には、いわゆる期限

はないんですか。これ、この条例には２年とい
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う期限をつけようとしているんですけれども、

地方公務員法にはないんですか。

○片寄人事課長 地方公務員法の改正に伴うこ

の罰則については、もともと先ほど言いました

一般の職員ですと退職５年前の職務に関する者

については、退職後２年間、やったらだめです。

働きかけがあった場合には、当然、罰則規定に

なる。課長級以上については、５年プラス課長

級にあった年月が、さらに５年より前になりま

すけれども、そういった期間に職務に関連する

ことで、退職後２年間、こういう働きかけがあっ

た場合には、働きかけた職員、また、その働き

かけを受けて何か不正な行為を行った職員につ

いては、罰則が適用されるということでござい

ます。

○新見委員 今の来住委員の質問でよくわかっ

たんですが、また、同じく議案第30号に関して

ですけれども。

先ほどの答弁の中で、平成19年から別の取り

扱いがされていると。あれは、職務に対する不

当な働きかけについての取り扱いということ

だったと思うんですが。先ほど、１件も記録表

の記載がなかったということなんですけれども、

それは、七、八年たっているわけですけれども、

全く本当に１件もなかったのか、なかなかそこ

が微妙だと思うんですけれど、そこがどうなん

ですかね。その記録表に記載する前に、一定の

別の方法でそこを丸くおさめたとか、そういう

のがあるんでしょうか。

○片寄人事課長 この不当な働きかけにつきま

しては、基本的に職務の公正な執行を損なうお

それがあるものを不当な働きかけと定義してお

ります。

こういったことがあった場合には、最終的に

記録をして公表をいたします。この取り扱いの

ところで、不正な職務の公正な執行を損なうと

いう形での定義づけになっていますので、いろ

んな陳情要望は日常的にございます。

それはそれとして、別に不正な話でもござい

ませんので、特にこれまでそういった記録公表

したケースはないということでございます。

○新見委員 今、陳情要望については、それは

もうその不正な取引じゃないということで、当

初、規程がつくられたときから、きちっとわかっ

ていたことですが、そういったくくりでされて

いるのかなと思いますけれども。

この議案も、きちっと取り扱っていただくよ

うに、要望しておきます。

○星原委員 31ページのこの県有財産利活用強

化促進、マル改なんですけれど、これまでも行

われてきたと思うんですけれど、この事業の目

的・背景の中にある形で、最終的には有効活用

で、歳入の確保ということでうたっているんで

すけれど、今、このことに入る金融の財産とい

うのかな、これは相当な量だと思うんですけれ

ども、建物から土地から、いろいろあるんじゃ

ないかなと思うんですが、これはどれぐらいの

量というか、数字的にどれぐらいあるもんなん

ですか。

ここに書いてあるので言えば、県立学校の統

廃合を初めとか、職員宿舎とかさっきから、こ

れ、県有施設の老朽化とかっていうので、必要

なもので売買とかいろいろできるものやら、い

ろいろあると思うんですけれど、そういったも

のは分けていくと、どれぐらいの量になるのか

なと思って。

○菓子野総務課長 まず、この事業、県有財産

利活用強化促進事業ということで、県有財産を

できるだけ活用して、貸し付けとか売却とかそ

ういったことで、県の歳入に寄与しようという
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ことでやっております。

これは総務課分でございますけれども、26年

度貸し付け実績で2,992万円、そして、広告つき

案内板、こういったものをやっていますけれど、

これで86万4,000円。

自動販売機の設置をやっておりまして、これ

は県全体のものですけれど、総数で平成27年度

ですが、424台に１億1,400万円余の収入がござ

います。土地の売却実績でございますけれども、

本年度は19件、３億9,800万円が、土地売却代金

として収入があるところでございます。

○星原委員 今、説明があった自動販売機とか

そういう売り上げ。全体的にどれだけのボリュ

ームが、これからの状況の中で、県が保有して

いる関連の中で、そういう売買とか、あるいは

貸していく中て、売買に値する土地とか建物は

どれぐらいの量があるのか。

というのは、最後のほうのこの事業の効果の

ところで、毎年度１億5,000万、不動産の売り払

い収入目標って掲げているものだから、どれぐ

らいのものがあるのかなという感じで。

○菓子野総務課長 28年２月末現在で、私たち

が把握しております未利用財産、土地・建物で

ございますけれども、全体で26件、15万2,739平

米が土地の面積、建物の面積が３万1,755平米で

ございます。

○星原委員 ということは、これから逆に事業

の内容の中で未利用財産の売却とかを想定する

土地・建物が、それだけあると捉えているんで

すか。

○菓子野総務課長 はい、おっしゃるとおりで

す。今、未利用財産として認識しているものが、

今の申し上げた数字ということでございます。

○星原委員 そして、この中で、事業の内容の

②の中で、未利用財産の維持管理と書いてある

んですけれど、こういうのに関する経費は、ど

れぐらいかかるもんなのか。

○菓子野総務課長 未利用財産自体は、草を刈

りましたり、境界を打ったり、縄を張ったりと

いった管理があるわけなんですけれど、済みま

せん、その総体予算については、ちょっと今、

手元に資料がございません。

○星原委員 じゃあ、後でいい。

というのは、やはりそういう経費がかかるん

であれば、早く処分できるものから処分していっ

たり、あるいは活用していないものをどうやっ

て活用させるかとか、あるいは効果的な使い方

がないかとか、もう民間に売却したほうがいい

のか、あるいは市町村とかいろんな形で、利活

用ができる土地であったり建物であったり、ど

んどんこういうものもあるということでやって、

建物の場合も、土地の場合でも、本当の意味の

利活用に向けての促進とか、ＰＲとか、そうい

うことは随時やっているんですか。

○菓子野総務課長 こういった県に発生しまし

た未利用財産については、まず、市町村のほう

に利活用の計画はないかといった紹介をいたし

ます。そういったものがないとはっきりしたも

のにつきましては、民間に売却を進めるという

ようなことで、いろんな媒体を使いましてお知

らせをしております。

また、不動産鑑定士とかいろんな方にアドバ

イスをいただきまして、どういったところを整

備しなきゃいけないとかのアドバイスをいただ

きながら、売却促進に努めているということで

ございます。

○坂口委員 関連してですけれど、それも随分

長く取り組んできているわけだけれど、その中

で、貸し付けなり売却なり処分の方向を出して、

まだ利用していないのは、長いものでどんなも
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のがどれぐらいあるんですか。

○菓子野総務課長 未利用と認識した時期とい

うのがありまして、福祉保健部の元串間保健所

あたりは、平成19年から未利用財産などという

ことで認識しておりまして、これが一番古いも

のとなります。

○坂口委員 未利用財産の定義をどう見るかで

すけれど、まず、それを使用しなくなった時点

で、同じ部で使う方法はないかというのを検討

されますよね。それから、部局を超えて検討を

されて、それでもないとき市町村。そして、じゃ

あどうしようということを検討して、売却なら

売却で民間とかやられるわけだから、平成19年

と言われたけれど、かなり使わなくなってから

長いものですね。

だから、民間の感覚からすると、もうそこら

は全く違うということですね。そこらのところ

を未利用っていう定義をどうやるかというのが、

一つ言えると思うんですね。

それと、じゃあ、今まで処分の仕方もどうし

ようもないと、処分できないとなったときに、

今後、じゃあ、何年間でどうやって処分するか

を、民間なら必ず立てますよ。そういった中で、

その見通しのときも、かなり制度を見ながら立

てますね。

せんだってから新富の富養園の跡地を言うけ

れど、あの広大な土地を使うとしても、元病院

があって、あんな不法投棄がいっぱいやられて

いて、あれを産廃処分するだけで莫大な金をか

けて、しかもお墓があったりでしょう。なかな

かもう将来の利用といったら、おいそれとやる

人はいないですよ。

そういったところに管理といったら、管理費

がどれぐらい─さっきも星原委員の質問で、

わからないと言ったけれど、草刈りをやったり、

危険排除─そこで事故を起こされたり─い

ろんなことを行う。そんなことをしたら、やは

りかなりの責任とコストが伴うので、そうなっ

たときに、じゃあ、それを処分さえできれば、

県の手元を離れて、そこが何らかの形でその土

地が生きてくる。

まして民間なんかにいったら固定資産税は入

る、雇用の場はできる、それから活力は生まれ

るってことで、財政健全化だ何だと言っている

けれど、そういった比較は大前提でないと、売

りに出しているけれど売れないんですよ。テレ

ビに出したら幾ら金がかかったんですよ、すぐ

売れないから新聞なんですよって、それは、も

う余りにも甘過ぎるんですね。今回のこの議案

で、今後そういったことを、一気に話を集中的

にというか、かなり力を入れて取り組むってい

う方向なんでしょうけれど。

それで、じゃあ、ここをただで─新富のあ

の土地の場合ですけれど─やればということ

で、条例がネックになるんだと言われたけれど、

県はただでもらえるっていう条例は持っていて、

ただでもらったものも、ただで約束をたがえて

も、ただじゃお返しできないんだって、そんな

ばかなことをやってはだめですよ。条例だ、法

律だっていうのは、人が生きていくためにある

やつで、これは変えられるんですよ、変えるの

が当たり前ですよ。古くなって通用しない。そ

れをかたくなに握っておられて、いや、条例の

限界だ限界だと言っておられる、その意味がわ

からない。何のための条例かって。だから、そ

の目的を何を果たそうとされているのか。もう

制度的にもくたびれ過ぎてから、これは通用し

なくなっているということを念頭に入れないと、

これはだめですよ。こんな一方の計画だけ立て

たって、その裏づけをやらなきゃ。
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やはりそこのところをひとつぜひ、これはも

う部長も、ここのところはやはり真剣に考えて

やっていかないと。

病院局の判断でできるんなら、病院局は病院

つくるからただでくれって言っていて、病院も

つくりません、要りませんって、もう利用しま

せんと言ったんだから、おのずと何すべきは、

これは道義的にわかるじゃないですか。しかし、

県の条例がネックになっていて、それをやれな

いっていうことで、これはもうぜひ責任を持っ

て解決するということをやはりお願いしておき

ます。

それから、公有財産管理費について、３番な

んですけれど、この市町村交付金。これについ

ては、当然、市町村に交付金を出していくって

いうものもあるでしょうし、出さないっていう

ものもあるんじゃないかと思うんですね。

例えば、僕らが陳情だの要望だのを組んで、

県に施設をつくってくださいと、県有施設をつ

くってください、町民が待ち望んでいますとい

うものに、県費を投入して交付金まであげるっ

ていうことはないように思うんですね。

だから、そういったものがどう区分されてい

るのかというのと、その中で、どこにどれぐら

い、自治体ごとで、どこが一番たくさん交付金

を出す先なのか教えてください。

○菓子野総務課長 国有資産等所在市町村交付

金についてということだと思います。これは、

国有資産等所在市町村交付金法に基づいて実施

しているものでございます。

○坂口委員 いや、県有資産ですね。

○菓子野総務課長 はい、県有資産についての

話になります。

地方税法によりまして、県有地についての固

定資産税は、御承知のとおり非課税になってい

るわけなんですけれども、我々が職員宿舎とか

県営住宅、その他民間と同じような利用をして

いるところがございます。

これについてまで非課税にするということに

なりますと、やはり均衡の関係からよろしくな

いということで、この法律によりまして、固定

資産税相当額を市町村に交付するということに

なっております。

今回、28年度につきましては、県全体で３

億1,136万2,000円余を交付することになってお

りまして、一番大きいところが宮崎市でござい

まして、平成27年度の実績で１億9,062万3,400

円を交付してございます。

○坂口委員 宮崎市あたりだって、市営住宅を

たくさん持っていて、それをやれる力は、県内

で一番ある自治体ですよね。そこにああやって、

県がそういったものをやっていかなきゃなんな

いかっていうこと、おまけに持参金みたいな交

付金までつけて。それよりか本当に財政規模の

小っちゃい、苦労して今後１人でも２人でも人

口をふやそうとしているところに、住みかがな

いっていうようなところに対して、むしろそう

いったことは今後あるべき。時代が大きく変わっ

てきているということですね、そこらがどうな

のかなというのと。

じゃあ、民間の民業圧迫みたいなものに対し

てそれがなければ、民間がそこにつくって税収

は上がるんだよということに対しての補塡とい

うのはあるんでしょうけれど、やはりこれも時

代が変わったということですけれど。例えば体

育施設一つにとっても、今、民間の体育施設で

も結構あるんですね。人の生活のライフスタイ

ルが変わったことで、それが営利として成り立

つようになったことで。

やはり国の法律に基づいてだから、限界はあ
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るんでしょうけれども、なかなか実態に沿って

いなくって、何か全然余り深く考えずに、金が

いとも簡単に出されたり、あなたのところはだ

めだって言われたり。だから、そこらっていう

のは、やはりさっきの公有財産っていうか─

こだわり過ぎているみたいに思うけれど、そう

いった理不尽な、先ほどの富養園の跡地の処分

に関してもですけれど、今の時代に合ったよう

なことをどんどん考えてやっていかないと、やっ

ていることと今の時代とで随分とタイムラグが

ありそうな気がするんですね。

先ほど、ぜひとも今度検討してくれと言って

いたけれど、これはもうぜひ、部長、こういっ

たものを１回、検証していって、条例にただで

上げれるっていうことを加えてくれっていうん

じゃないんですよ。その必要はないのかという

ことと、なぜ、よそからのものをただでもらっ

てから、県のものはただで出せないなんて条例

をかたくなに守ろうとするのかと、それはやは

り考えるべきだと思うんですが、部長、どんな

ですか。

○成合総務部長 県有財産の処分ですけれど、

先ほどから委員がおっしゃるように、まず、未

利用財産があった場合には、県で活用するかど

うかいろいろ検討しまして、それがない場合に

は、先ほど総務課長が答えたように、市町村へ

の譲渡、売却ということをやっているわけです。

実は、一般会計については、財産処分の条例

がございまして、委員が御指摘のとおり、無償

譲渡というのはやっておりません。寄附を受け

た場合でも、３割減額というのが最大でござい

まして。過去の事例で３年前にも、県立高校の

売却をやったんですけれども、そのときも、３

割減額ということでやっております。

先日の補正の委員会のときにも申し上げたと

おり、富養園の土地につきましては、特別会計

ということで、病院局のほうでまた検討される

ことと思いますけれど、一般会計においても、

先日申し上げたとおり、委員がおっしゃるよう

に社会情勢がどんどん変化しておりますので、

全国の状況、その辺をまた調査なり研究してい

く必要はあろうかと思います。

できるだけやはり未利用のままで活用されな

いということについては、できる限り県民サー

ビスにつながるような、住民サービスにつなが

るような活用の仕方も、十分検討していく必要

があろうかとは考えております。

○坂口委員 この場で、そこまで発言すべきか

なと思うんですけれど。一つは、病院局だ、教

育委員会の財産だって言ったって、やはり県民

から見りゃ、その県の財産ですから、そこはや

はり統一しなきゃだめだと思うんですね。だか

ら、ぜひそこは頭に入れて、今後、少なくとも

検討はしてほしいというのと、富養園跡地につ

いては、町としてもいろんな考えを持っている

んですよ。

その中の一つに、例えば大規模災害のときに、

宮崎空港が津波なんかでやられたとき、新田原

基地しかないじゃないか。あそこから即近いと

ころのあの広大な土地で、恐らく今後、民間と

しては、もう利用するようなことっていうのは

出てこないんじゃないかって─さっき言われ

たような、これまでの歴史のある土地だから。

幸い、あそこは津波ではつからない地区なんで

すよね。だから、あそこにキャンプを張ったり、

医療団を入れたり、物資の中継拠点にしたりし

て、いかなる災害にも頼れる、空から、あるい

は津波の心配もなければ、日豊線の駅も隣です

から。そういったことを絵に描いて、やはり利

用計画というのは、町もやりたいけれども、あ
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そこを何億で買いましたとって言ったら、町民

から袋だたきに遭いますよ。県に病院をつくっ

てください。病院をつくってくれれば、ただで

上げますよって、町民がただで差し上げた土地

を、病院はなくしてしまってから、金をよこせ

なんて言ったら。そんな青写真で、町の大きい

プロジェクトとしてやっていくためには、首長

は相当な腹決めが要ると思うんですよ。そういっ

たことを何かもろもろを検討していって、何が

ネックになっているのかっていうことを検討ぐ

らいはやらなきゃだめだと思うんですよ。

条例なんてものは、必要とあれば何ぼでも変

えられるわけですから、ぜひこれはお願してお

きます。

○菓子野総務課長 先ほど星原議員から御質問

がありました、管理費の件でございますけれど

も、28年度予算では、草刈り委託費等として1,523

万6,000円、そして、工事請負費なんですけれど

も、境界等の保全工事、それとか建物を解体す

る場合がございます、その工事費、そして、道

路を整備するといったものがございまして、こ

れで879万4,000円を予算でお願いしておるとこ

ろでございます。

○星原委員 そういうその維持管理費やら、い

ろんな経費が要るわけですよね。そしたら、も

うその費用対効果で見たときにどっちがいいの

か。早く処分したほうが、そういう経費が要ら

なくて出さなくていい形なのか、それを持って

おくことで、不動産の価値が上がったり、いろ

いろ将来的に、これだけ経費をかけていても、

それだけの価値が上がるものなのか、その辺の

判断をしていかないと、もう結局は、毎年のよ

うに経費がかかって、それはもう仕方ないんだ

という形で、流れているんじゃないかなという

気もするもんですから。やはり、その辺のその

判断をどうするかを早く決めて、もう維持管理、

管理経費が要るということであれば、どんどん

ほかの形で利活用できる人がおれば、民間であ

れ、ほかの市町村であれ、そういうところにやっ

たほうが、県として身軽になるんじゃないかな

と思うんですけれど。今後は、そういうことを

この事業あたりでやっていこうということで、

捉えとっていいんですかね。

○菓子野総務課長 委員会資料の31ページの未

利用財産の売却という④のところでございます

けれども、今、広告媒体の活用ですとか、民間

のノウハウを活用、インターネットの活用、そ

して不動産鑑定業者とか宅建業者にアドバイス

をもらったりというようなことで、可能な限り

未利用財産の縮小といったことに努めていきた

いと考えています。

○清山委員長 ほかはございますか。

○新見委員 31ページ、関連してですけれども。

この自動販売機の置き場所の貸し付けのことな

んですが、これについては、それまで目的外使

用ということで、年間一、二万だったのが、地

方自治法の一部改正によって、貸し付けという

形をとることができるようになって、一気に何

十倍という収益になって、もう先ほど１億以上

の収入があるっていうことなんですが。現在、

この424台、これはもう知事部局、警察、学校を

含めて全てだと思うんですが、これがもうほぼ

今の限界ということで捉えてよろしいんでしょ

うか。

○菓子野総務課長 はい、そういうことだろう

と思っております。

○新見委員 それと、これがスタートをしたと

き、当初３年契約で入札制度ということでスタ

ートをしたと思うんですが、当初は、超大手の

清涼飲料水メーカー等が、ほぼこれを独占した
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ような形になっていたと思うんですが、やはり

地元の企業を優遇するということも大事だとい

うことで、私も、一度、お話ししたことがあり

ますが、現在の状況はどうなんでしょうかね。

○菓子野総務課長 この制度につきましては、

全体で424台と御説明いたしました。このうち公

募対象が340台で、残り84台が公募対象外にして

おります。そのうち、おっしゃっておるような

地産地消コーナーといいますか、地元の食材と

か、地元の販売等を重要視するというようなも

のが、52台やっております。これは27年４月１

日現在の数字ということで、御理解いただきた

いと思うんですけれど。

○新見委員 わかりました。いいです。

○清山委員長 ほかございませんか。

○丸山委員 同じ、この県有施設のことで、私

の地元のことで大変恐縮なんですが、これ、県

の教育委員会サイドの高原高校跡地が、もう三、

四年たっていまして。実際、私もよく相談を受

けて、さらに維持管理ができていないものです

から、本当に非常に苦しんで、高原町に一応、

買いませんかという話はしているんですが、高

原としてもなかなか買えないということがわ

かっているのに、恐らくほとんどもう維持管理

ができていないものですから。どうやって売っ

ていくのかと、払い下げていくのかというのを

もうちょっと県のほうが柔軟に動かないと。今

後、そういった施設、さらに高校の統廃合が特

に大きく出てくるんだろうなと思っていますの

で、これは教育委員会に任せるとかいうんでは

なくて、もう少し、先ほど言われたように、県

民にとっては、県有地という位置づけですので、

しっかりとイニシアティブをとって、総務課の

ほうでやっていただくように、お願いしておこ

うと思っております。

○清山委員長 意見ということでよろしいです

か。

○丸山委員 はい。

○清山委員長 12時を過ぎましたけれど、丸山

委員の質問まで、続けさせてもらいたいと思い

ます。

○丸山委員 72ページの職員の海外派遣研修に

ついてなんですけれども、本当にこれは意義あ

ることだと、十二分にわかっているんですが、

派遣をしていただいた方が、その後にちゃんと、

どういった職場で生かされているのかというの

が、重要だと思っています。先ほどのクレアに

派遣しているようでありますけれども、去年の

年度末に、ジェトロのほうも宮崎にできたもん

ですから、ジェトロも同じような海外に派遣で

きる、研修できる制度があるということのよう

なもんですから。

派遣される職員の有効活用と、ジェトロとか、

そういったまた別なセクションも、今後あると

思っているもんですから、その辺の活用方法も

含めてちょっとお伺い─今の職員が、どうい

う形でしっかり研修を生かしていらっしゃるの

かなというのを、お伺いしたいと思っておりま

す。

○片寄人事課長 まず、海外派遣でありますと、

当然、育成というところが前提になりますが、

ある意味、お金を投資する観点がございますの

で、それは県政推進の上で役立てていくことが、

まず基本になってまいります。

私も、当時、シンガポールに行って、国際課

に帰ってきましたけれども、そういった形で、

やはり海外に行った職員については、海外展開

に関連のあるセクションを中心に、その人の体

調とか適正とかいろいろございますけれど、基

本は、やはりせっかく学んできたものを大いに
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県政に役立てていくという形での配置を心がけ

ているところでございます。

それから、今、ジェトロの話がございました。

まだ、現時点では具体的にどうこうという検討

はしておりませんけれども、やはり目的が、育

成というところでございますので、そういった

いろんな可能性については、きっちり今後、検

討させていただきたいと考えております。

○清山委員長 それでは、以上で第１班の審査

を終了いたします。

第２班の審査は、昼休みを挟みまして、ちょっ

と過ぎましたので、午後１時10分からの再開で

お願いします。

暫時休憩いたします。

午後０時４分休憩

午後１時８分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

次に、第２班として財政課、税務課、市町村

課の審査を行いますので、順次、議案の説明を

お願いいたします。

○阪本財政課長 財政課部分の当初予算につい

て御説明いたします。

歳出予算説明資料の77ページをお開きくださ

い。

財政課は、一般会計と公債管理特別会計２つ

を合わせまして、合計で28年度予算額が2,012

億6,374万4,000円となっております。前年度と

比較しますと、2,000億円余の減となっておりま

すが、これは、27年度が口蹄疫対策の転貸債1,000

億、これが一般会計、特別会計それぞれに計上

してございました。その関係で2,000億円余の減

となっております。

内容について御説明いたします。

79ページをお開きください。

一般会計921億51万5,000円でございますが、

内訳としまして主なものを御説明いたします。

（事項）諸費でございます。19億2,400万円余

を計上しておりますが、説明欄にございますよ

うに、税外収入の還付、主に国庫補助金等で還

付が生じた場合の経費として、16億1,100万円余、

それから、庁内の一般共通経費ということで、

主に各課で予算は計上しておりますが、緊急に

事務的な経費で必要な場合に備えまして、財政

課で一般の共通経費として計上している分が３

億1,300万円余ございます。

それから、ページをおめくりいただきまし

て、80ページの下から３段目、（事項）マル新と

なっております、県営電気事業みやざき創生基

金積立金、後ほど条例について御説明いたしま

すが、いわゆる県営電気事業みやざき創生基金

の積み立てにつきまして、説明の欄の２の新規

積み立てで今年度10億円を積み立てます。

それから、ことし、28年度１年間、この10億

円分の利子ということで、123万3,000円を計上

しております。

81ページ、（項）の公債費でございます。公債

費の内訳としまして、元金と利子と公債諸費が

ございます。

上から２番目の（目）元金でございます。795

億7,900万円余、これは県債の元利償還に要する

経費等でございます。主に、説明欄の２にあり

ますけれども、それを一旦、公債管理特別会計

へ繰り出しをいたしまして、後ほど御説明いた

します、特別会計から各金融機関に償還するこ

ととなっております。

（目）利子でございます。91億2,700万円余を

計上します。これも公債管理特別会計に一旦繰

り出しをしまして、そこからの償還となります。

真ん中より下、（目）公債諸費でございますが、
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これは県債発行に係りますもろもろの手数料等

がございます。それについて2,162万円を計上し

ております。

最後に、（款）の予備費でございます。これは、

まさに例えば訴訟の弁護士費用とか、あと保険

に入っていない損害賠償が生じた場合の賠償金

といった項目について、予備的に経費を１億円、

計上させていただいているところでございます。

おめくりいただきまして、83ページ、公債管

理特別会計でございます。1,091億6,322万9,000

円を計上しております。

上から４つ目の（目）の積立金でございます。

これは、満期一括償還といいまして、定時償還

じゃなくて、例えば10年とか20年で、最終年に

一括で償還する部分について、これは総務省の

指導で、毎年30分の１を積み立てなさいと。最

終年に一気に償還するのではなくて、その分を

ある程度、事前に準備をしなさいということ

で、30分の１ずつ積み立てを行います。その分

で17億2,730万円を計上させていただいておりま

す。

真ん中の（款）公債費でございます。内訳で、

１つ目が（目）の元金、先ほど一般会計からの

繰り出しがございました。それと公債管理特別

会計の中での借りかえも含めまして償還する元

金が985億6,800万円余ございます。

下から３番目の利子でございます。その元金

に伴いまして支払う利子、88億5,800万円余でご

ざいます。

おめくりいただきまして、最後に特別会計の

公債諸費、事務費でございます。特別会計で発

行いたします借換債に係る県債発行手数料846

万5,000円を計上しております。

財政課の当初予算につきましては以上でござ

います。

続きまして、常任委員会資料をごらんくださ

い。40ページでございます。

議案第25号「県営電気事業みやざき創生基金

条例」でございます。

既に、事業内容につきましては、午前中、部

長からも御説明申し上げました、この県営電気

事業みやざき創生基金、我々、通常、県電基金

と略称して読んでおりますが、この基金を設置

するための条例でございます。

目的、概要につきましては、これまで御説明

いたしました、この記載のとおりでございます。

３の設置期間につきまして、平成28年４月１

日から34年３月31日までと、28年度から33年度

までとなっております。実際のこの基金の活用

をいたします期間は32年度までの５年間でござ

いますが、最後に政策期間として１年間の猶予

を設けさせていただきまして、34年３月31日ま

でとさせていただいておるとこでございます。

続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況について御説明いたします。

別添資料、決算特別委員会の指摘要望事項に

係る対応状況の資料をごらんください。１ペー

ジをごらんください。

財政課分につきましては、この１の①、本県

財政について、引き続き、財政改革を着実に推

進し、効果的・効率的な予算の執行に努め、財

政健全化に取り組むことという御指摘をいただ

いております。

それに対する対応状況でございますが、この

記載のとおり、平成16年度から財政改革の推進

計画を策定いたしまして、収支不足の圧縮、県

債残高の抑制に取り組んでおりまして、午前中

にも御説明申し上げましたが、一定の成果を上

げてきているところでございます。

しかしながら、まだまだ、この予算収支不足
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がございまして、昨年７月に、第四期の財政改

革推進計画を策定いたしまして、引き続きこの

収支不足の圧縮、県債残高の抑制に取り組んで

おりまして、28年度の県債発行額、臨財債を除

き336億円とし、抑制いたしまして、また、県債

残高につきましても206億円を圧縮し、5,000億

を切る4,967億円の見込みと、大きく減少するこ

ととなっております。

しかしながら、先ほど申し上げましたとおり、

収支不足209億円も生じております。それから、

今後、社会保障関係費、防災拠点庁舎の整備、

防災・減災対策、公共施設の老朽化対策、それ

から平成38年に控えております国体開催に伴い

ます施設整備費等に、多額の財政負担が見込ま

れております。引き続き財政改革の取り組みを

推進し、健全性が確保される財政構造への転換

を進めてまいりたいと考えております。

財政課分につきましては以上でございます。

○髙林税務課長 税務課の平成28年度当初予算

につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の85ページをお開きいただ

きたいと思います。

税務課の平成28年度当初予算額は、456億2,769

万1,000円でございます。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

ページをめくっていただきまして、87ページ

をお開きください。

（事項）諸費は、税の過年度収入分に係る還

付が発生した場合などに要する経費でございま

すが、これにつきましては、これまで財政課で

計上されていたものが、平成28年度当初予算よ

り税務課に移管されたもので、15億円を計上し

ております。

次の賦課徴収費は、23億8,850万3,000円でご

ざいます。これは、県税の賦課徴収に必要な経

費でありまして、その主なものといたしまして

は、その下の説明欄、１の徴税活動費の（１）

徴税活動経費といたしまして、２億845万5,000

円を計上しております。これは、県税の徴税活

動に必要な郵送料、印刷費、旅費など事務経費

であります。

次に、２つ下の（３）でございますが、個人

県民税徴収取扱費交付金といたしまして、15

億2,518万1,000円を計上しております。これは、

個人県民税の賦課徴収は、市町村長に法定委任

されておりますことから、その経費を補償する

目的で、市町村へ交付するもので、納税義務者

１人当たり3,000円を乗じた額などを交付するこ

ととなっております。

ページをめくっていただきまして、88ページ

をごらんいただきたいと思います。

２の自主納税の推進費の（２）各種団体との

協力体制推進費といたしまして、２億3,882

万8,000円を計上しておりますが、その主なもの

といたしましては、ウの軽油引取税徴収取扱費

報償金で、２億2,750万7,000円を計上しており

ます。これは、軽油引取税の特別徴収義務者で

あります、元売業者や特約業者の徴収取り扱い

に対して交付するものでございます。

次の３、管理機能の充実費の（４）税務電算

トータルシステム運営費といたしましては、２

億9,169万4,000円を計上しております。これは、

税務電算トータルシステムの維持管理費及び税

制改正などに伴うシステム改修経費等でござい

ます。

次に、（款）諸支出金であります。これは、都

道府県間の清算に伴い支出する清算金と、県内

の市町村に対しまして、県の税収の一定割合を

交付する法定交付金でありまして、404億834
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万6,000円を計上しております。

次に、主な事項につきまして御説明いたしま

す。

まず、（事項）地方消費税清算金でございます

が、本県に納付された地方消費税について、各

都道府県間で清算を行うために支出をするもの

でありまして、175億158万1,000円を計上してお

ります。

次の（事項）利子割交付金以下の６つの各種

交付金は、いずれも市町村に対する法定交付金

で、平成28年度の税収見込み額を基礎として算

出したものでございます。事項別の説明は記載

のとおりでありますので、省略させていただき

ます。

ページをめくっていただきまして、90ページ

をごらんいただきたいと思います。

最後の（事項）利子割精算金につきましては、

本県で徴収した利子割県民税のうち他の都道府

県に帰属すべき額について、関係する都道府県

で精算を行うために要するものであり、100万円

を計上しているとこでございます。

次に、資料が変わりまして委員会資料の38ペ

ージをごらんいただきたいと思います。

債務負担行為の追加でございます。これは、

平成29年度分の自動車税の納税通知書などの印

字、封入・封緘の業務を委託するものでござい

ますが、29年４月の印刷作業前に、台紙やチラ

シの作成、コンビニ納付のためのバーコード読

み取りテストなどを行う必要があり、その期間

としまして１カ月以上を要しますことから、平

成28年度から29年度にかけて実施をお願いする

もので、1,640万円を計上しております。

予算案につきましては以上でございます。

続きまして、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況について御説明いたします。

資料が変わりまして、別冊で配付されており

ます、決算特別委員会の指摘要望事項に係る対

応状況の資料２ページをお開きください。

２の個別的指摘要望事項の（１）総務政策分

科会の①、「県税の収入未済額について、引き続

き、市町村との緊密な連携により徴税対策の一

層の強化を図り、さらなる縮減に取り組むこと」

との要望でございます。

これにつきましては、県税の収入未済額の対

策といたしまして、これまで、徴収引き継ぎや

併任人事交流、特別徴収の適正化の推進などに

積極的に取り組み、一定の成果が得られている

状況でございます。

また、平成26年度に、市町村相互の併任人事

交流制度を導入し、収入の確保及び徴収技術の

向上を図るとともに、平成27年度には税務課に

地方税徴収対策担当を新設し、地方税全体の徴

収率の向上を図っているところでございます。

今後とも、滞納整理の早期着手や的確な実施

に努めるとともに、さらに市町村と連携を図り、

収入未済額の圧縮を図ってまいりたいと考えて

おります。

税務課からの説明は以上でございます。

○平原市町村課長 市町村課の平成28年度当初

予算につきまして御説明をいたします。

歳出予算説明資料の91ページをお願いいたし

ます。

市町村課の平成28年度当初予算額は23億5,462

万4,000円であります。

主なものについて御説明いたします。

めくっていただいて93ページをごらんくださ

い。

中ほどの（事項）地方分権促進費4,463万3,000

円であります。これは、市町村へ権限移譲した

事務の執行に要する経費等でございます。
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次に、94ページをごらんください。

まず、一番上の（事項）自治調整費8,791

万9,000円でありますが、これは、市町村の行財

政運営に関する助言等に要する経費であります。

主なものといたしましては、説明欄の６の住

民基本台帳ネットワークシステム事業費6,986万

円でありまして、住基ネットシステムの全都道

府県共同の負担経費や関連機器の使用料などと

なっております。

次に、下のほうの（事項）市町村公共施設整

備促進費８億16万7,000円であります。これは、

市町村が取り組みます防災・減災対策や行財政

経営健全化などを対象に、無利子貸し付けを行

うものでございます。

次に、95ページをお願いいたします。

一番上の（事項）市町村振興宝くじ事業費５

億4,756万円であります。これは、市町村振興宝

くじとして発売されます、サマージャンボ宝く

じとオータムジャンボ宝くじの収益金等の本県

への配分額の全額を、宮崎県市町村振興協会に

交付するものでございます。

次に、下のほうの（事項）選挙常時啓発費の

改善事業「みんなでいこう選挙啓発事業」につ

きましては、後ほど御説明をいたします。

次に、一番下の（事項）参議院議員選挙臨時

啓発費455万円でございます。これは、ことし７

月に任期満了を迎えます参議院議員通常選挙に

おける街頭啓発などの臨時啓発に要する経費で

ございます。

96ページをお願いいたします。

中ほどの（事項）参議院議員選挙執行費５

億9,321万3,000円であります。これは、参議院

議員通常選挙の投開票事務など、市町村が行う

事務に対する市町村交付金や候補者の選挙運動

に対する公費負担など、参議院議員選挙、この

執行に要する経費でございます。

次に最後の（事項）海区漁業調整委員会委員

選挙執行費1,635万9,000円であります。これは、

ことし８月に任期満了となります海区漁業調整

委員会委員選挙の執行に要する経費でございま

して、海沿いの市町に対する交付金などとなっ

ております。

次に、資料が変わりまして、常任委員会資料

の32ページをお願いいたします。改善事業「み

んなでいこう選挙啓発事業」であります。

まず、１の事業の目的・背景でありますが、

御存じのとおり、最近の選挙の投票率は低下傾

向でございまして、特に20歳代を初めとする若

い世代が低い水準にあります。このような中、

選挙権年齢が18歳以上へと引き下げられまして、

主権者教育や選挙啓発の重要性が高まっており

ます。そこで、新しく有権者となる若い世代を

中心に、選挙啓発を効果的に展開することとい

たしております。

次に、２の事業の概要でありますが、予算額

は410万5,000円をお願いいたしております。ま

た、（４）の事業内容でありますが、まず①の選

挙出前授業は、学校等に職員が赴きまして、政

治や選挙の説明や模擬投票を実施いたします。

高校生だけでなく、希望に応じて、大学生や社

会人を対象とした出前授業も実施したいと考え

ております。

次に、②のザ・ボーターズカフェは、これま

で、「しゃべり場せんきょ」として開催をしてま

いりましたワークショップ研修に加えまして、

若者と政治家等との意見交換会を行い、内容の

充実を図るものでございます。

また、③の選挙アンケートは、実際の選挙に

おける投票行動や政治・選挙に関する意識調査

を行うものでございます。
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このほか、従前から行っております④の若者

の意見発表会・わけもんの主張や、⑤の選挙啓

発ポスター・書道作品コンクールを実施いたし

ます。

３の事業効果でありますが、これらの取り組

みにより、一人一人の有権者が、主権者である

ことを自覚し、投票を行うことにより、積極的

な社会参加が図られるものと考えておりますが、

学校において実施される主権者教育が大変重要

になってまいりますので、今後とも、教育委員

会などと連携・協力して、より効果的な事業実

施に努めてまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○清山委員長 各課長の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。

○来住委員 税務課にお聞きします。

88ページですけれど、軽油引取税の徴収取扱

費報償金、これは幾らですか。約２億3,000万程

度計上されておりまして、先ほどの報告では、

元売業者やその他の目的の中の業者の方々に、

この報償金が出されるということですけれど、

かなり膨大なものになるのかわかりませんけれ

ど、その報償金を出す基準はどうなっているの

かをちょっとお聞きしたいと思いますけれど。

○髙林税務課長 基準といたしましては、軽油

引取税は特別徴収でございまして、それこそ販

売店とか元売業者が、売掛金回収と同時に特別

徴収、軽油引取税も徴収しますんで、その関係

で手数料を2.5％出しております。

その分については、基準といたしましては、

納期内に納めていた税額に対して2.5％交付する

形となっております。

○来住委員 それは、大体どこでも、全国的に

同じような基準で出されているんでしょうか。

○髙林税務課長 基準といたしましては、以前

の通知等がございまして、ほぼ同じような形で

出していると思っております。

○来住委員 もう一つ、西臼杵庁舎の運営に関

する経費というのが出されています。西臼杵庁

舎だけが、ここに出てくるもんですから、なぜ

そうなっているのかを教えてください。

○平原市町村課長 西臼杵支庁につきましては、

総合事務所ということで、個別の事務所じゃな

いものですから、従前から、市町村課の出先機

関という位置づけになっておりまして、そのう

ち支庁運営のための事務費ですとか、地域振興

費ということで、管内３町との意見交換会など

を実施いたしておりまして、個別の各課の予算

は、それぞれ各部で予算計上しておりますので、

我がほうで予算措置しているものは、今回で86

万4,000円ということになっております。

○来住委員 はい、わかりました。

○清山委員長 よろしいでしょうか。ほかござ

いますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上で第２班の審査

を終了します。

次に、第３班として、総務事務センター、危

機管理課、消防保安課の審査を行いますので、

順次、議案の説明をお願いいたします。

○中原総務事務センター課長 総務事務センタ

ーの当初予算について御説明をいたします。

歳出予算説明資料にお戻りください。97ペー

ジをお願いいたします。

当課の当初予算は９億7,469万6,000円でござ

います。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。１枚おめくりいただきまして、99ページを

お開きください。
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まず、中ほどの（事項）総務事務センター運

営費、予算額8,257万1,000円でございます。こ

れにつきましては、本庁及び各地区の総務事務

センターの運営費や給与計算事務に係ります経

費、また、職員の給与等の届出処理をオンライ

ンシステムで行うための経費でございます。

次に、一番下の（事項）健康管理費、予算

額7,059万1,000円でございます。これは、職員

の健康管理事業費等に関する経費でございます。

おめくりいただきまして、100ページをお開き

ください。

一番上の説明欄２の、職員のからだの健康に

関する事業は、全職員を対象としました定期健

康診断等を行うための経費であります。また、

その下の３の、職員のこころの健康づくり総合

支援事業は、職員のメンタルヘルス対策に係る

経費でございます。

次の（事項）職員厚生費、予算額1,441万円で

ございます。これは職員の健康保持増進や保健

体育施設等に要する経費でございます。

次の（事項）物品管理及び調達事務費、予算

額899万4,000円でございます。これは、物品の

適正な管理と効率的な調達を行うための経費で

ございます。

次の（事項）車両管理事務費、予算額1,246

万1,000円でございます。これは、県有車両の維

持管理や、車両保険への加入などに要する経費

でございます。

次の（事項）恩給及び退職年金費、予算額1,147

万8,000円でございます。これは、元知事部局職

員12名分に係ります恩給等の経費であります。

また、次に、その下の101ページになりますが、

（款）警察費の（事項）恩給及び退職年金費、

予算額7,697万8,000円でございます。これにつ

きましては、元警察職員82名分に係ります恩給

等の経費でございます。

総務事務センターの説明は以上でございます。

よろしくお願いいたします。

○郡司危機管理局長 危機管理課に関する当初

予算につきまして御説明いたします。

まず、歳出予算説明資料の103ページをお開き

ください。危機管理課の平成28年度当初予算額

は６億8,930万3,000円でございます。

それでは、当初予算の主な事業につきまして

御説明をいたします。

105ページをお開きください。

まず、一番下の（事項）防災対策費２億3,057

万1,000円でございます。主なものといたしまし

ては、106ページをお開きいただきたいと思いま

す。

説明欄の11、減災力強化推進事業であります。

これは、南海トラフ巨大地震から県民の生命を

守るために、沿岸市町が整備する津波避難タワ

ー等に対する支援、また、避難場所や避難路の

整備、避難訓練に対する支援を実施いたしまし

て、県民の安全確保を推進するものでございま

す。

次に、12の改善事業「災害対策本部運用体制

等強化事業」でございます。これは、大規模災

害時における災害対策本部の情報収集・発信能

力を強化するために、防災行政無線を活用した

携帯型端末の整備などを行いまして、迅速かつ

的確な情報収集・発信体制を構築するものでご

ざいます。

次に、13の改善事業「自助・共助による減災

力強化総合啓発事業」でございます。それと、15

の新規事業「南海トラフ地震応急対策強化事業」

につきましては、後ほど委員会資料で御説明を

いたします。

14の改善事業「みんなの力で地域を守る！地
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域防災力向上推進事業」でございます。これは、

地域防災力の向上を推進するため、防災士のさ

らなる養成や能力向上、活動支援に取り組むと

ともに、資機材の整備等に対する支援を行うこ

とによりまして、自主防災組織の活動強化を図

るものでございます。

次に、１つ飛びまして、（事項）火山対策費の

新規事業「霧島山警戒避難体制整備事業」につ

きましても、後ほど委員会資料で御説明をいた

します。

107ページをごらんいただきたいと思います。

一番下の（事項）災害救助事業費9,133万8,000

円でございます。１の災害救助法に伴う救助費

でございますが、これは、災害救助法が適用さ

れた場合に、食料等の給付、あるいは避難場所

等の設置など、被災者の救助に要する経費でご

ざいます。

それでは次に、委員会資料で御説明させてい

ただきます。

資料の33ページをごらんいただきたいと思い

ます。

まず、改善事業「自助・共助による減災力強

化総合啓発事業」でございます。

１の事業の目的・背景でございますが、いつ

発生するかわからない災害に対する県民の備え

を促進するため、これまでの取り組みをより充

実させるとともに、さらなる普及・啓発の強化

による減災力の向上を図るものでございます。

次に、２の事業の概要でございますが、（４）

の事業の内容をごらんいただきたいと思います。

この事業は、大規模災害に備えて減災効果の高

い、耐震化─これは家具の固定を含みますが、

耐震化、早期避難、備蓄の３つの減災行動を中

心に、年間を通じて継続的に情報発信を行うと

ともに、観光関係者なども対象とした、きめ細

かな防災研修会等を実施するものでございます。

具体的には、①のア、防災啓発情報発信の強

化で、各種媒体を効果的に組み合わせた３つの

減災行動の情報発信。イの防災啓発イベントの

実施で、全国防災週間における備蓄等の備え推

進キャンペーン、あるいは県民一斉防災行動訓

練─通称シェイクアウト訓練と呼んでおりま

すが─などを実施したいと思っております。

また、②の防災減災普及啓発事業として、例

えば大規模災害発生時に県外観光客を速やかに

安全に避難させることができるよう、関係部局

・関係団体と連携した防災研修会の実施や、啓

発資料・啓発パンフレット等の作成に取り組ん

でまいりたいと考えております。

次に、34ページをお開きいただきたいと思い

ます。

新規事業「南海トラフ地震応急対策強化事業」

でございます。

１の事業の目的・背景でございますが、これ

は、先般御報告いたしました、南海トラフ地震

における具体的な応急対策活動に関する計画、

いわゆる国の具体計画でございますが、これに

基づきます県の実施計画を実行性のあるものに

するため、県が指定してまいりました各拠点の

機能充実を図るものでございます。

また、これらの拠点の運営に従事する人材の

育成等を図ってまいりたいと考えているところ

でございます。

２の事業の概要でございますが、（４）の事業

内容をごらんいただきたいと思います。

まず①拠点機能充実事業では、部隊の宿営、

あるいは物資の保管場所としてのエアテント、

あるいは停電等に備えまして、灯光機等の配備

を行うこととしております。

なお、これの資機材につきましては、防災訓
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練はもとより、万が一、口蹄疫、あるいは鳥イ

ンフルエンザ等が発生した場合等につきまして

も、活用してまいりたいと考えているところで

ございます。

次に、②人材育成等事業では、各拠点の従事

者に対する研修会の実施によりまして、拠点の

円滑な運営を行うための人材育成を図ってまい

りたいと考えているところでございます。

３の事業の効果でございますが、各拠点の機

能充実等によりまして、南海トラフ巨大地震の

地震・津波による人命救助、あるいは避難者に

対する支援が、より迅速かつ確実に実施できる

ものと考えているところでございます。

次に、36ページをお開きいただきたいと思い

ます。

新規事業「霧島山警戒避難体制整備事業」に

ついてでございます。

１の事業の目的・背景でございますが、平成27

年12月に改正活動火山対策特別措置法が施行さ

れたことを受けまして、鹿児島県や周辺市町と

共同で火山防災協議会を設置いたしまして、引

き続き関係機関との連携を強化するとともに、

噴火警戒レベルの設定や市町における避難計画

の策定を促進するなど、避難警戒体制の整備を

推進し、霧島山に係る火山防災対策の強化を図

るものでございます。

２の概要でございますが、まず、（３）の事業

期間でございますけれども、28年度予定してお

りますけれども、後ほど説明いたします（４）

の事業内容のうち、①霧島山火山防災協議会の

運営につきましては、終期設定はしておりませ

ん。

（４）の事業内容でございますが、①の霧島

山火山防災協議会の運営等では、鹿児島県や周

辺市町と共同で、霧島山火山防災協議会を設置

いたしまして、噴火警戒レベルの設定に向けた

検討・協議、各市町における避難計画策定に向

けた検討・協議等の取り組みを行うものでござ

います。

また、②の地域防災計画火山災害対策編の修

正素案の作成では、火山防災協議会での検討の

ベースとなります、素案の作成を専門的知見を

有する団体に委託し、火山防災協議会での迅速

な協議の進捗を図るものでございます。

３の事業の効果でございますが、霧島山火山

防災協議会を設置するなど、関係機関が一体と

なった警戒避難体制の整備を推進することによ

りまして、霧島山に係る火山防災対策の強化が

図られるものと考えているところでございます。

危機管理課は以上でございます。

○都原消防保安課長 それでは、消防保安課に

関する当初予算につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の109ページをお開きくださ

い。

消防保安課の平成28年度当初予算額は５

億6,205万7,000円であります。

それでは、当初予算の主な事業につきまして

御説明をいたします。

111ページをお開きください。

まず、一番上の（事項）防災行政無線管理費

２億3,834万円であります。これは、防災行政無

線等の無線設備の維持管理、保守委託、設備更

新等に要する経費であります。

説明欄２の無線設備の保守委託であります。

これは、総合情報ネットワークを適正かつ円滑

に管理運営するため、防災行政無線設備や防災

及び水防情報処理システムなどの保守委託に要

する経費であります。

次に、３の総合情報ネットワーク設備更新事

業であります。これは、総合情報ネットワーク
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を適正かつ円滑に管理運営するため、中継局の

局舎新設工事などの設備の更新に要する経費で

あります。

次の（事項）航空消防防災推進事業費１億7,667

万3,000円であります。これは、防災救急ヘリコ

プター「あおぞら」の管理・運航に要する経費

であります。

次に、下の（事項）消防防災施設設備整備促

進事業費3,495万円であります。１の改善事業「消

防体制強化支援事業」につきましては、後ほど

委員会資料で御説明をいたします。

次の下の（事項）消防指導費1,877万3,000円

であります。ページをめくって112ページをお願

いいたします。

説明欄２の救急振興財団に対する出損等は、

救急救命士を養成する目的で、平成３年に都道

府県が共同出資して設立いたしました、救急振

興財団への負担金であります。

３のふるさと消防団活性化支援事業につきま

しては、地域防災力のかなめであります消防団

の活性化及び消防団員の士気高揚を図るために、

消防団員等の表彰や消防大会等のイベントの開

催、県消防協会等消防関係団体との連携等に要

する経費であります。

４の消防団員養成・加入促進事業につきまし

ては、消防団員の研修や意見交換を行って、若

手のリーダー及び女性消防団員を育成するとと

もに、次世代に対する取り組みといたしまして、

学校等における出前講座や少年消防クラブの活

動支援、また、消防団広報紙や加入促進チラシ

の作成、テレビＣＭの放映等によりまして、消

防団活動を広くＰＲすることで、消防団活動の

活性化及び加入促進に要する経費であります。

次の（事項）予防指導費1,853万1,000円であ

ります。これは、消防設備士に対する再講習や

危険物取扱者に対する免状交付、及び講習等に

要する経費であります。

次の（事項）消防学校費6,832万2,000円であ

ります。これは、消防職員、消防団員等を対象

に、消防学校で教育訓練を実施するために要す

る経費であります。

説明欄４の消防学校施設整備事業費につきま

しては、消防学校の消防資機材を整備し、現場

に即応でき、かつ災害等に対応できる教育訓練

を展開するために、老朽化した資機材の更新等

を行うものであります。

次の（事項）火薬類取締費67万9,000円、ま

た、113ページの（事項）高圧ガス保安対策費509

万4,000円、次の（事項）電気保安対策費69

万5,000円については、それぞれ取り締まり及び

保安指導に要する費用でございます。

それでは次に、委員会資料で御説明いたしま

す。

資料の37ページをお開きください。

改善事業「消防体制強化支援事業」でありま

す。火災及び風水害、地震等の災害から県民を

守るために、消防団の活動に必要な装備、資機

材、施設等の整備を支援するとともに、広域応

援体制の構築による災害対応力の強化を図るた

め、各消防本部の部隊で構成される緊急消防援

助隊の資機材の整備、及び訓練に対する支援を

行いまして、本県の消防体制の強化を図るもの

であります。

２の事業の概要でございますが、まず、予算

額は3,495万円で、財源は、特定財源が宮崎県大

規模災害対策基金で2,050万円、一般財源が1,445

万円となっております。事業期間につきまして

は、平成28年度から30年度までの３年間であり

ます。（４）の事業内容でありますが、まず、①

の市町村補助事業のア、消防団装備充実強化事
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業は、消防団の装備の基準に定められておりま

す救命胴衣等の装備、資機材等に対する補助と

なっております。

イ、大規模災害に対応する消防力強化事業に

つきましては、市町村等の消防防災活動に必要

な災害防ぎょ用資機材、災害活動用資機材等の

ほか、緊急消防援助隊が必要とする消防本部の

救助用資機材、テロ対策用資機材等に対する補

助であります。

また、ウの女性消防団活動資機材整備事業は、

女性消防団員の活動に必要な小型、軽量な消防

ポンプ等の訓練用資機材、プロジェクター等の

研修用視聴覚資機材等に対する補助となってお

ります。

最後のエのところですが、エの消防団活動環

境整備事業は、新しく拡充したメニューでござ

いまして、災害対応拠点となる消防団施設の安

全対策や環境改善を目的とした改築・改修等に

ついて、補助するものであります。

なお、補助率につきましては、記載のとおり、

女性消防団活動資機材のみ２分の１または３分

の１で、残りの事業は全て３分の１または４分

の１となっております。

続きまして、②の県の事業ですが、緊急消防

援助隊の訓練に要する仮設施設の設置や、県外

で行われる合同訓練に参加するものであります。

最後に、３の事業の効果でございますが、市

町村における消防体制が一層強化されることに

よりまして、災害に強い安心で安全な地域社会

の構築が可能となるものと考えております。

消防保安課の説明は以上でございます。どう

ぞよろしくお願いします。

○清山委員長 各課長の説明が終了しました。

議案について質疑はありませんか。

○丸山委員 説明資料の36ページ。霧島の体制

整備事業なんですけれども、この前の３月７日

に、これではなくて法に基づかずに、その前の

連絡会議みたいなものが開かれた。これは正式

に開かれてくるようになると思うんですが、こ

れをどういう形で動いて、年に何回とか、そう

いうのが決まっているのか、もしくは、事象が

起きるたびに、頻繁にどんどんやっていくとい

うスタイルのものなのか、それを含めてちょっ

とお伺いしたいのと、どういう方々がメンバー

になるのかも含めて、お伺いしたいと思ってお

ります。

○郡司危機管理局長 まず、法律に基づきます

火山防災協議会でございますけれども、これに

つきましては、現在、鹿児島県さんと、いわゆ

る規約等、あるいは構成委員等について調整さ

せていただいているところでございまして、４

月、できるだけ年度明け早くには、開催に持っ

ていきたいと思っているところでございます。

それと、開催の頻度でございますけれども、

これはやはり火山の状況に応じて開催回数は変

わってくるものと思っております。ただ、基本

的には噴火警戒レベルの設定が終わりますと、

基本的な防災対策の協議は整いますので、基本

的な対策については、頻繁に集まる必要はない

と思うんですが、やはり火山の特性に応じた微

調整等が出てまいります。

ただ、開催に当たりましては、委員構成にも

よるんですけれども、委員会ではなくて、もっ

と下のレベルの幹事会でありますとか、あるい

は専門部会、こういったものを設置することで、

今、調整をさせていただいておりますので、そ

ういったレベルの開催というのは、かなりの回

数になってくるんじゃないかないかと考えてお

ります。

それと、委員の構成につきましては、いわゆ
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る県といたしましては、宮崎県知事、それと鹿

児島県知事ということで、法律上指定されてお

りますし、国の関係機関も、九州内の出先機関

の長、自衛隊、消防等の防災機関、火山専門家、

こういったものが法律で定められているもので

ございます。

○丸山委員 火山に関すること、あまり知事と

かそういう役職だけで選ぶよりも、実務である

幹事会を、できるだけ頻繁に実態に見合った形

で開いていただいて。あと、やはり情報の伝達

を含めて。プラス霧島山は、安全・安心という

のは最重要課題と思っているんですが、観光資

源としても非常に大きなものですから、そういっ

た面の視点も踏まえていただくような形になる

のか、そこも少し教えていただくとありがたい

かなと思っております。

○郡司危機管理局長 実際の実務的なレベルで

は、やはり幹事会というのを置いて、例えば私

でありますとか、鹿児島県の防災課長でありま

すとか、そういったレベルでの会議を頻繁に開

催することになると思っております。

それと、観光面ということであれば、今、鹿

児島県さんとも調整中なんですけれども、やは

り観光関係の団体をメンバーとして加える方向

で、今、調整をさせていただいているとこでご

ざいます。

○丸山委員 避難、警戒態勢の後は、最終的に

もし何かあったときには、地域住民に連絡体制

を含めるとか観光を含めて、観光客を含めて考

えていただいたほうが好ましいと思っています

ので、その辺はしっかりと実務に合うような形

でやっていただきたいと思っております。

○満行委員 消防学校についてお尋ねしたいん

ですけれど。もう20年ぐらい地区年数がたって、

大変いろいろと傷みぐあいも激しいんではない

かなと思うんですが。御努力をいただいて今日

までありますが、ことし、3,100万、設備事業費

というのがありますけれども、どういう中身な

のか教えていただきたいと思います。

○都原消防保安課長 消防学校の装備等につき

ましては、５年計画で計画的にやっております

ので、中身は毎年変わってまいります。したがっ

て、この金額が、去年とはまた違うというふう

になっております。

具体的な中身につきましては、今度、購入予

定の資機材としては、チタン製の３連はしごと

か、高いものでいきますと油圧救助器具がござ

いまして。これ、ちょっと言葉で言うと余りわ

からないんですが、レスキューツール、カッタ

ーとか、あと油圧を使って現場で、ぐっと引き

上げたりするようなもの、そういうのが675万円

とか、かなり高いものもございます。そのほか、

空気救助マット、訓練用人形、そういったもの

を計画的に購入しております。

○星原委員 説明資料の37ページ、今、消防体

制の強化支援事業ということで、事業内容、そ

れぞれあるんですが。これまでにも、整備され

ていない部分が、こういう予算を組んでいかな

いと、毎年、まだおくれているところがあると

捉えていいんですか。

○都原消防保安課長 各消防団とも、財政と検

討しながら、徐々に装備はそろえております。

今回の場合は、平成25年に消防団を中核とし

た地域防災力の充実強化に関する法律というの

ができました。この法律の制定を受けて、翌平

成26年２月に、国が消防団の装備の基準を改正

しております。

この中で、いろいろ改正のポイントがござい

ますが、東日本大震災で多くの消防団員が犠牲

となったことを踏まえまして、団員の安全確保、
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このための装備、具体的にいいますと、救助用

の半長靴─釘を踏み抜いたりしないように、

鉄板が入ったような靴があるんですけれども、

それとか救命胴衣、防塵メガネ、防塵マスク、

手が切れないようにする手袋、そういった全部

の団員が持たなきゃいけないものというものが

ございます。

これを調べていきました結果、各自治体とも

頑張ってくださってはいるんですけれども、全

体的に、まだ整備率が30％弱ということで、で

きる限り県も支援しながら、団員個々の安全確

保が一番大きな理由でございます。

○星原委員 もう一点、この資料の111ページの

消防指導費の中に、この４番に、消防団員の養

成・加入促進事業ということで、女性の消防団

とか言われたんですが、今、県内で女性消防団

員は、何名ぐらいいらっしゃるんですか。

○都原消防保安課長 平成27年４月１日現在

で321名おります。

○星原委員 これからまだ加入促進ということ

になると、どれぐらいまで女性消防団員を目標

にされているのか。

あるいは、もう今の消防団、男性も含めて、

県内、不足しているという話も聞いているんで

すが、基準からいけば、どれぐらい不足してい

るんですか。

○都原消防保安課長 まず、女性消防団員の人

数の目標は、特に具体的に決めているものでは

ございません。

ただ、参考まで申し上げますと、昨年度から

２月に、女性消防団員活性化大会を行っており

ます。昨年は宮崎市で、ことしは都城市で行い

ましたが、非常に女性消防団員の必要性とか重

要性、それと、皆さんの意気込みが大きいもの

ですから、これから徐々にではありますが、ふ

えていくものと期待しております。

もう一つ、消防団員の数なんですけれども、

平成27年４月１日現在で１万4,829人、約１

万5,000人弱ということです。前年度が１万5,008

名でしたので、減りぐあいは、徐々に減ってい

るんですけれども、全体の各自治体が持ってい

る条例定数に対する充足率でいきますと、80か

ら90％ぐらいいっています。

ただ、今後、退団者が高齢化とともにふえて

まいりますのと、あと、若い人たちの確保が非

常に難しゅうございますので、今後とも確保に

向けて、各消防団、自治体と協力しながら推進

していきたいと思っております。

○星原委員 団員が少なくなるのも、人口減少

の関係もあるでしょうし、特に田舎のほうに行

くと、過疎化が進んでいるところは、もう若い

人たちがいなくて、結局、ＯＢ団員とかいろん

な人たちから応援をもらわないとこれから厳し

いのかなと思っていますので、そういうところ

あたりに対するいろんな何らかの支援とか、あ

るいは訓練なんかも、過去経験がある人たちだっ

たらいいんでしょうけれど。機器なんかの扱い

とかいろんなものがこれから出てくると思うの

で。やはり過疎地域の団員確保が、非常に─

都市部はいろんな消防署があったりするんです

が、そうじゃなくて、若い人たちがいても、夜

に帰ってくるんです。昼間だと職場に行ってい

て、いないときに何かが起きたときに、じゃあ、

どうするのかとか。

となると、やはりＯＢ団員あたりの人たちの

その対策というか、そういう人たちを、日ごろ

から支援をもらえるような体制組織というのか、

そういったものも、やはりここで考えてもらえ

るとありがたいなと思うんですが、その辺の考

え方とか取り組みはなされているんですか。
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○都原消防保安課長 まさに今、御指摘のよう

に、若い人たちは仕事があって昼間にいない。

１つ実例を申し上げますと、例えば西米良村

の消防団、こちらでは、今、委員のおっしゃっ

たように、昼間に万が一、何か対処事案が起き

た場合には、ＯＢである退団された方が一時的

に先着して、その間に体制をつくって団が行く

というような仕組みをつくっております。

また、最近は、やはりこの１カ月は非常に火

災がふえましたけれども、西米良村内では、ほ

とんど火災がございませんでした。あちらで火

災がありますと山火事になりますので、山火事

の消火活動というのは、やはり専門的知識と経

験がないとできないと聞いております。

したがいまして、訓練のときから、ＯＢの先

輩団員が、具体的な器具の使い方なり、消火の

方策、そういったものを指導しているのと、実

際に火災があった場合も、やはり現場に行って、

指揮をとってくれるというような仕組みになっ

ていると伺っています。

○星原委員 ありがとうございます。

○清山委員長 それでは、以上で第３班の審査

を終了します。

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

○吉村行政経営課長 行政経営課です。平成28

年度組織改正案について御説明いたします。

常任委員会資料の43ページをお願いいたしま

す。

まず、基本的な考え方でございますが、今回

の組織改正は、組織の簡素効率化に配慮しつつ、

みやざき行財政改革プランに位置づけました、

行政需要の変化に対応した組織体制の整備など

の観点を踏まえて行うものであります。

次に、２の主な組織改正の内容といたしまし

ては、四角で囲んであります枠内に記載してお

ります（１）から（４）までの４点でございま

すが、個別に説明いたしたいと思いますので、

開いていただきまして、44ページからお願いし

たいと思います。

まず、（１）でございますけれども、総務事務

と会計事務の一層の効果的・効率的な集中処理

のため、総務部と会計管理局の関係組織を再編

するものであります。

見開きで左側が現行、右側が改正後のページ

となっております。

まず、現在の左側、44ページ。宮崎県税・総

務事務所で所管しております宮崎地区の出先機

関の総務事務を本庁のセンターに集約しますと

ともに、本庁分を含む物品関係業務を、右側45

ページの下のほうにありますとおり、会計管理

局に新設します物品管理調達課に移管いたしま

す。

ページをめくっていただきまして、46ページ

をお願いします。

（２）でございますが、平成28年度からの社

会福祉法人制度改革、平成30年度からの国民健

康保険制度改革に的確に対応していくため、関

係課を再編するものであります。

具体的には、左側、46ページにあります、現

在の国保・援護課の生活保護と援護恩給業務を

右側にありますとおり、福祉保健課に移管しま

して、国民健康保険課に名称変更しますととも

に、福祉保健課には、法人指導・援護室を設置

いたします。

次に、めくっていただきまして、48ページを

お願いいたします。

（３）は、農政部門の業務再編であります。

ＴＰＰ協定を受けました新たな農業施策への迅

速な対応等、急務となっておりますことから、
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左側にありますように、現在の農政企画課、地

域農業推進課、営農支援課の３課３室を、右側

にありますように、農政企画課、農業連携推進

課、農業経営支援課の３課３室に再編いたしま

す。

新たな体制のもとでは、農政企画課が筆頭課

といたしまして、新たな農業施策の総合調整を

行い、農業連携推進課が、他分野との事業連携

等によります農業の付加価値向上を目指して、

農業経営支援課が、担い手への経営支援を一元

的・一体的に実施して、基盤強化を図っていく

ということにしております。

最後に、資料の50ページでございます。

（４）の県土美化推進担当の新設でございま

すが、県の総合計画等にも掲げられております、

県土美化推進に係る新たな条例の制定や、具体

的な推進施策を検討するための担当を、都市計

画課に設置するものです。

このページは、上下で現行と改正を記載して

おります。

お手数ですが、43ページにお戻りください。

下のほうの表がございますけれども、今回の

改正に伴う知事部局の組織数は、ただいま御説

明しましたような業務再編の結果、物品管理調

達課の新設のため、課の数が１増となっており

ます。

なお、その下の課内室につきましては、先ほ

ど御説明いたしましたように、福祉保健部に法

人指導・援護室を新設しますけれども、商工観

光労働部の地域雇用対策室の労働政策課への統

合や農政水産部での再編によりまして、増減は

なしとなっております。

○平原市町村課長 引き続き、委員会資料の51

ページをごらんください。

議案第31号「宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する条例」について

御報告をいたします。

この条例につきましては、関係する常任委員

会に分割付託をされておりますので、ここでは、

全体の概要について御報告をさせていただきま

す。

まず、１の改正の理由でございますが、（２）

にありますとおり、今回の改正は、いずれも法

令の改正に伴いまして、関係規程の改正等を行

うものでございます。

次に、２の改正の概要でありますが、今回は、

表の３番目の欄にございます農地法の改正によ

りまして、農地等の転用に係る事務の対象面積

を拡大するものなど、記載の４つの法令に関す

る事務について、所要の改正をお願いいたして

おります。

施行期日は、それぞれ一番右の欄に記載のと

おりでございます。

次に、52ページをごらんください。

参考といたしまして、平成17年度からの移譲

事務数の推移と市町村別の移譲事務数を記載い

たしております。

今回の改正では、移譲する権限の範囲を拡大

する事務が１事務と、法令の改正に伴いまして

廃止となるものが６事務ございまして、宮崎市

で５事務、都城市で１事務減っております。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○清山委員長 説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○丸山委員 今回の改正については、特段、言

うことはないと思っているんですが、今後のこ

ととして、今回の人事案件を含めてで関係して

なんですが、今回、新教育長制度ができて１人

の教育長になるということであって、これはも
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う教育委員会のことだけで考えなくていいと県

執行部が思うのかどうかなんですけれども、も

う少しやはり教育委員会の体制づくりというの

は、何らかの例えば部長制度を置くとか、局長

を─もう少ししっかり体制をつくる必要があ

るんじゃないのかなという個人的考えであるん

です。

そういうときに、組織をしっかり見る行政経

営課から考えたときに、今回、本当に新しく大

きく変わってしまうものですから、何らかの教

育委員会の体制づくりがもう少しあったほうが

いいんじゃないかという議論をしたことは、こ

とし１年を含めてなかったのか。また、今後、

今の体制で本当にいいと思っていらっしゃるの

か、少しお伺いしたいと思っております。

○吉村行政経営課長 今回の新教育長制度の概

要等につきましては、情報をいただいた上で、

こちら側としては勉強させていただいておりま

して、具体的にどうあるべきかということの具

体的な中身まで、教育体制のあり方というのは、

個別の体制としまして、検討協議いたしたこと

は実際ございません。

ただ、総合政策部の文化文教課で所管してい

ます教育会議というんですか、連携して知事部

局で私学等とかを持っていますし、向こうのほ

うで公立関係を持っていますので、そういった

教育行政のあり方等については、知事部局と連

携して検討されているのかなと思います。

また、組織の体制につきましては、基本的に

は教育委員会のほうで決定されるべきことだと

思いますけれども、そういう具体的な連携のあ

り方等につきまして、知事部局等との組織のあ

り方等が検討すべきといいましょうか、連絡を

含め、調整すべきものがありましたら、その辺

は積極的に協議してまいりたいと考えておりま

す。

○丸山委員 ぜひその辺は、教育は、私立と公

立があって、公立でまず市町村まで入れると物

すごく、約１万人近い職員の方がいらっしゃる

中に、１人だけの教育長は非常に大変じゃない

のかなという思いがあるものですから。教育委

員会のほうから、いろんな協議があったときに

は、適切なアドバイスをお願いしたいと思って

おります。

○清山委員長 ほかございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上でその他報告事

項について終了します。

各課ごとの説明及び質疑が全て終了しました

ので、これから総括質疑を行います。総務部全

般について質疑はございませんか。

○丸山委員 昨年もだったと思うんですけれど、

ことしもなんですけれども、国の補正予算と当

初予算が、特に補正予算、ばたばただったよう

な気がしておりまして。ことしの補正でも、地

方創生の交付金なんかでつけかえられたりして、

何か本当に当初予算で審議したやつではないや

つが、いきなり切りかえられて、別な予算でつ

けましたといって、減額にぽんとなったりして

いる事案も、結構見たもんですから。ことし、

今回もひょっとしたらそういう、途中で補正が

組まれたりとかいろいろあって、何か当初予算

とはちょっと違うような中身になってしまって

いるケースもあるんじゃないのかなと思ってい

るもんですから。その辺の情報の共有といいま

すか、ここをこういうふうに指示して変えまし

たとか、そういうのは、しっかり議会のほうに

も、途中途中で説明をしていただかないと、急

に全くゼロとかになると「おっ」と思ってしま

うので、その辺の考え方を少し教えていただく
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とありがたいなと思っております。

○阪本財政課長 確かに、昨年度のこの時期、26

年度の補正と27年度の当初が、地方創生の交付

金の関係もございまして、ばたばたと年明けに

やりまして、結果的には、全てを予算計上する

こと、つけかえることはなかなか難しくて、一

部、26年度の補正と27年度が重複しているもの

もございました。それは事実でございます。

なるべくそこは有効に活用できるように、今

年度もあと１カ月しかございませんが、執行に

努めているところでございます。

ただ、今回、提案させていいただいている事

業につきましても、昨年ほどではないんですが、

まだまだ国から情報が来ていない部分がござい

ます。

まず一つは、補正で計上させていただいてお

ります地方創生の交付金、これも実際、今、国

に要望しているところでございまして、恐らく

あと一、二週間後に、具体的な交付決定の連絡

が来ることとなっております。

したがいまして、その全てを採択していただ

ければ、予算どおり執行できるんですけれども、

ものによりましては、交付決定がならないもの

がございましたら、今のところ、この全てであ

りませんけれども、国からの交付決定の範囲内

で執行せざるを得ないと。ですから、ものによっ

ては、どこかのタイミングで減額をせざるを得

ないものもあろうかと思っております。

それともう一つ、この当初予算に計上させて

いただいております、同じく新型交付金のほう

の当初分でございますが、これにつきまして、

まだ国から具体的なスキームの連絡が全く来て

おりません。ですから、これは今年度に一応、

準拠した形で検討をし、計上させていただいて

おりますけれども、まず一つは、その全てが、

なるだけこれは、ある程度絞って、当初につい

ては計上させていただいておりますので、今の

ところ、当初の計上分は採択いただけるんじゃ

ないかなと考えております。

むしろ、これから国が1,000億に対して、当初

計上というのが、そこまで出しておりませんの

で、今後、また、国からのスキーム等の提示が

ありましたら、補正で対応させていただきたい

と考えております。

○丸山委員 歳出予算説明資料の21ページに、

地方創生の加速化ということで、地方創生事業

というのがあって。これ、ほとんど半分が県電

基金からつけた事業なものですから、やはりこ

れ、県がやりたいということでしているのであ

れば、最低でも半分ぐらいは、トップランナー

になるという思いであれば、しっかりやってい

くんだというあかしがないと、現場で動く市町

村、また民間も含めて、何かだまされたんじゃ

ないけれども、国がつかなかったからやりませ

んというのでは、いけないんじゃないかなと思っ

ているんですが。

やはり確かに財政が苦しいかもしれないけれ

ども、坂口委員も言ったとおり、本当にやる気

があるんだったら、予算はちゃんとつけていこ

うという気構えがないと、進んでいかない、トッ

プランナーになれない。

順位でいうと、40位ぐらいの宮崎県なのに、

トップランナーには絶対なれないよという思い

があるもんですから、最低でも21ページ辺りに

ついてはしっかりやっていくんだよというのが、

言えるものなのかどうかも含めてお伺いしたい

と思っております。

○阪本財政課長 まず一つ数字から申し上げま

すと、21ページの地方創生推進事業４億9,900万、

約５億円、この事業を計上させていただいてお
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ります。この２分の１が、創生推進交付金でご

ざいまして、約２億5,000万を、国庫等を期待し

ているところであります。

数字を申し上げますと、国全体で約1,000億を

計上しておりますので、本県分が１％とします

と10億。もちろん、市町村もございますので、

県分が例えば６億、７億としたときに、まだ、

今のところ２億5,000万しか計上しておりません

ので、先ほど申し上げましたとおり、スキーム

がわかり次第、追加で補正をお願いしたいと考

えています。

ですので、ここに計上させていただいており

ますものは、何とかこれまでの今年度の予算、

それから26年度の補正からいっても、恐らく採

択になるだろうというものに、ある程度絞りま

して、特に重要なものについて予算要求をさせ

ていただいております。

今後になりますけれども、何としても国との

協議の中で、この事業が採択になるように、関

係各部、一生懸命努力してまいりたいと考えて

おります。

○丸山委員 ぜひ知事を先頭に、また、県選出

国会議員を含め連携しながら、予算獲得をよろ

しくお願いしたいと思います。

○坂口委員 くどくなるけれど、やはり先ほど

の財政健全化、これはもう議会の総務政策常任

委員会の意見として申し上げたことなんですけ

れど、方向的にも絶対、これは外しちゃならん

ことだけれど、やはりずっと我慢しようってい

う時代には、ここまでいったらいいことあるよっ

ていう到達点を、目標を数値として示すべきだ

と思うんですよね。

それを金額で示すのか、あるいはいろんな経

済の状況判断のために、いろんな指標がありま

すよね、それで示すのかは別として、こういっ

たことを何年間か続けていったら、今度はやは

り思い切った予算措置ができますよっていうよ

うなものを示さないと、健全化、健全化といっ

て、場合によっては、借金ゼロに持っていくと

ころまでいくのかなって。

それはいいことだけれど、そんなことをした

ら県民生活はもたないし、地方創生というか地

域間競争には、これはもう確実に赤旗白旗が見

えてきますよね。だから、そこのところはやは

り、ぜひここを目指そうっていうものを示して

ほしいということと。

もう第４次になるわけですが、それがまだま

だ厳しい、いつになるかわからないっていうよ

うなことだったら、もともと今のこういった本

県の社会資本整備状況の中で、国体に果たして

手を挙げてよかったのかなっていうようなとこ

ろまで、また新たな荷物を背負い込むんだとい

うようなことになるぐらいの負荷だったら、こ

れはやはり示すべきだと思うんですね。県民に

痛みを伴う計画を推進して、もうやっと終わっ

たと思ったら、次の３次だ４次だって入ってい

くわけです。これはお願いにとどめておきます。

今、丸山委員が言ったように、みやざき創生

基金に係ることですけれど、これ、いみじくも

なんですけれど、５年間で30億円で、そのメー

ンが畜産再生といったら、いわゆる口蹄疫復興

ファンドですよね。これ、５年で30億円だった

わけですよ。

それの財源にかわるようなものとして、どう

しても県が欲しいから、今、こういった３年先、

５年先の分まで約束をして、企業局から入れる

んだと思うんですけれど、やはりこの際、僕は

もう、ファンドを続けなきゃいけなかったんじゃ

ないのかと。あの30億が５年間で入ってくると

すれば、これは、まだまだ温存できていたわけ
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ですよね。

今度は、いつでも、いざっていうときに、向

こうからこちらに繰り入れしてもらうこともで

きたわけですから、そこのところをやはり財政

健全、片や、口蹄疫の復興に、まだ、３億も４

億も年間に要るんだとするとすれば、もうちょっ

とやはり、少なくとも、ここで示した２分の１

ぐらいの国費の補助金の獲得を。

これは国にも、宮崎の畜産再生は、あなた方

の責任を果たすことなんですよということを、

やっちゃならん行為を、ばくちを打つなんて、

法律でこれはとめられている行為をあなた方は、

無理を言って県に頼んで、泣く泣く受け入れて、

我々は責任も持つと言って説得したんだという

ことを強く求めて─ここにいたって口蹄疫復

興ファンドを再度造成しろといっても無理な話

ですけれど、始まったところは、あなた方の無

理難題を受け入れたところにあるんだと、宮崎

の疲弊は。

それで地方創生で、特に畜産とか農業で、フ

ードビジネスなんかを中心に勝負していく。宮

崎はかなりおくれている、あなた方の責任で、

もともとの実力までは戻せと。

ぜひ、予算の獲得は責任を持って、最低限こ

の事業はしっかり実施してほしいと思うんです

ね。

○清山委員長 ほかございませんか。大丈夫で

すか。

それでは、その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、ないようですので、

次に、請願の審査に移ります。この第３号「所

得税法第56条の廃止を求める意見書を国に提出

することを求める請願」について、これは県執

行部の所管ではございませんので、執行部の説

明は省略いたします。

これに関連して、委員から質疑はございませ

んか。

○来住委員 質疑になるんですか。

○清山委員長 不明な点について執行部に聞く

ことができればと。

○来住委員 この56条の廃止を求める意見書が

出されたのは─私も紹介議員になっているん

ですけれど、昨年の11月なんですが、請願書に

よると、全国で416の自治体が、この旨の意見書

を提出していると。これが、昨年の10月１日時

点となっているんですが、その後の変化は、皆

さんのほうではつかんでいらっしゃらないかな

と。もしあったら、教えていただければいいと

思いますけれど。

○清山委員長 把握されていますか。

○髙林税務課長 所得税法の関係になりますの

で、ちょっと情報等は今のところ、つかんでお

りません。

○来住委員 でしょうね。

○清山委員長 その他で質疑ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、ないようですので、

以上をもって総務部を終了いたします。皆さん、

お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時33分休憩

午後２時37分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

皆様にお伺いしますが、本日の審査内容を踏

まえて御意見があればお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 暫時休憩といたします。

午後２時37分休憩
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午後２時48分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

その他で何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 何もないようでしたら、あした

午前10時から総合政策部の審査を行うこととい

たします。

以上で終了いたします。

午後２時48分散会
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午前９時58分再開

出席委員（８人）

委 員 長 清 山 知 憲

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 星 原 透

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 茂 雄 二

総合政策部次長
金 子 洋 士

（政策推進担当）

総合政策部次長
興 梠 正 明

（県民生活担当）

部参事兼総合政策課長 井 手 義 哉

秘 書 広 報 課 長 中 原 光 晴

広 報 戦 略 室 長 菊 池 修 一

統 計 調 査 課 長 奥 野 厚 子

総 合 交 通 課 長 野 口 和 彦

中山間･地域政策課長 石 崎 敬 三

フードビジネス
黒 木 義 博

推 進 課 長

生 活 ・ 協 働 ・
村 上 悦 子

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 壹 岐 幸 啓

文 化 文 教 課 長 神 菊 憲 一

人権同和対策課長 吉 田 信 夫

情 報 政 策 課 長 青出木 和 也

会計管理局

会 計 管 理 者 舟 田 美揮子

会計管理局次長 酒 井 正 英

局参事兼会計課長 井 上 直 三

人事委員会事務局

事 務 局 長 亀 田 博 昭

総 務 課 長 藪 田 亨

職 員 課 長 和 田 括 伸

監査事務局

事 務 局 長 小八重 英

監 査 第 一 課 長 青 山 新 吾

監 査 第 二 課 長 佐 野 由 藏

議会事務局

事 務 局 長 日 隈 俊 郎

事 務 局 次 長 奥 野 信 利

総 務 課 長 上 山 伸 二

議 事 課 長 亀 澤 保 彦

政 策 調 査 課 長 外 山 景 一

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案等の概要説明

を求めます。

○茂総合政策部長 おはようございます。総合

政策部でございます。本日は、どうぞよろしく

お願いいたします。

それでは、今回の委員会で御審議いただきま

す当部所管の議案等につきまして、その概要を

御説明いたします。

お手元にお配りしております、総務政策常任

平成28年３月９日(水)
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委員会資料をおめくりいただきまして、目次を

ごらんください。

今回、総合政策部からお願いしております予

算議案は、議案第１号「平成28年度宮崎県一般

会計予算」のほか、議案第２号「平成28年度宮

崎県開発事業特別資金特別会計予算」の２件で

あります。

右側の資料の１ページをごらんください。

総合政策部の平成28年度一般会計当初予算額

は、一般会計の表の一番下の合計欄にあります

ように127億3,144万円となり、27年度当初予算

と比較して３億3,464万1,000円の増、率にしま

すと102.7％であります。

また、宮崎県開発事業特別資金特別会計予算

につきましては、その下の表にありますよう

に1,786万円となり、前年度当初予算と比較しま

すと大幅な増加となっておりますが、これは、

平成27年度当初予算が、骨格予算編成であった

ことによるものでございます。

次に、２ページをごらんください。

これは、平成28年度総合政策部に関する主な

重点施策関連事業を、新規・改善事業を中心に

整理したものでございます。

平成28年度における重点施策につきましては、

社会増と自然増の相乗効果による好循環の創出

に向けまして、地方創生を力強く始動させる年

と位置づけていまして、みやざき創生始動プロ

ジェクトを中心に重点的な措置を講じていくも

のであります。

２ページから５ページにかけまして、４つの

重点施策、みやざき新時代チャレンジ産業づく

り。それから、３ページでございますが、世界

ブランドのふるさとみやざきづくり。５ページ

でございますが、２つのふるさとづくりと、子

育ての希望を叶える県づくりに関連する総合政

策部の主な事業の概要を掲載いたしております。

次に、６ページをお開きください。

宮崎県総合計画、未来みやざき創造プラン（ア

クションプラン）に基づく事業体系でございま

す。

アクションプランの中で整理しております、

８つの重点施策ごとに、重点項目を体系的に整

理しております。

体系表の中で、総合政策部関連の項目は太字

で示しておりまして、項目の下に、それぞれ主

な重点施策関連事業を示しております。

それぞれの事業の内容につきましては、後ほ

ど課長から御説明いたします。

目次にお戻りいただきたいと思います。

Ⅱの特別議案でありますが、議案第27号「公

の施設に関する条例の一部を改正する条例」、

議案第28号「宮崎県民の消費生活の安定及び向

上に関する条例の一部を改正する条例」の議案

審議をお願いいたします。

以上が、議案の概要でありますが、詳細は担

当課長から御説明いたしますので、御審議のほ

どよろしくお願いいたします。

最後に、その他報告事項といたしまして、目

次に記載のとおり、宮崎県交通・物流ネットワ

ーク戦略の改定につきまして、１件の報告事項

がございます。これにつきましても、後ほど担

当課長より御説明いたします。

私からの説明は以上でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。

○清山委員長 概要説明が終了しました。

引き続き、３課から４課ごとに班分けして説

明及び質疑を行い、最後に総括質疑の時間を設

けることといたします。執行部の皆様の御協力

をお願いいたします。

なお、歳出予算の説明については、重点・新
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規事業を中心に簡潔に行い、あわせて決算にお

ける指摘要望事項に係る対応状況についても、

説明をお願いいたします。

これより、総合政策課、秘書広報課、統計調

査課の審査を行いますので、順次、議案の説明

をお願いいたします。委員の質疑は、３課の説

明が全て終了した後にお願いいたします。

○井手総合政策課長 総合政策課でございます。

それでは、当課の当初予算案について御説明

をさせていただきます。

お手元の平成28年度歳出予算説明資料の11ペ

ージをお開きいただきたいと思います。

総合政策課の平成28年度の当初予算総額は、

左から２番目の欄にありますように、７億5,466

万2,000円で、内訳は、一般会計が７億3,680

万2,000円、前年度当初に比べて約2,600万円の

増、率にして3.7％の増となっております。

また、その下の開発事業特別資金特別会計

は1,786万円で、前年度当初に比べて約1,700万

円と、ほぼ皆増となっております。これは、先

ほど部長の説明にありましたように、27年度の

一般会計の事業への繰出金について、27年６月

補正予算で計上したことによるものでございま

す。

それでは、当初予算の主な内容について御説

明いたします。

13ページをお願いいたします。

まず、中ほどの（事項）連絡調整費1,387

万9,000円は、部の連絡調整や新たな政策立案の

ための政策調整研究などに要する経費でありま

す。

次に、（事項）総合企画調整費1,456万1,000円

は、全国知事会、九州知事会の負担金、また、

国への要望等に要する経費でございます。

次に、（事項）地方分権促進費212万円でござ

います。市町村間、また、隣県等との連携の推

進に要する経費を計上しております。

続きまして、14ページをお開きいただきたい

と思います。

（事項）県外事務所費7,356万2,000円でござ

います。東京、大阪、福岡の３つの県外事務所

の運営や維持管理等に要する経費でございます。

次に、１つ飛びまして、（事項）県計画総合推

進費2,605万5,000円でありますが、主なものに

ついて御説明いたします。

その下の説明の欄、１の総合計画策定・戦略

展開事業616万5,000円は、総合計画の進行管理

及び長期戦略の施策の展開に要する事務費でご

ざいます。

その次の２の、東日本大震災復興活動支援事

業678万3,000円でございますが、県内の民間団

体が行う被災地や被災者の状況に、柔軟に対応

した多様な復興活動を支援するものでございま

す。

３番目の、みやざき成長産業育成加速化基金

事業127万円と、５番目の、みやざき人財づくり

基金事業110万円は、それぞれ基金の運用利息を

積み立てるものでございます。

６の改善事業「地産地消県民運動発信力倍増

事業」392万円でございます。県市町村及び県内

経済団体で構成いたします「みやざき元気！地

産地消推進県民会議」を推進母体に、これまで

取り組んでまいったところでございますが、こ

の３つの県民運動でございますが、そのホーム

ページの機能強化など、さらなる展開に取り組

み、県内経済の循環及び活性化を図ろうとする

ものでございます。

７の県総合計画等推進事業の227万7,000円は、

政策評価に係る総合計画審議会や地方創生推進

懇話会の開催、県民意識調査の実施など、県計
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画の推進に要する経費であります。

８の新規事業「新しいゆたかさ見える化事

業」376万2,000円でございます。県計画の目標

に掲げます新しいゆたかさについて、その指標

化に取り組み、本県のゆたかさをわかりやすく

県民に提示し、県づくりへの関心と協働の機運

醸成を図ることとあわせまして、また、本県の

持つ多面的な価値を県内外に発信しようとする

ものでございます。

（事項）エネルギー対策推進費567万7,000円

でございますが、エネルギー対策の推進に要す

る経費であります。

15ページのほうをごらんいただきたいと思い

ますが、２の新規事業「水素エネルギー等利活

用構想策定基本調査事業」528万5,000円でござ

います。エネルギーの地産地消を目指し、中長

期的な視点から、県内における燃料電池や再生

可能エネルギーの活用、工場の副生水素等の有

効利用策、また、燃料電池自動車の普及促進に

係る調査研究を行うものでございます。

16ページをお願いいたします。

次に、開発事業特別資金特別会計でございま

す。

これは、九州電力の株式配当金を原資とする

開発事業特別資金を主な財源としております。

このうち、一番下の（事項）繰出金1,760

万1,000円につきましては、一般会計に資金を繰

り出し、環境森林部所管の新エネルギー地産地

消推進事業と、農政水産部所管の小水力発電等

農村地域導入支援事業に充当するものでござい

ます。

総合政策課の説明は以上でございます。

○中原秘書広報課長 秘書広報課でございます。

当課の当初予算につきまして御説明をいたし

ます。

お手元の歳出予算説明資料、17ページをごら

んください。

秘書広報課の平成28年度一般会計当初予算額

は、５億1,264万9,000円でございます。平成27

年度当初予算と比較いたしまして8,707万5,000

円の減となりまして、率にしまして対前年比

が85.5％となっております。

それでは、予算の主な内容について御説明を

いたします。

19ページをお開きください。

中ほどの（事項）秘書業務費3,204万6,000円

でございます。これは、知事、副知事の活動経

費、あるいは秘書・栄典業務に要する経費でご

ざいます。平成27年度の当初予算に比べまし

て、5,500万円余の減となっておりますけれども、

これは主に、昨年、行啓のための予算を計上さ

せていただいたことによるものでございます。

次に、その下の（事項）広報活動費２億1,443

万5,000円でございます。これは、各種の広報媒

体を活用しまして、県政の広報を行うための経

費でございます。こちらも同様に、平成27年度

の当初予算に比べまして行啓の関連でございま

すが、3,900万円余の減となっております。

それでは、広報活動費の主な事業を御説明い

たします。

下の説明欄をごらんください。

まず、１の印刷広報事業4,833万4,000円でご

ざいます。これは、県の広報紙・県広報みやざ

きでございますが、年６回、１回につき36万2,000

部を作成いたしておりまして、市町村の自治会

等を通じまして、県民の皆様に配付していると

ころでございます。

２の、新聞広報事業7,176万7,000円でござい

ます。これは、新聞の紙面を通じまして、毎月

２回、県政けいじばんですとか、随時の広告を
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掲載いたしまして、広く県民の皆様に情報を提

供しているところでございます。

３の、テレビ・ラジオ放送事業7,229万5,000

円でございます。これは、テレビ２局とラジオ

２局で、県政番組を制作、放送するものでござ

います。

４の、県ホームページ情報発信事業727万4,000

円及び５の、県ホームページ魅力発信・充実強

化事業798万円につきましては、県のホームペー

ジ運用に係りますヘルプデスクの設置ですとか、

システムの保守・管理を行いまして、利用者に

とってわかりやすく、使いやすいものとなりま

すよう工夫をしながら、適時・的確で効果的な

情報発信を行うための経費でございます。

次に、６の広報活動基盤充実事業622万4,000

円でございます。これは、取材や番組ロケなど

の各種の広報活動、あるいは機材の整備等に要

する経費でございます。

７の「楠並木ちゃんねる」情報発信力強化事

業56万1,000円でございますけれども、これは、

ホームページにおきまして、さまざまな県政情

報を動画で発信する、あるいは職員の広報に係

ります意識の向上、スキルアップのための研修

を行うものでございます。

20ページをごらんください。

（事項）広聴活動費121万9,000円でございま

す。これは、知事とのふれあいフォーラムです

とか、電話やメール等による県民の声事業など

を通じまして、県民の皆様の御意見を県政に反

映させるという事業でございます。

最後の（事項）でございますが、県政相談費450

万1,000円でございます。これは、県庁本館１階

の県民室のほか、各総合庁舎や西臼杵支庁に10

カ所設置してります、県政相談室の運営のため

の経費でございます。

秘書広報課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

○奥野統計調査課長 それでは、統計調査課の

当初予算案につきまして御説明させていただき

ます。

歳出予算説明資料の21ページをお願いいたし

ます。

統計調査課の平成28年度一般会計当初予算は、

総額３億5,422万5,000円でして、前年度と比べ

ますと４億8,394万3,000円の減となっておりま

す。率にしまして約57.7％と非常に大幅な減と

なっているわけなんですけれども、これにつき

ましては、平成27年に国勢調査を実施いたしま

した。それが終了したことによりまして、国勢

調査に関する予算５億7,000万円の減となったこ

とにより、今回、大幅な対前年比が縮小となっ

たわけでございます。

それでは、当初予算の主な内容につきまして

御説明いたします。24ページをお願いいたしま

す。

まず、下から２番目の（事項）経済センサス

費でございます。経済センサス費のうち、7,274

万3,000円でございますけれども、これにつきま

しては、ことし６月１日現在で実施いたします

経済センサス活動調査のための経費でございま

す。この経済センサス活動調査といいますのは、

県内の全産業分野の事業所及び企業を対象とい

たしまして、経済活動の実態を明らかにすると

ともに、各種統計調査を行う際の基礎となりま

す母集団情報を得ることを目的としたものでご

ざいます。

次に、一番下でございますけれども、（事項）

社会生活基本調査費※1,094万1,000円でございま

すけれども、こちらにつきましても、ことし10

※次ページに訂正発言あり
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月20日現在で実施いたします社会生活基本調査

のための経費でございます。

この社会生活基本調査につきましては、抽出

された世帯を対象といたしまして、生活時間の

配分及び自由時間における主な活動調査をいた

しまして、社会生活の実態を明らかにすること

を目的としております。

統計調査課の説明は以上でございます。

○清山委員長 各課長の説明が終了しました。

議案について質疑はございませんか。

○満行委員 県外事務所の運営に係る経費、東

京、大阪、福岡で、それぞれ差があるんですけ

れども、福岡が2,600万、大阪が1,100万、この

あたりを詳しく説明いただきたいと。

○井手総合政策課長 ３事務所の予算の差異に

つきましては、それぞれの事務所、例えば東京

事務所でいえば官庁との連絡調整がございます。

これは大阪事務所にはございません。福岡事務

所は、官庁の出先機関がございまして、そこの

部分が一部含まれているというところはありま

す。

それぞれの業務量に比して予算配分している

ところですけれども、特に福岡事務所に関しま

しては、事務所の借り上げ料でありましたり、

職員の住宅の借り上げ料等を計上しているとこ

ろでございまして、若干、大阪事務所に比べる

と高くなっているところでございます。

○満行委員 それぞれ東京、大阪、福岡のその

職員の数がわかれば、教えてほしいんですが。

○井手総合政策課長 経費負担の職員数という

ことでお答えをいたしますけれど、東京事務所

が33名、大阪事務所が８名、福岡事務所が８名

となっております。

○奥野統計調査課長 先ほど統計調査課のほう

で、社会生活基本調査費につきまして、誤った

金額を言ってしまいました。修正させていただ

きたいと思います。

社会生活基本調査費1,049万1,000円が正しい

額でございます。大変失礼いたしました。

○清山委員長 ほか質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 ちょっと私から質問させても

らっていいですか。

秘書広報課から県広報について説明があった

んですが、広報戦略室長もいらっしゃいますけ

れど、広報戦略室は秘書広報課の中で、こうい

う県広報をしておられるんでしょうか。

今後の新規の取り組みとか県の広報戦略につ

いて、何か教えていただければと思うんですけ

れど。

○中原秘書広報課長 広報戦略室は、秘書広報

課の中の課内室ということで位置づけられてお

りまして、その中で広報を担っているところで

ございます。

これまでも、広報みやざきの配付ですとか掲

示板ですとか新聞での広報、あとテレビ番組を

やっております。特に新規事業という形では出

ておりませんが、楠並木ちゃんねる、これは県

で、ホームページ上で動画をアップしているも

のがありますが、これをもっと見やすく、わか

りやすくしたりだとか、コンテストの開催をし

ながら、県民参加型で何か取り組みを検討して

いければいいかなと思っております。

○坂口委員 14ページ、「新しいゆたかさ見える

化事業」。もう30年ぐらい前になりますかね、住

みやすさか何かの本県独自の数値化をやったこ

と─たしか企画調整部長は松浦彰一さんぐら

いの時代だから、30年ぐらい前。

あのときも、かなりエネルギーを入れて、あ

の事業をやったんですね。でも、そんなに宮崎っ
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て住みやすいかなという実感と、出てきた数字

とが、かなり体感的には乖離していたと思うん

ですよね。

そこらを踏まえて、なるほどなと実感するよ

うなものに、今回近づけていく必要があるだろ

うと思うんですが、そういった工夫とかはなさ

れていくんですかね。

○井手総合政策課長 委員が、今、おっしゃっ

ていたのは、1974年から1988年までかけて、総

合地域指標、ＴＬＰと略しておりました。トー

タル・レベル・オブ・プロビンスという形態で、

統計学の手法を駆使して電算機を導入した上で、

かなり高度な統計処理と人員をつぎ込んで行っ

ておりました。

中身とすると、経済的な豊かさ、いわゆるＧ

ＤＰがずっと言われている中で、そういうＧＤ

Ｐではかれるものだけではなくて、生活に関す

る豊かさを何とか統計化できないかということ

で、県として取り組んできたものでございまし

た。

今回、その考え方は、ある程度、踏襲をして

おります。これは、せっかく本県が先駆的に取

り組んだ事業施策でございましたので、その成

果はできるだけ取り入れようという考えに基づ

いて、新たな豊かさ指標ということで考えてい

ます。

その課題として我々が考えておりますのは、

前回のＴＬＰについては、かなりの予算と人員

をつぎ込んでやっておりました。多様な労力を

要していたと。これは、現時点でいうと、電算

機器と情報システムの進化によって、かなり軽

減できるのではないかという点と、余りに複雑

なことをやり過ぎても、県民にとって、わかり

やすさがなくなってしまうという部分もありま

すので、その辺をいかに軽減できるかと。もう

一つは、今、委員がおっしゃったとおり、県民

の肌感覚というものと一致していくのかどうか

ということ。これにつきましては先ほど、前回

の１月の閉会中の委員会でも申し添えましたけ

れども、できるだけそこを県民の意識に寄り添

うということで、県民会議等、いろんな価値観

を共有できるよう取り組んでいこうと考えてい

るところでございます。

○坂口委員 なかなか、実際、難しい作業と思

うんですね。出てくる数字と感じるものが一緒

になるっていうことは、なかなか難しいと思う

んですけれど、そこらが大きい反省事項だった

かなと。あれは、あの時代に県がやって、全国

が注目する、すごい画期的な取り組みだったん

ですよね。

ぜひ、そこらのところを踏まえて、いい結果

を出していただきたいと思います。お願いをし

ておきます。

○丸山委員 15ページの水素エネルギー等利活

用構想基本調査についてなんですけれども。こ

の背景には、パリ協定とかあって、地球温暖化

防止のためにとか、燃料電池の車を使いましょ

うとか、何となくわかるような気がしていて。

これは、全国的に取り組んでいる事業なのか。

全国的にこういった調査、基本構想を将来的に

立てなくちゃいけないというものがあって調査

されるものなのか、もう少し、実在背景なり、

全国的な流れも含めて教えていただくとありが

たいかなと思っております。

○井手総合政策課長 水素社会につきましては、

国の経済産業省が、水素燃料電池戦略ロードマッ

プを定めております。我が国として、水素社会

を推進していこうという形で統一されておりま

して、このロードマップによりますと、燃料電

池関連の市場規模としまして、日本だけです
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が、2030年に約１兆円、2050年には約８兆円に

広がると見られております。国全体として水素

社会施策を進めていこうという流れがござまい

す。

民間のほうも、トヨタから燃料電池車が既に

販売されておりますし、ホンダ車も最近、販売

されているところでございます。

そういうふうに考えますと、やはり我が国が

水素社会に向かう中で、本県としても、その可

能性について、現時点で調査できるものは調査

をしていかなければならないというのが、一点

でございます。

もう一点としましては、県内の農山村地域に

おきましては、この委員会でもちょっと話題に

なりましたけれども、ガソリンスタンドの廃業

等が問題になっておりまして、この辺を電池自

動車、もしくは燃料電池自動車で補うことによっ

て、農山村地域の住民生活の利便性を確保でき

ないかという考えもございまして、その辺もあ

わせて、新しい2030年、2050年の県内の地域社

会をどう描くかということを、調査研究してい

こうと考えております。

○丸山委員 何となく時代背景とか、今後の2050

年に向けて８兆円とする大きな産業になるとい

うことであって、宮崎県として成長産業に─

今、ガソリンスタンドが山間地に少なくなって

いるから、電気だったらどうにかできる可能性

があるということも含めてだと、何となくわか

りましたけれども、具体的に宮崎県として、産

業化まで導いていくには、かなり企業は少ない

だろうし、どういったものを本格的におろして

いこうと─企業との連携も今後必要だと思っ

て。その辺は何か出てくるんでしょうか。

○井手総合政策課長 委員おっしゃるところが

非常に大事なところでございまして、成長産業

という側面から見ますと、やはり水素社会にお

ける製造技術、もしくは活用技術に関して、本

県の中小企業が関与できるところはないのかと

いうところが、一点あります。

これは、既存の自動車産業に介入するよりは、

新しい技術でありますので、例えばメッキであ

るとか、合成樹脂の部材であるとか、多少、ま

だまだ関与できる余地が大きくなると考えてい

る部分もございます。

もう一点としましては、水素自動車を走らせ

ようとすると、どうしても水素ステーションが

必要となります。これにつきましては、今、各

県、それぞれ導入が進んでおりまして、本県の

導入がおくれますと、水素自動車が普及したと

きに、なかなか本県に来ていただけないという

状況になります。

高速道路と同じような、道路インフラの一つ

だと考えておりまして、観光戦略上も必要なも

のと考えています。

この２点において、いずれも民間の力が非常

に重要になりますので、この調査事業におきま

しては、民間企業団体を入れた形で研究会を構

成して、議論を進めてまいりたいと考えており

ます。

○丸山委員 ぜひそういう形で民間も含めてし

ていただかないと、結局、絵に描いた餅になっ

てしまう。生かされる予算になってほしいと思

います。

あと、別件で、別な視点として。日向に、水

素か何かを研究されているところがありますよ

ね。それとは関係するのか、全く別なのかを含

めて教えていただくとありがたいと思います。

○井手総合政策課長 日向のほうで行われてい

ますのは、リニアモーターカーの車体部材がマ

グネシウム合金でできていることによりまして、
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そのマグネシウム燃料電池の研究を、小濱教授

という方がされております。これにつきまして

は、マグネシウムから電力を取り出すという技

術でございまして、直接的に水素社会とは関係

がないということになります。

ただ、マグネシウムは、一旦、電気を取り出

しますと酸化マグネシウムとなります。これを

還元してまたマグネシウムに戻すんですが、そ

れを太陽光エネルギーでやろうとされていまし

て、その部分では、若干、この調査事業とも絡

んでくるところはあろうかと考えております。

○星原委員 総合政策課で、28年度の県のいろ

んな政策を立てていく上で、リードしていく部

分、政策的なものは、14ページの県計画総合推

進費の中で立てていくものなのか。新たにやは

り28年度は、こういう方向で宮崎を引っ張って

いくため、あるいは宮崎をどういうふうにする

という基本的なものがあって、そして各部にい

くという部分があるんじゃないかなと思うんで

すけれど。どの辺を見れば、そういう捉え方が

できるのかな。

○井手総合政策課長 前回、補正の予算の審議

のときにも話題になりましたが、13ページの中

ほどの（事項）連絡調整費の中の政策調整研究

費1,000万円というところでございます。これは、

各部300万ずつに比べますと、本部は1,000万と

少し多目にいただいているところでございます。

あわせて委員おっしゃったとおり、14ページ

の県計画総合推進費が主になります。特に、こ

の中の戦略展開事業費等あたりになるんですけ

れども、政策の展開に関してどのような手順を

踏んでいるかと申しますと、政策調整研究費等

を使いまして、施策としての瀬踏みをするとい

うことで、ある程度、芽があるものは何かとい

う調査研究をやります。

総合政策部総合政策課として、今後、県とし

ての施策展開が可能かどうか、必要かどうかと

いうのを含めて検討をやりまして、ある程度、

形になると見込まれたものにつきましては、各

部と当然、調整をしながら進めていきますが、

各部もしくは総合政策部の中で、きちんと予算

として調査事業という形で出していきたいと考

えております。

その結果が、今、申し上げたようなエネルギ

ー調査、基本調査みたいな形で、次年度なり、

もしくは急ぐ場合であれば、補正予算等でお願

いをするという形になっていく状況でございま

す。

○星原委員 そうなってくると、やはり国のほ

うの政策に沿って、多分、県も合わせていくよ

うな形だろうと思うんですよね。

そうすると、そういう情報をどういうふうに

つかんで、宮崎に合う部分をどういう形に展開

していくかだろうと思うんですが。実際、そう

いうふうにされているんだろうと思うんですけ

れども、やはり28年度に向けて、各部との調整

の中で、どういうふうに目玉を持っていこうと

組まれているか教えてほしいんですけれど。

○井手総合政策課長 28年度の当初予算、各部

も含めて県予算として申し上げれば、やはりこ

こは、今年度は地方創生の推進であろうと考え

ております。

したがいまして、今予算でお願いしておりま

す、地方創生推進のための交付金事業でありま

すとか、特に、働く場ということで、商工から

出ていると思いますけれども、高校生等の県内

定着等の事業、この辺りが今年度の目玉かと考

えております。

○星原委員 一番の問題は、やはり人口減少社

会が進むという方向性が出ていますよね。そう
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いうものに向けて、宮崎独自の何か政策的な形

で、こういうふうに持っていくべきじゃないか

ということで、関係部に投げかけているものは

あるんですか。

○井手総合政策課長 今、若者定着が大切だと

申し上げましたけれども、そのためには、働く

場と、そしてここに住む人々の誇りの問題だろ

うと考えております。

各部につきましては、今回の委員会資料のほ

うも、重点施策で掲げていますように、新しい

時代に対応した産業づくり、そして、定着のた

めの、世界ブランドのふるさとづくり、誇りづ

くり─世界農業遺産等の活用も含めて、ここ

に配置しております。それと、移住・ＵＩＪタ

ーンと考えております。今、申し上げました３

つに加えまして、最後に子育てということで。

前回も申し上げました、この４つの柱が、うま

くかみ合って回っていくように調整してまいり

たいと考えております。

○新見委員 秘書広報課、19ページですけれど

も、ちょっと説明を聞き逃したかもしれません

けれど、県のホームページの情報発信事業と魅

力の発信のこの区別は、どこでつけられるんで

すか。

○菊池広報戦略室長 まず４の、ホームページ

情報発信事業なんですが、これがいわゆるヘル

プデスクというものでございまして、県庁各課

の職員が、ホームページを作成なり更新なりす

るんですが、これに対しまして、技術的な確認

ですとか修正、そしてまた相談等アドバイスに

要する経費ということでございます。

５の、県ホームページ魅力発信・充実強化事

業は、いわゆるホームページによる情報発信と

いうことでございまして、ホームページのシス

テムを使いまして、本県の魅力をいろいろ工夫

しながら、効果的に発信していくという事業で

ございます。

○新見委員 ということは、情報発信そのもの

が、この５になるっていうことですね、魅力の

発信ということになると思うけれど。

○菊池広報戦略室長 はい。情報発信そのもの

といえばそうなりますが、ホームページに掲載

するための技術的な支援は４で、ヘルプデスク

で行いながら、そこは一体的にやっているとい

うような形でございます。

○新見委員 はい、わかりました。

○清山委員長 ほかございますか。

○丸山委員 県外事務所について、改めてちょっ

とお伺いしたいんですが。ここで要する経費を

上げているんですけれども、何回も聞いている

んですが、県外事務所それぞれの食糧費の計上

は、どれぐらいずつになっているのかを少しお

伺いしたいと思っています。

○井手総合政策課長 県外事務所の食糧費でご

ざいます。

まず、東京事務所の食糧費が28年当初予算で81

万6,000円、大阪事務所の食糧費が30万8,000円、

福岡事務所の食糧費が７万1,000円となっており

ます。

しかし、実際の運営、事業執行に当たりまし

ては、例えば企業誘致であれば企業誘致のほう

の予算の食糧費等も執行可能ということになり

ます。これは、あくまで事務所の運営費として

つけている食糧費ということになります。

○丸山委員 恐らく今後、特に東京とかは、東

京オリンピック関係で非常に活発に動いていた

だかないと、コストダウンとか、海外を含めて

いろいろ交流もしていかないとというものがあ

るものですから、その辺は、しっかりと予算を

つけて、いるべきものは使っていただいても構
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わない、しっかり情報をとってきて、宮崎のた

めになるような形として、自信を持って責任を

持ってやっていただくように、執行に当たって

は、やっていただくようにお願いしたいと思っ

ております。

恐らく決算を見ているけれど、あんまり実際

は使っていない、使いづらいというのはよくわ

かるんですが、使えるような工夫もしないと、

結局、予算計上したけれど決算のときに使いま

せん、企業誘致は別のお金がありますと。企業

誘致のほうも、実際、計上はしているけれども、

使っていないのが現状であるのじゃないのかな

と思っていまして、宮崎県としての本来、県外

事務所の役割をしっかり果たすためには、自信

を持って、その取り組みをやっていただきたい

と思っていますけれども、その辺も含めて、こ

れはもう要望にさせていただきます。

何か回答があれば、お伺いしたいと思います。

○井手総合政策課長 前回の補正予算の審議の

ときも、委員長のほうからも一言いただきまし

たし、常々、丸山委員からも、この件を言われ

ていますので、私としましても、県外事務所の

ほうに有効に活用して、成果を上げてくれとい

うことでお願いを、ついこの間したところでご

ざいます。

この場を借りつつ報告させていただきますけ

れども、２月27日に、ハリウッドビューティと

いう県出身の方がやっている美容学校、大学が

ありまして、そこで、宮崎県出身の若者を中心

に、約63名ほど集めまして懇談会を開催してい

ます。

これについては、東京事務所長も担当も出た

上で、いろんな意見交換をさせていただいたと

聞いております。

県外事務所の役割を十分踏まえて、できるだ

け県出身者の方、そして官庁の方と人脈を太く

して、県に何らかをもたらすような成果を求め

てまいりたいと考えております。

○丸山委員 はい、わかりました。

○清山委員長 ほかございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上で第１班の審査

を終了いたします。

続いて、第２班として、総合交通課、中山間

・地域政策課、フードビジネス推進課の審査を

行いますので、順次、議案の説明をお願いいた

します。

○野口総合交通課長 総合交通課でございます。

総合交通課の当初予算につきまして御説明を

申し上げます。

お手元の歳出予算説明資料、27ページをお願

いいたします。

総合交通課の平成28年度の当初予算額は、左

から２列目にありますように、総額で９億6,395

万3,000円でございます。これは、27年度の当初

予算と比較しますと、骨格予算でありましたこ

とから、３億6,702万2,000円の増となっており

ます。

それでは、主な内容について御説明をいたし

ます。

次の29ページをお願いいたします。

中ほどの（事項）広域交通ネットワーク推進

費5,447万8,000円であります。このうち、説明

欄の１の陸上輸送網整備事業の794万4,000円で

ありますが、これは、県内鉄道の活性化を図る

ために、吉都線、日南線の利用促進団体に対す

る支援や、日南線観光列車「海幸山幸」の平日

臨時運行、及び観光列車「海幸山幸」を活用し

た利用促進事業への支援、日豊本線の高速化等

に関し、国やＪＲ九州に対する要望活動を行う
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などの経費でございます。

なお、東九州新幹線調査の結果に係る報告会

のための事務費54万円を、この事業の中で積算

をいたしております。

次に、４の宮崎県物流競争力強化事業の3,688

万9,000円でありますが、これは、主に、陸上ト

ラック輸送等から本県発着の海上定期航路、ま

たは鉄道貨物にシフトした貨物に対して補助を

行いますことにより、荷寄せを促進しますとと

もに、本県港湾での輸移入コンテナ取り扱いの

増加量に応じて補助を行うことにより、輸出用

コンテナ調達の円滑化を図るものでございます。

次に、５の宮崎県長距離フェリー航路利用活

性化支援事業の725万5,000円でありますが、こ

れは、宮崎市などと連携をして、航路の利用促

進及びＰＲ支援等を目的とする、宮崎県長距離

フェリー航路利用促進協議会が行います団体客

に対する利用促進事業などに対して、補助を行

うものでございます。

次に、（事項）地域交通ネットワーク推進費３

億4,677万4,000円であります。このうち、説明

欄の１、地方バス路線等運行維持対策事業の３

億985万2,000円でありますが、これは、国や市

町村と連携しながら、地域住民の生活に必要な

バス路線の維持を図るため、運行費等の補助を

行うものであります。

次に、２の離島航路運行維持対策事業1,012

万2,000円でありますが、これは、離島航路は、

本土と離島を結ぶ唯一の交通手段であり、離島

住民にとっては必要不可欠なものでありますが、

離島住民の減少等により、その経営環境は極め

て厳しくなってきておりますことから、国と連

携をして、離島航路を運航する航路事業者に補

助を行うものでございます。

次に、３の地域公共交通ネットワーク活性化

事業1,590万円でありますが、これは、持続可能

な地域公共交通ネットワークの確立のため、市

町村と合同で地域公共交通の現状や先進事例の

研究を行いますとともに、利用促進の取り組み

を行う交通事業者等やバス路線の再構築に取り

組む市町村に対して補助を行うものでございま

す。

次に、30ページをお願いいたします。

５の特定鉄道等施設耐震補強事業1,000万円で

あります。これは、災害発生時におきます緊急

輸送道路の機能保全を図るため、緊急輸送道路

と交差または平行する鉄道橋梁の耐震補強を行

う鉄道事業者に対しまして、国、関係市ととも

に補助を行うものでございます。

次に、（事項）航空交通ネットワーク推進費１

億2,521万円であります。

まず、説明欄の１の「みやざきの空」航空ネッ

トワーク活性化事業8,821万円でありますが、こ

れは、本県の経済活動や観光誘客などにとって

重要な基盤であります、宮崎空港の国内線・国

際線の航空ネットワークの維持・充実に要する

経費であり、宮崎空港振興協議会への補助を通

して、事業を実施してまいりたいと考えており

ます。

説明欄の２の「世界とともに成長するみやざ

き」双方向交流拡大推進事業につきましては、

後ほど委員会資料で御説明を申し上げます。

次に、（事項）高千穂線鉄道施設整理基金事業

費１億5,965万5,000円であります。これは、旧

高千穂線の不要施設の撤去に要する経費であり

まして、平成22年度に決定をいたしました積み

立て計画及び撤去計画に基づきまして、28年度

も、県と沿線自治体とで基金積み立てを行いま

すとともに、施設の撤去に係る沿線自治体への

補助等を行うものでございます。
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最後に、（事項）運輸事業振興助成費１億8,220

万2,000円であります。これは、県バス協会及び

県トラック協会が行います交通安全対策、利用

者の利便性を図るための事業、環境の保全に要

する事業等を推進することにより、運輸事業の

振興を図るため、国の助成制度に基づいて事業

費等の補助を行うものであります。

それでは、続きまして、主な事業について御

説明を申し上げます。

お手元の総務政策常任委員会資料の10ページ

をお願いいたします。

世界とともに成長するみやざき双方向交流拡

大推進事業であります。

まず、事業の目的・背景ですが、昨年、ソウ

ル市と本県の間で、姉妹友好都市ではない都市

では初めてであり、東京、北海道に次いで全国

３番目となります観光交流事業協定を締結しま

したので、これを契機に、韓国とのさらなる交

流拡大を図りつつ、本県と直行便で結ばれてお

ります台湾、香港とも新たな連携の構築に向け

て、双方向交流の推進に取り組んでまいりたい

と考えております。

事業概要でありますが、予算額は3,700万円、

財源は地方創生推進交付金と県営電気事業みや

ざき創生基金であります。

事業内容としましては、韓国との間で、官民

が連携した訪問団の派遣や受け入れ事業、誘客

促進を図るためのインバウンド拡大事業、また、

県民が韓国を訪問し、より一層の国際相互理解

を深めるための、アウトバウンド拡大事業を実

施したいと考えております。

また、台湾・香港との間の新たな連携強化に

向けまして、伝統芸能などの交流による機運醸

成事業や、韓国と同様に、インバウンド・アウ

トバウンド双方向の交流拡大事業を実施したい

と考えております。

総合交通課の当初予算につきましては以上で

ございます。よろしくお願いいたします。

○石崎中山間・地域政策課長 それでは、中山

間・地域政策課の当初予算について御説明いた

します。

歳出予算説明資料の31ページをごらんくださ

い。

当課の平成28年度当初予算額は、左から２番

目の欄にございますとおり６億1,083万5,000円

で、平成27年度当初予算と比較いたしますと１

億582万6,000円の増、率にして約21％の増となっ

ております。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

33ページをお開きください。

ページの中ほどの（事項）中山間地域活力再

生支援費１億9,500万1,000円でありますが、こ

れは、中山間地域に対する重点的・総合的な支

援に要する経費であります。

主なものとしまして、説明欄３の新規事業「み

やざきジビエ普及拡大推進事業」、７の新規事業

「農山漁村における所得安定・向上モデル事業

（連携・協働型）」、８の新規事業「ネットワー

クで明日に繋ぐ！宮崎ひなた生活圏モデル構築

事業」につきましては、後ほど委員会資料で説

明いたします。

次に、一番下の（事項）過疎対策等推進費360

万4,000円でございますが、これは、過疎地域活

性化対策等の推進に要する経費でございます。

34ページをごらんください。

ページの上のほうの（事項）ふるさとづくり

推進事業費903万5,000円でございます。これは、

地域の特性を生かした魅力あるふるさとづくり

の推進に要する経費で、このうち、説明欄４の
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改善事業「地域づくり人材育成・ネットワーク

化事業」でありますが、県民による地域のさま

ざまな課題の解決や活性化を促進するため、地

域づくりのリーダーとなるような人材の育成や

ネットワーク化を図るものでございます。

また、各市町村が導入している地域おこし協

力隊についても、地域活性化人材として活躍し、

任期終了後に円滑に定着できるよう、この事業

におきまして研修・ネットワーク化を図ること

としております。

次に、（事項）地域活性化促進費6,022万1,000

円、これは、地域活性化の推進に要する経費で

あります。このうち、説明欄２の市町村連携推

進費でありますが、ジオパークやユネスコエコ

パークなど、県境を越えた世界ブランド化の取

り組み等を支援するものでございます。

説明欄３の宮崎県市町村間連携支援基金事業

につきましては、県内の市町村が連携して行う

地域課題の解決の取り組みを支援し、各地域の

広域的な活性化を図るものでございます。

次に、（事項）移住・定住促進費5,418万5,000

円でございますが、これは、本県への移住等の

促進に要する経費でございます。

説明欄１にございますとおり、移住・ＵＩＪ

ターン強化事業におきまして、平成27年度に、

東京及び宮崎に開設いたしました移住相談窓口

「宮崎ひなた暮らしＵＩＪターンセンター」の

一層の活用促進のほか、移住相談会・移住体感

ツアー等の開催、市町村が行う移住促進のため

の取り組みに対する支援等を行うことにより、

本県への移住促進を図るものであります。

次に、35ページをごらんください。

（事項）エネルギー対策推進費１億5,820

万8,000円でございます。これは水力発電施設等

の所在する市町村に対し、地域活性化事業等へ

の交付金を交付するものでございます。

次に、（事項）土地利用対策費3,242万9,000円

でございます。これは、土地取引の規制等、国

土利用計画法の適正な運用に要する経費でござ

います。このうち、説明欄４の地価調査費でご

ざいますが、一般の土地取引の指標などとして

活用していただくため、県内全市町村において

行う、基準地295地点の標準価格の調査、及び結

果の公表に要する経費でございます。

続きまして、当課の主な新規事業について御

説明いたします。

お手元の委員会資料の12ページをお開きくだ

さい。

まず、みやざきジビエ普及拡大推進事業であ

ります。

１の事業の目的・背景といたしては、野生鳥

獣は農林作物等への大きな被害をもたらす一方

で、その肉や皮は地域における有用な資源であ

ることから、みやざきジビエの普及拡大を図る

ことで、鳥獣被害対策の機運の醸成、及び中山

間地域の所得向上による地域の活性化を目指す

ものでございます。

２の事業概要でございますが、予算額は1,170

万3,000円、全額、県営電気事業みやざき創生基

金とし、事業期間は平成28年度の単年度でござ

います。

事業内容でありますが、民間団体及び行政等

で構成する協議会を設置し、みやざきジビエの

推進に向けた課題解決、統一表示基準、認証制

度等について検討するとともに、衛生管理ガイ

ドラインに準じた衛生管理による、安全・安心

な肉の提供に向けた衛生管理技術の向上のほか、

イベントやワイン・焼酎等のコラボによる流通

や消費の拡大に取り組んでまいります。

次に、14ページをお開きください。
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農山漁村における所得安定・向上モデル事業

（連携・協働型）でございます。

資料の15ページをごらんいただきますと、こ

の事業の背景として、県内にある農山漁村の青

年から、「あと100万円ほど収入があれば、地元

に友達が帰ってくると思う」といったような御

意見をいただき、また、市町村等からも、農業

と他産業との連携、あるいは周年雇用が必要で

あるといった意見も、お聞きしたところでござ

います。

これまでも、各分野ごとに所得対策に取り組

んできておりますけれども、まだ、所得アップ

の余地があると考えられることから、複数分野

からの横断的・複合的視点による所得安定・向

上モデルの創出を図り、個人と地域の稼ぐ力の

アップを目指すものでございます。

この事業につきましては、市町村や地域住民、

県の部局横断チーム、さらには、外部人材等も

かかわる形で、所得アップに向けた取り組みを

支援していくものでございます。

次に、事業内容につきましては、下の図にあ

りますとおり、まず、所得安定・向上モデル地

域支援事業として、多様な主体の横断的支援を

通じ、例えば仕事のマッチングシステムの構築

や地域商社の整備といった、成功事例の創出に

向けた支援を行うもので、所得向上につながる

取り組みを実施する市町村や民間団体等の事業

実施主体に対して補助金を交付し、支援するも

のでございます。

次に、（２）の地域経済循環実践事業といたし

まして、人や物の流れといった地域経済構造の

分析を踏まえ、小林市、西米良村をモデルに、

地域経済循環による所得の安定・向上につなが

る施策立案等を行うものでございます。

14ページにお戻りいただきまして、２の事業

概要でございますけれども、予算額は1,979

万8,000円、財源といたしまして、地方創生推進

交付金及び県営電気事業みやざき創生基金を予

定しております。事業期間は平成28年度の単年

度でございます。

次に、16ページをごらんください。

「ネットワークで明日に繋ぐ！宮崎ひなた生

活圏モデル構築事業」でございます。

１の目的・背景といたしまして、中山間地域

等で住民が安心して住み続けられるよう、公共

・生活サービスが集積された旧市町村の中心部

等と周辺集落で形成された生活圏の中で、ひと

のネットワークと新たな交通・物流ネットワー

クの構築を図る、いわゆる、むらのネットワー

クを軸としたモデル生活圏づくりを行うととも

に、そこでの課題検証を踏まえて、他地域への

展開を図るものでございます。

２の事業概要といたしまして、予算額は7,680

万円、財源は、地方創生推進交付金及び県営電

気事業みやざき創生基金を予定しております。

事業期間は平成28年度の単年度でございます。

事業内容につきましては、17ページの図をご

らんください。

上が事業実施前、下は事業後のイメージをあ

らわしております。

本事業では、例えば、ちょっと字が小さくて

恐縮でございますが、①のように、客貨混載に

よる宅配便導入の普及拡大や、下の③にござい

ますとおり、これまでコミュニティバスを利用

できなかった人が、過疎地有償運送の導入で、

移動が楽になる取り組みなどの新たな交通・物

流ネットワークの構築を図るとともに、下の⑥

でございますけれども、多様な主体が参画する

地域運営の仕組みの構築を図るものでございま

す。
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当初予算につきましては以上でございます。

続きまして、決算特別委員会で御指摘をいた

だきました事項につきまして御説明いたします。

別冊の資料、決算特別委員会の指摘要望事項

に係る対応状況の２ページをごらんください。

個別的指摘要望事項において、②中山間盛り

上げ隊派遣事業のあり方を含め、持続可能な中

山間地域の集落運営に向けた、さらなる対策に

ついて検討すること、との御指摘をいただいて

おります。

その対応につきましては、昨年７月に改定し

ました中山間地域振興計画の中で、集落の維持

・活性化と新たな絆の創造等を重点施策の一つ

に掲げ、自主的な活力の向上や都市等との交流

・地域間連携の促進、小規模・高齢化した集落

対策等に取り組むこととしております。

中山間盛り上げ隊につきましては、市町村と

も十分協議しながら持続可能な仕組みづくりを

進めるとともに、平成28年度当初予算案におい

ては、県民が安心して地域に住み続けられるよ

う、農山漁村における所得安定・向上モデル事

業、「ネットワークで明日に繋ぐ！宮崎ひなた生

活圏構築モデル事業」などの新規事業を計上い

たしまして、中山間地域の維持・活性化に取り

組むこととしております。

今後とも、持続可能な中山間地域の集落運営

に向けた対策について、市町村や関係機関と連

携を図りながら、取り組んでまいりたいと考え

ております。

中山間・地域政策課については以上でござい

ます。

○黒木フードビジネス推進課長 フードビジネ

ス推進課の当初予算について御説明いたします。

お手元の平成28年度歳出予算説明資料の37ペ

ージをごらんください。

フードビジネス推進課の平成28年度当初予算

は、８億3,679万5,000円をお願いしております。

平成27年度当初予算と比較しますと7, 9 2 2

万4,000円の減、率にしまして8.6％の減であり

ます。

主な内容について御説明いたします。

39ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）フードビジネス総合

推進費2,519万8,000円であります。

下の説明欄１、みやざきフードビジネス推進

体制構築事業753万6,000円につきましては、フ

ードビジネス推進の基本的な方針を決定するフ

ードビジネス推進会議の運営など、県内産学官

金挙げての体制を構築し、取り組みを推し進め

るための経費であります。

次に、説明欄２、みやざき食による誘客ビジ

ネスモデル検討事業566万2,000円につきまして

は、本県の食の魅力を生かした、観光や地産地

消の拡大につながる誘客施設の実現に向けて、

民間事業者が主体となる場合の事業可能性や運

営方法等について、調査検討を行うものであり

ます。

次に、説明欄３、フードビジネスブラッシュ

アップ支援体制構築事業1,200万円につきまして

は、フードビジネス相談ステーションに寄せら

れる相談のうち、事業化の可能性が高い案件に

ついて、事業者が試験販売や商品デザインの見

直しなどを行う場合に補助を行い、事業展開を

支援するものであります。

続きまして、（事項）みやざき成長産業育成・

雇用創出プロジェクト推進費、並びに、めくっ

ていただきまして40ページになりますが、（事項）

みやざき地方創生若者定着促進費、この２つの

事項につきましては、常任委員会資料で御説明

したいと思います。
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委員会資料の18ページをお願いいたします。

みやざき成長産業育成・雇用創出プロジェク

ト推進費であります。

事業の目的としましては、平成25年度からフ

ードビジネスをテーマに厚生労働省の戦略産業

雇用創造プロジェクトに取り組んでまいりまし

たが、来年度からはフードビジネスに加え、本

県の成長分野である医療機器、輸送機器、木材

・バイオマスを取り込んだ新たな構想を再提案

し、県内産学金官が連携し、対象分野企業の事

業拡大を支援することで、雇用の創出と産業の

育成を図るものです。

２の事業の概要でありますが、予算額は７

億2,619万7,000円でありまして、国庫補助金を

活用します。事業期間は３年間となります。

事業内容につきましては、①の、みやざき成

長産業育成プラットフォーム構築事業等により、

支援体制の整備や分野別にアドバイザーなどを

設置します。

②の、みやざき成長産業雇用拡大・定着推進

事業では、商品開発や販路開拓等に取り組む企

業における外部専門家の活用、人材育成に関す

る経費を補助します。

また、③の、みやざき成長産業求職者支援委

託費では、求職者を対象としたマッチング支援

などにより就職支援を行います。

19ページにつきましては、今回の事業構想に

ついて、概要を図にしてとりまとめたものであ

ります。

次に、20ページをお開きください。

産業界や大学等との連携による産業人財育成

事業等であります。

事業の目的としまして、本県からの人口流出

の大きな要因の一つは、県外への大学進学や就

職であり、今後、地域や産業の担い手不足が懸

念されていることから、産業界や大学等との連

携による産業人財の育成に取り組むことで、県

内での若者の定着・確保につなげていきたいと

考えております。

２の事業の概要ですが、予算額としまして

は5,107万8,000円であります。このうち1,336

万4,000円が、歳出予算説明資料の（事項）みや

ざき地方創生若者定着促進費であります。残り

の3,771万4,000円が、先ほど説明しました国庫

補助事業の一部、再掲でございます。

事業内容につきまして、21ページをごらんく

ださい。

左から、高校、大学、企業・社会人という流

れで、若者の段階に応じて、宮崎で学び、働く

ことへの動機づけや、若者の育成・定着のため

の一連の事業を行います。

知る・気付くでは、宮崎をテーマとした事業

や啓発セミナーの実施により、宮崎で学び、働

くことへの理解を醸成します。

中ほどの、インターンシップ事業の充実によ

り、若者が県内企業を知る機会をふやしていき

たいと考えており、このほか上段にありますビ

ジネスプランコンテスト等の実施により、起業

家精神も学びます。

また、右側にあります、県内企業の中核人材

の育成のために、みやざきビジネスアカデミー

事業の一環として、県内企業で働く若手・中堅

社員を対象に、マネジメント講座等を実施する

こととしております。

これらの事業の運営につきましては、県内産

学金官が十分に連携して行うことが必要ですの

で、一番下の段にあります、関係機関で構成さ

れる産業人材育成プラットフォームで企画実施

いたします。

フードビジネス推進課の説明は以上です。
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○清山委員長 各課長の説明が終了しました。

質疑はございませんか。

○来住委員 総合交通課の予算書の30ページ、

高千穂鉄道の施設整理基金事業は、基金管理事

業と基金助成事業の、２つの事業があるみたい

ですが。先ほど説明があったんですけれど、少

し知りたいのは、この施設が不要だと認定をす

るのは、多分、沿線の自治体が不要だというこ

とで認定をされると思うんですけれど、例えば

今回、28年度に予算化されていて、不要と認定

される施設数は幾らなのかをまずお聞きしたい

と思います。

それから、沿線自治体に寄附されている施設

は、まだたくさんあるのかどうか、全体がどう

なのか。そして28年度に、不要、撤去しなきゃ

ならんと認定するものは、そのうちの幾つかと

いうのがわかれば、教えていただきたいと思い

ます。

○野口総合交通課長 旧高千穂線鉄道の不要施

設に関する御質問でございますけれども、ま

ず、28年度の施設数でございますが、予定とい

たしましては、延岡市の管内で、西延岡駅のホ

ーム、継電室といったものが１つございます。

それから、高千穂町の管内で、橋梁、第１高

千穂トンネルの入り口の封鎖といったものが予

定をされております。

なお、この事業につきましては、全体のお話

でございますけれども、平成23年度から平成32

年度まで、10年間で予定をしているところでご

ざいまして、先ほど申し上げましたように、平

成22年度に協議をして、計画をいたしました積

み立て計画及び処分計画に基づいて、年度ごと

に進めていくものでございます。

なお、撤去費用の総額で申しますと、トータ

ルで約12億円ということでございます。そのう

ち、平成28年度の鉄橋に係る予算額が、先ほど

申しました補助金額の4,824万2,000円を見込ん

でいるところでございます。

○来住委員 そうしますと、撤去等って書いて

あるもんですから、撤去するもの、ただ維持管

理をするもの、どういうふうに理解すればいい

のかなと思います。

全体として言えば、つまり、23年から32年ま

での約10年間の間に、12億ぐらいかかると理解

していいんでしょうか。

そうすると、全ての施設が撤去されるのか、

もしくは─県南の新しい議員でわからないも

のですから、もう少しわかるように教えてくだ

さい。

○野口総合交通課長 先ほど申し上げました撤

去等ということで、さきの4,824万2,000円でご

ざいますけれども、先ほど申しました高千穂町

と延岡市で計画されているものにつきまし

て4,524万2,000円、残りの300万円は緊急撤去、

例えば不要施設が何かの事情で被災等を受けて

応急処置が必要などといったもので、300万円と

いうのは、いわば予備費的に準備しているもの

が一部ございます。

それから、トータルで12億円ということで、10

年計画でやっておりますけれども、毎年度の見

直しの中で、各自治体から、この施設について

は何らかの利用をしたいという場合は、協議を

して利活用に回すこともございます。

先ほど申し上げたものは、平成22年度当初の

計画に10年間でつくり上げた計画ということで

ございます。

○来住委員 この事業は、まだ32年まで続くん

ですけれど、その費用は県だけで出すんですか、

それとも市町村も出すんですか。そのほかにも

まだ、例えばＪＲなんかは出すのか、もう少し
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そこを教えてください。

○野口総合交通課長 これにつきましては、毎

年度計画的に基金に積み立てているわけでござ

いますけれども、県と沿線自治体間で協議をし

た結果を踏まえまして、県が拠出割合の50％、

それから延岡市が25％、高千穂町が15.5％、日

之影町が9.5％。その割合で合計で、28年度で申

し上げますと、１億1,091万3,000円の基金の積

立額となっております。

○来住委員 もう一つ、中山間・地域政策課に

お聞きします。

新しい事業として、みやざきジビエ普及拡大

推進事業が始まるわけですけれど、事業内容が

３つあります。協議会の設置が一つ、それから

安全・安心の確立の事業、それから流通・消費

拡大とあるんですけれど、僕がわからないのは、

まず、新事業ですから、これから全く初めて始

まるのかなと。

多分、協議会は今から設置するんでしょうか

ら、具体的に今、その協議会設置のための予算

が幾らなのか。それから、設置はいつされるの

か。協議会の構成はさっき言われましたけれど

も、少しそこをわかりやすく説明していただき

たいと思います。

まず、そこをお願いします。

○石崎中山間・地域政策課長 協議会設置につ

きましては、予算といたしましては100万円を予

定しておりまして、これは協議会が構成される

委員の皆様の旅費や謝金、あと、事務に必要な

事業費等といったものを予定しております。

協議会の立ち上げにつきましては、できるだ

け早く行いたいと考えておりまして、年度当初

の立ち上げを目指しております。

また、構成委員としましては、現在、ジビエ

に取り組んでおられる処理施設の関係者の方、

猟友会、それから間に入って肉の卸し等をされ

ている方、飲食業関係団体の代表者といった方

々を予定しております。

○来住委員 イメージが湧かないんですけれど、

最終的には、例えば中山間地で捕獲するイノシ

シだとか鹿とかが現実に、それぞれの地域で屠

殺されて、それが１カ所に集まるものなのか、

それぞれの地域でそういう施設ができて、実際

に販売するコーナーができるのか。もう少し、

最終的にどんなものをイメージすればいいのか、

ちょっとよくわからないです。

○石崎中山間・地域政策課長 現在、捕獲鳥獣

につきましては、それぞれの市町村で捕獲され

て、主にその処理としては埋却処分をしたり、

一部については自家消費をしたり、あるいは処

理施設があるところは、そこで処理・加工をい

たしまして、一般の流通ルート、例えば物産を

取り扱う道の駅とかで販売をしたりとか、飲食

店に卸されたりといった状況でございます。

今回の事業につきましては、まず、処理加工

施設としましては、やはりジビエとして活用す

るためには、とれたところから近いところで処

理をすることが必要と考えておりますので、取

り組もうとするそれぞれの地域で、処理施設が

運営されていくと考えております。

また、流通ルートにつきましては、現在は、

処理加工施設がそれぞれルートを探して供給し

ている状況にございますけれども、今回の協議

会を含めまして、今回の事業では、ある程度、

そういった流通の実態を把握して、処理・加工

された肉と、実際の需要が飲食店等にもなりま

すので、そういったところのマッチングシステ

ムといったものを構築したいと考えております。

その結果、県内あるいは県外の飲食店等で、

宮崎のジビエの肉が使われる。あるいは加工さ
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れたもの、鹿のジャーキーとかそういったもの

もございますけれども、そういったものが、道

の駅等で販売されるといった流れで、川上から

川下までといいますか、現在の課題を把握した

上で、一貫した体制を構築することを検討して

いきたいと考えております。

○来住委員 済みません、もう一つ。

この前、テレビで、昼の時間じゃなかったか

な、ＮＨＫで、実際に鹿を捕獲して、その場で

処理されてるのがテレビに出ていましたけれど。

今、現場で処理する施設が幾つあるのかわかり

ませんけれど、これから事業として、例えば、

うちの地域でも処理施設をつくりたいというよ

うな相談があって、そういう施設をつくるのに

は、いろいろノウハウも必要でしょうし、資金

も要るんでしょうけれど、そういうものに対す

る支援とかも考えていらっしゃるんでしょうか。

○石崎中山間・地域政策課長 実際の施設整備

に当たっての支援等に関しましては、例えば農

林水産省の交付金、鳥獣被害対策に関する交付

金等も活用できますし、あるいは、商工業関係

のものづくり事業というものがございますが、

やはりそういった面も活用できるということで、

そういったものもあわせながら支援していきた

いと考えております。

○清山委員長 ほかはございませんか。

○丸山委員 予算説明資料の29ページ。総合交

通課に鉄道関係のことでお伺いしたいんですけ

れども。鉄道の日豊本線、吉都線、日南線を含

めて利用率が下がってきている、人数が下がっ

てきているんじゃないのかなと思っているんで

すが、今、どのような状況なのか、また、利用

促進をしっかりやっていかないと、乗って残す

運動もしっかりやっていかないといけないと

思っているんですが。その辺の取り組みもこの

中に入って─先ほど日南、「海幸山幸」を利用

しているとあったんですが、それに伴って、ど

のような形で県として維持していきたいかを、

ＪＲとどのように協議しているのかを含めて、

ちょっとお伺いしたいと思っております。

○野口総合交通課長 鉄道の利用につきまして

は、ごらんのとおり厳しい状況が続いておりま

して、昭和62年度の民営化以降とで比較します

と、吉都線、日南線は、当時のほぼ半分、ＪＲ

日豊線につきましては、空港連絡鉄道等が一定

の効果がありますので、ほぼ横ばいとなってき

ております。

そうした中で、特に吉都線、日南線につきま

しては、やはり非常に厳しい状況にございます

ので、利用促進団体、吉都線も日南線もござい

ますけれども、そちらと連携をして、いろいろ

なイベントですとか、利用促進につながるＰＲ

活動、または駅の清掃活動といったものに対す

る補助を行っているところでございます。

また、あわせまして、「海幸山幸」という、１

つの観光列車が大きな武器になっておりますの

で、そういったものを活用した取り組みを進め

ているところでございます。

そういった取り組みを私どもとしてはやって

おりますけれども、やはり当然、ＪＲの協力と

いいますか理解が必要でございますので、協議

会ともども要請は行っているところで、維持な

り、例えば観光列車等々の導入といいますか、

そういったものにつきましても要望を行ってい

るところでございます。

○丸山委員 もう余りにも少ないと、ＪＲとし

ても赤字が大変だと、今でも多分、吉都線、日

南線、非常に赤字が大きいと思っているんです

けれども、肌感覚でどれくらい赤字が出ている

か、データがあれば教えていただきたいかなと。
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なければ仕方ないと思っていますけれども。

○野口総合交通課長 恐縮でございます。デー

タを持ち合わせておりません。

○丸山委員 わかりました。なら、それはいい

です。

あと、説明の中で、新幹線の報告会を、この

中で50万程度計上しているということだったん

ですけれども、どのぐらいの会場を考えている

のか含めて、どういう形で説明会を開こうとさ

れているのかを教えていただくとありがたいと

思います。

○野口総合交通課長 まだ具体的にということ

じゃないのですけれども、例えば、県内何カ所

かにおきまして、市町村ともいろいろ相談をさ

せていただきながら、市町村の方、それから地

元関係団体の方、県民の方にお集まりいただく。

そういった会場の借り上げ費、関係資料の印刷

費といったものの事務費を計上しているところ

でございます。

○丸山委員 今後、どういった報告書が上がっ

てくるのか、非常に我々も楽しみにしながらと

言いつつ、恐怖も感じながら。これはしっかり

と今後、議論をしていきたいと思っています。

このことについては、これ以上は申し上げませ

んけれども。

続いてお伺いしたかったのが、全体的な話。

まず、総合交通課に、今度、新規で上がってい

る、世界とともに成長するみやざき双方向交流

事業とか、先ほどのジビエの普及とか、農山村

の14ページ、15ページの事業も含めてなんです

けれども、単年度で終わっていまして、本来な

ら、これを見て、何となく１年では絶対終わら

ない、完結しない事業のはずなのに、予算上仕

方なくこういう形をしているのかもしれません

けれども、これで本当にいいのかなというイメ

ージを持っているんですが。予算の関係があっ

て、国の地方創生交付金がないかもしれないか

ら、１年しかできないとかいうことかもしれま

せんが、地方創生のトップランナーになるため

だったら、絶対、最低３年ぐらいは、やらなく

ちゃいけない事業に思えるんですよ。

単年度になってしまったのは、何が原因なの

か。ただ単に予算だけの話なのか、もうちょっ

と３年ぐらいじっくりかけて構築していかない

と、多分、目標を達成しないんじゃないかなと

思って。

１年になった理由をまずお伺いできればなと

思っているんですけれども。

○野口総合交通課長 「世界とともに成長する

みやざき」の事業で御説明申し上げますけれど

も、委員、まさにお話のとおり、この事業、地

方創生交付金、２分の１の事業を活用してとい

うことで、結果、単年度となっております。お

話のとおり、この事業、中身としては、28年度

で、今、協定が結ばれていますので、それをさ

らに充実させていく。

それから台湾、香港につきましては、まだ今、

具体的にありませんけれども、そういった何ら

かの連携ができないかを模索していく、そういっ

た事業であります。

当然、流れとしては、翌年度以降に何らかの

形でつなげていく必要があるものと思っていま

すので、そこにつきましては、今回の28年度の

事業の進捗等を見ながら、翌年につきましても、

また検討してまいりたいと考えております。

○石崎中山間・地域政策課長 中山間・地域政

策課関係の事業につきましても、先ほど総合交

通課長の説明があったように、28年度は、財源

等の関係から単年度としておりますが、継続的

な取り組みをしていかなければいけない事業で
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ございますので、そこは、国の事業、あるいは

県の事業等々の活用など、財源を確保しながら、

継続的に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

○丸山委員 ぜひこれ、単年度で絶対に終わら

ない事業だと思いまして。トップランナーにな

るんだったら、何が何でもやるんだという意気

込みをもう少し、もっと財政サイドにも言って

いただいて。そうすることによって、県民も安

心するし。実際、民間が動かないと、結局だめ

だと。民間を本当に動きやすくするために、そ

ういったことを踏まえながら、しっかりやって

いただきたいかなと思っております。

その中で、具体的にお伺いしたいのが、総合

交通課の「世界とともに成長する双方向交流事

業」についてなんですけれども、何年後かわか

りませんけれど、韓国、台湾なんかと交流して

いる人口が、今、どれくらいあって、どれくら

いまでしていきたいというような、具体的な目

標数値があれば教えていだきたいのと。

先ほど何か双方向に交流するために、いろん

な助成制度をつくりたい、団体旅行とかよくあっ

たと。これまでもあるんですが、それ以上に、

もっと付加価値の高い仕組みをつくっているの

か、もう少し具体的に交流促進をやろうとして

いるのか、事業の細かいことを教えていただく

とありがたいかなと思っております。

○野口総合交通課長 委員御指摘のとおりでご

ざいまして、一般的に申し上げますと、今、韓

国、台湾、香港からの海外からのいわゆるイン

バウンド、日本に見えるお客様というのは、非

常に円安等の効果もあって、年々ふえてきてお

ります。

一方、日本から出ていく観光客等につきまし

ては、もちろん観光につきましては、いろいろ

政治的な状況もございますけれども、ふえてい

ない、近年ではちょっと減少しているところで

ございますので、そういったところをインバウ

ンドにつきましては引き続き伸ばしていく、ア

ウトについては、何とかふやしていく努力が必

要だろうと思っております。

そういった中で、トータルにつきましては、

宮崎空港の利用客数、利用数の増加ということ

で、これはまち・ひと創生のＫＰＩ、そちらの

計画で上げておりますけれども、例えばそうし

た中で、そういった目標を達成するために、イ

ンバウンドでいいますと、自転車やマラソンな

どの文化・スポーツ交流といったものが、日本、

宮崎とも共通の部分がございますので、そういっ

た旅行者に対するプロモーション、あるいは現

地でメディアを活用したＰＲ、旅行商品の造成

支援等につきまして、今後、旅行業者等々と相

談をしながら、つくり上げることができていけ

ればと思っておるところでございます。

また一方、アウトバウンドにつきましても、

なかなか現状ではいろいろ厳しい状況もござい

ますけれども、やはり韓国、台湾、香港、せっ

かく宮崎空港から直行便が出ておりますので、

そこのところをさらに知っていただいて、当地

の魅力を知ってもらって、ぜひ行ってみたいと、

そういう機運醸成のための県内でのイベント開

催、メディアを活用したＰＲ等、これは非常に

今もやっております。なかなかこれだという決

め手がないのが正直でございますけれども、そ

ういった取り組みを地道に進めてまいりたいと

思っているところでございます。

○丸山委員 この文を読むと、韓国・ソウルと

の間に姉妹提携がない自治体として、東京、北

海道に次いで３番目となったのは、非常にあり

がたいことであると載っているんですが。どこ
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の県も、物すごく国際空港─那覇に聞きまし

たけれども、那覇空港はすごく広がっていて、

もう受け入れられないぐらいの方々が来てい

らっしゃるものですから。宮崎空港と、これだ

け差があっていいのかというぐらい。ほかの地

方空港も、恐らくいろんなところにアプローチ

をかけながら、海外にインとアウトもやってい

ると思うので、これで多分、宮崎空港は負けて

しまうんじゃないかと心配で。

今回、このような事業を立ち上げられる、何

かきらりと光るようなものが、もう少し足りな

いんじゃないかなと思っていまして。

やはり何か今までやったことをただ引き続き

やられるような形にしか見えないものですから、

何かもう少しないのかなと。

特にアウトに関しても、何かちょっと足りな

いなと。インに関しても、改めて自転車とか文

化とか、そういうプロモーションをやっていく

ということだけで、何かこれでは、宮崎は他県

からしたときに、負けてしまうんじゃないかと

危惧していますので。本当に民間に力をかりる

ようなことを考えないと、恐らく行政だけで考

えてしまうとだめだし、空港ビルだけ考えても

だめだと思うし。全体的に考えていく。

例えば、南九州で一緒に取り組んでいくとか

ということも含めて考えていかないと、我々、

観光議連は南九州関連とかよくやっていたりす

るもんですが、その辺も含めてやっていかない

と、多分、宮崎だけひとり勝ちというのは、ま

ず無理な形だと思っているんですが。南九州関

連ですることも踏まえているのか、どういう考

え方でやっているのか、もう少しお伺いできれ

ばなと思います。

○野口総合交通課長 まさに南九州一体という

御意見は、本当にそのとおりだと思っていまし

て、特に観光という面では、私ども商工観光労

働部とも連携した事業ということで、この事業

を進めていく必要があると思っていますけれど

も、台湾線は鹿児島と宮崎空港の出入りであり

ますし、香港線につきましては、それに熊本を

含めて出入り、毎日、就航されておりますので、

そういった２県、３県での連携した観光プラン

等につきましても、観光部局と連携をして進め

てまいりたいと考えております。

○丸山委員 できれば、そのインとアウトに関

しても、こうしたいという目標を、３年ぐらい

でこうしたいという、しっかりとしたメッセー

ジを県民に出すことも必要だろうと思うし。で

きれば南九州一体となって、それにインとアウ

トをどういうふうに伸ばしていきたいという

メッセージも含めて、目標をばちっと出してい

ただくことも、１つの戦略につながっていく、

また、県民にも関係していくことになっていく

と思っていますが、目標設定はできないんでしょ

うか。

○野口総合交通課長 目標としては、商工観光

労働部のほうでグローバル戦略、東アジア戦略、

そういったものに基づいてやってきております

けれども、委員御指摘どおり、そういったもの

を受けて連携をした形で、しっかりとしたメッ

セージを。それから、きらりと光るものという

お言葉をいただきましたけれども、それにつき

ましては、難しいですけれども、大変重要な課

題と思ってまして、商工とも連携しながらつく

り上げてまいりたいと思っております。

○星原委員 関連なんですけれど、この「世界

とともに成長するみやざき」という言葉を使っ

て、総合政策と商工の絡みだとは思うんですけ

れど、これまでも韓国、それから台湾、香港も

昨年、定期便を飛ばし出した。
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外国とつき合うために、何が課題で、どうい

うふうにすればいいかというまず基本的なとこ

ろがちゃんと出てこないといけないと思うんで

すよ。

これまでは、多分、それぞれの国に行って宮

崎物産のフェアをやったり、あるいは向こうサ

イドの旅行者等に補助金を流すことで呼んでい

るような形になるんですよ。

もうあくまでも最初の段階はそういうことだ

けれど、じゃあ、それが済んで、２年、３年たっ

たら、人脈というか、人間関係をどうつくって

いったらいいか、その次を考えていかないと。

補助金を出せば、これだけもらえればとかいう

話で、旅行者はきますよ。でもそうすると、国

内の補助金合戦になってしまって、補助金が切

れたときは、ほかのところに送り出していくわ

けです。

そういう形にならないために、じゃあ、物産

をやったときのフェアでも、韓国の人たちはど

ういうものを求めているのか、台湾の人はどう

いうもの、香港の人はどういうものを求めてい

るかを、そういうときにちゃんと調査して、じゃ

あ、どういうふうに国県内のいろんな参加企業

なんかが、そういうところとの交流ができる、

あるいは長続きしていろんな形でやっていける、

そういうものを一つ一つちゃんと見抜いて、そ

して商工との連携なんでしょうけれど。そうい

うところ、どうやって役割を─もう我々から

見ると、商工とか総合政策とか関係ないわけで

すよね。東アジアなら東アジアと宮崎との関係

がどう深まっていくかということになると思う

ので。そうなって分けていくと芸術文化のつき

合いもある、あるいはスポーツのつき合いもあ

る、あるいは教育委員会サイドになると、姉妹

校とか修学旅行とかそういういろんなこともあ

るでしょう。

そういうものをそれぞれのところに、こうい

うことにしたらどうだということを皆さん方の

総合政策の中で、今回、こういうことを取り組

むんだったら、それぞれ関係のところに、そう

いう輪を広げていくためのいろんな予算が要る

んなら、皆さん方の取った予算の中からそうやっ

ていくというのもあるでしょうし、事業をつく

らせてやるのもある。

そうやって、今の丸山委員が言ったように、

目標の数字とか、そういったものを掲げながら、

向こうからのインのほうは、そういうことでい

いんでしょうけれど、じゃあ、アウトに対して

もどうやっていく、それがいろんな関係で人脈

づくりだと。

要するに、農業関係だったら農業関係のつき

合いをやる、企業関係だったら企業、あるいは

学校とか、それぞれいろんな、我々も議員同士

で、向こうの議会との連携をとるとか、やはり

いろんなことがあると思うんです。

そういうのを細かく分けていって、じゃあ、

こういうふうに持っていって、相手の懐の中に

入っていくんだというものをトータルで、やは

り宮崎が、じゃあ、韓国のところ、韓国も広い

わけでして、台湾でも広いわけで、そういうと

こにどうやって取り組んでいくのかっていうん

じゃないと、こういう何とかレイアウト、名前

は掲げていても、本当に、実がなるところまで

持っていけるのかなという気がするんですよね。

相手の台湾でも韓国でも、日本の47都道府県

からアプローチが来ているわけですから、その

中で、じゃあ、宮崎がどういうもので、どうい

うつき合いをしていくことがいいかっていうの

は─一つは、それぞれ皆さん方、担当も３年

で異動していくものだから、相手の国に行って、
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もう３年が過ぎて、もう異動になって、また新

たな人になっていきますよね。

やはり本当に、しっかりした人脈をつくるに

は、ある程度、異動のことやらもひっくるめて、

それぞれのところと計画を立ててやらないと、

この金を使って事業をやるんですよね。だけれ

ども成果がどういう形で─今まで過去何年も

前に定期便が飛んでいるわけですから、もうそ

ういう方向性は出ているわけですから、あとは

成果をどうやって出していくかというところに

来ていると思うんですよ。

その成果を出すためには、それぞれどういう

ふうに対応していくかを決めとかないと、毎年、

金を使って事業をこなすことはできるけれども、

成果が出てきているのかというと、その辺が読

めないんですよね。

やはりそこまで踏み込んでいかないと、なか

なかこういう海外との交流というか、そういう

のはうまくいかないんじゃないかなと思うんで

すが。その辺の基本的なところを決めるのは、

総合政策課の役割だと思うので、総合政策課が、

そういう役割をぴしっと、各部あたり関係する

ところに、事業に対してもこうやっていかなく

ちゃだめだということで、まとめるところじゃ

ないかなと思うんですが、その辺はどうなんで

すか、部長。

○茂総合政策部長 国際航空路線の関係ですけ

れど、まずアウトバウンド、こちらから海外に

行くほうの話は、本県の県民の方は、海外に行っ

たことがない人が、かなり多いんですよね。

ですから、これは一度、何かのきっかけで海

外に行っていただけると、ちょっとハードルが

低くなって、２回、３回と行っていただける。

はっきり言って、東京に行くよりも、台湾は、

観光費とかが安いわけですし、異文化に触れる

いい機会ですので、いろんな国民感情があるか

もしれませんけれども、その垣根を乗り越えて

いければ、新しい展望が開けてくるんじゃない

かなと思います。

一方では、インバウンドのほうですけれど、

台湾とか香港のお客さんは、もう年に何回も来

られる方もいられるぐらいで、非常にリピータ

ーが多いと。日本が一番の行きたい国だという

話を聞いています。

その中で、従来ですと、観光、あるいは物産

という切り口でしたけれども、さっき、星原委

員がおっしゃるように、スポーツとか文化を初

めとした人とのつき合い・交流は、非常に大事

だと思います。やはりリピーターを生む一番大

きなきっかけじゃないかなと思っていますので、

そのあたり、全体を見ながら、我々、総合政策

部が一生懸命、全体をリードしながら、総合交

流の拡大ということで力を入れてやっていきた

いと思います。

○星原委員 確かに台湾を例にとれば、台湾か

ら日本に来ているのは400万以上なんですよね、

日本から台湾に行っているのは130万かそれぐら

いだと。台湾は、人口でいけば５分の１なんで

すよね、相当開きがあるわけですよ。

だから、１つのアイデアとして、やはり宮崎

が本当に海外とつき合いをしてくなら、前、知

事が100万泊運動なんていうことで掲げましたよ

ね。あれと一緒で、県民みんながパスポートぐ

らいは持っていると。じゃあ、とるために、少

しそういう形で補助金でも出して、全県民がパ

スポートを持とう運動とか、何かそういうこと

でもやって興味を引いて海外に行くとか、何か

やはり知恵を出さないと、言葉だけでは、なか

なか結んでいかないんじゃないかなという気が

するんですよ。



- 73 -

平成28年３月９日(水)

やはり１回でも行くと、また違う刺激を受け

て、リピーターとかそういったものが生まれる

わけで。ぜひイン・アウト両方でやろうとすれ

ば─この中で、全員、みんなパスポートを持っ

ているのかどうかわかりませんけれど、やはり

パスポートは、まず持たないといけないわけで、

そういう運動の展開とかで興味を持たせていく

ことも取り組まないといけないんじゃないかな

と思うんですが、どうでしょうかね。

○茂総合政策部長 これについては、うろ覚え

ですけれど、以前、一定期間を区切って、パス

ポートを初めてとる人に一定の補助をした時代

があったような気がするんですけれど。私は、

おっしゃるとおり、最低限、皆さんがパスポー

トを持つということは、取っかかりとしては大

事じゃないかなと思います。これについては、

また、関係各部でいろいろ議論をしてみたいと

思います。

○坂口委員 野口課長のところで、例の東九州

新幹線調査関係。陸上総合交通網整備の中から54

万で、さっきのような説明会とか意見交換をや

られるとなったんですけれど、いずれにせよ、

本県としては、これまでいろんな話が出ていま

すように、考えるべきケースっていうか、検討

すべき事例というのが幾つかありますよね、や

らないのを含めて。

そういったものを比較しながら説明しないと、

今度の調査結果だけで説明しても、比較するも

のがなければ、県民は判断材料がないと思うん

ですよ。そして、質疑すべきポイントもわから

ないと思うんですね。

そういった中で、詰めていこうとしたら、次

のどういったものをやられるかわからないけれ

ど、ここで出た話としては、南から宮崎に上げ

てくる線とか、八代からの線とかはやらずに、

ほかの日豊線の高速化なり何なりを取り組むケ

ースとか、そういったものの幾つかの最低限必

要な選択肢を示して協議しないと、余り意味が

ないんじゃないかなって。判断材料が、どなた

にもつかないんじゃないかなと思うんですけれ

ど。

28年度あたりに、優先すべき検討すべき事例

に対して、調査とか検討の経費は計上されてい

るんですかね。詳しい説明は、今度の調査が出

てからあると言われるんですけれど、そのとき、

議案は採決が終わっていますから、あえてきょ

う、聞いとかざるを得ないかなと思っています

けれど。

○野口総合交通課長 新幹線に関しましては、

先ほど申し上げました報告会の開催のための事

務費のみの計上でございまして、その後の、例

えば想定される調査等についての計上はござい

ません。

比較という御指摘がございましたが、重要だ

と思っております。今回、私どもが、この50万

で想定しておりますのは、今般の調査結果をま

ずお知らせをする、説明するといいますか、そ

れについて御意見をいただく、そういったこと

を想定しているところでございます。

○坂口委員 それはそれでやる価値はあると思

うんですね。

ただ、それだけじゃ、どうなのかっていうと

ころに行き着かないと思うんですね。さっきの

説明は54万だったですかね。

今度は、東九州の期成会、協議会ですか、そ

この負担金なんかも必要になってくるんじゃな

いかと思うんですね。そこの協議会はまだ残っ

ていくわけでしょうから。

すると、そうなったとき、果たしてこれで、

県民なり自治体なりが、その説明会場に出向い
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ていって、そこで満足できるような説明が、果

たしてできるのかということと。それと、ふう

ん、そうなのかって、それなら、もう何か印刷

物１枚いただいとけばよかったですねっていう

域を出ないんじゃないかなっていう気がするん

ですね。

どんなぐあいに判断させよう、やはり調査結

果がこうでしたって、それはいいよなとか悪い

なっていう判断までは、そこに参加する関係者

が判断できるところまで行かないと、説明会で

単なる一方的な説明に終わってしまいそうな気

がするんですけれど。今後の展開はどうされる

のか、ちょっと見えないんですよね。

○野口総合交通課長 今、想定しておりますの

は、報告をさせていただいて、いろいろな御意

見を出されるかと思っております。

それを踏まえて、それはその後の検討になる

かとは思っているんですけれども、それをいた

だいた後に、じゃあ、どういうふうにしていこ

うかということは、また、その後の検討になる

のかなと思っておりまして。まずは説明をしっ

かりして、調査に関しての御意見等をいただき

たいと、今のところは想定をしているところで

ございますけれども、いろいろ御指摘いただい

ておりますので、そのやり方等については、ま

だ今、がっちり固めているわけではございませ

んので、検討させていただきたいと思っており

ます。

それから１点、ちょっと別な話になりますが、

期成会、予算の関係でちょっとお触れになりま

したので、これ、各県５万円ということで、さっ

きの50万とは別に、毎年５万円ということで負

担金を予算化させていただいております。

○坂口委員 執行部の今後のスケジュールが、

それなりに想定されていて、もう１つの流れか

もわからんですけれども、期成会の中での宮崎

県の立ち位置っていうものが今度は出てくるも

ので。だから、どうしてもそこで比較すべきも

の、そして決断につながるものがないといけな

い気がするもんですから。これはまたぜひ今後、

検討をお願いしておきます。どっちにしても報

告を聞いてみないとわからないけれど、やはり

みんなが心配するように、それいけっていう調

査結果は、今度の、特に東九州の北回りルート

では期待できないと思うんですね。

次の準備が要ると判断されれば、補正ででも

調査をやるぐらいのことが必要じゃないかなと

思うんですけれど。お願いをしておきます。

○満行委員 予算書33ページの「ネットワーク

で明日に繋ぐ！宮崎ひなた生活圏モデル構築事

業」。まず、２地区モデル、どことどこを想定さ

れているのか教えていただけませんか。

○石崎中山間・地域政策課長 現在、例えばそ

ういう交通関係に取り組もうとしている市町村、

例えば西米良村とか、今、客貨混載に取り組ん

でおられます。

そういったところに今、意向調査をかけてい

るところですが、現在、６市町村から予算化さ

れれば、取り組んでみたいという意向が寄せら

れております。その中から選定するということ

を基本的には考えております。

○満行委員 ２つの事業、ひとのネットワーク、

むらのネットワークっていうことで、この絵を

見てもよくわからないので、もうちょっと詳し

く教えてほしいんですけれど。ひとのネットワ

ークが、一番よくわからない。

これ、右の絵でいくと、６番目の、地域のさ

まざまな団体・機関の相互連携をやること、２

番の見守りサービスとかかなと思いますが。２

地区なので3,800万の半分ずつ、1,900万ずつぐ
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らいだろうと思うんですけれど。まずは、ひと

のネットワークっていうのは、どういうことを

想定されているのか。

また、むらのネットワークっていうのは具体

的に、ここでいくと、道の駅とか使われている、

これなのかどうなのかよくわからないので、も

う一回、そこあたりを詳しくお願いいたします。

○石崎中山間・地域政策課長 この事業は、２

つで構成しておりますけれども、まず、ひとの

ネットワークの関係が予算として1,600万円で、

新たな交通・物流ネットワーク構築で6,000万

円、それぞれ２カ所で予定しておりますけれど

も、まず、こういった取り組みをやっていくに

当たってなんですけれども、これは当然、行政

とか交通事業者だけではなくて、その地域の住

民の皆様が、本当にどういうところで困ってい

るのかを十分把握することが必要でございます。

また、今回は、交通・物流ネットワークとやっ

ておりますけれども、この地域の生活圏を維持

していくためには、今後、その交通関係だけで

はなくて、例えば福祉的な面はどうなのかといっ

たような、幅広い取り組みが求められます。

そういった意味で、まず最初に、住民、ある

いは地域の民間企業、交通事業者、あと行政等

が集まって、事業の推進等についての共通な理

解を形成するとともに、必要な実態ニーズ調査

等を行っていくのが、ひとのネットワークをつ

なぐというところでございます。

新たな交通・物流ネットワークにつきまして

は、そういった話し合い等も通じて、例えば、

今は人の移動だけでもコミュニティバスがござ

います。あるいは福祉事業者が、その施設の送

迎等をやるために運行しているようなものもご

ざいます。そういったいろんな手段がある中で、

ばらばらではなくて、どう組み合わせていけば

いいのかといったようなことも、このひとのネッ

トワークで話し合った上で、じゃあ、こういう

形でやりましょう、実証的に例えば車を運行さ

せてみましょうといったような、実際の実証に

必要な車両の改造とか施設の改造等を、ものの

ネットワークで支援していきたいと考えており

ます。

○満行委員 わかったようなわからんような。

35ページ、水力発電施設周辺地域対策事業。

市町村は10とおっしゃったですか。この周辺自

治体を教えていただきたいと思いますが。

○石崎中山間・地域政策課長 この対象になる

市町村は、県内16市町村でございます。主に、

ダムとか水力発電所等が所在している地域、あ

るいはその周辺の市町村ということになってお

ります。

○満行委員 これは、発電所だけじゃなくて、

ダムも対象ということですか。

○石崎中山間・地域政策課長 そういったよう

な水力発電に関連する施設の所在市町村という

ことになっております。

○満行委員 一番大きいところは、どのぐらい

の交付になるんでしょうか。

○石崎中山間・地域政策課長 県内16市町村の

うち、これは市町村ごとに交付額は限度額が設

定されますけれども、27年度の状況でいいます

と、最高が椎葉村で約2,500万円の交付金の限度

額ということになっております。

○満行委員 ありがとうございます。

○清山委員長 ちょっと休憩を挟んでもよろし

いですか。午後１時から再開いたします。

暫時休憩といたします。

午前11時58分休憩

午後０時58分再開
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○清山委員長 委員会を再開いたします。

休憩前に引き続き、第２班の審査を続けます。

○新見委員 確認だけさせていただきたいんで

すが、歳出予算説明資料の30ページ、一番上の

新規事業「特定鉄道等施設耐震補強事業」。先ほ

どの説明では、緊急輸送道路と交差するところ

というような説明でしたが、県内には、こういっ

た箇所は何カ所ぐらいあるんでしょうか。

○野口総合交通課長 数字を申し上げますと、

県内の６市、宮崎、都城、延岡、日南、小林、

串間におきまして、13カ所が予定されておりま

す。

ちょっと詳しく説明を申し上げますと、これ

は南海トラフ地震等によります、かなりの強い

揺れが想定される地域内にあって、緊急輸送道

路と交差または平行する鉄道橋梁の耐震補強に

要する経費ということで、国、それから地元市

とともに補助をする事業でございます。

○新見委員 今回、県の予算、1,000万ですけれ

ど、今回は何カ所ぐらいなんでしょうか。

○野口総合交通課長 県内６市13カ所、合計で

総事業費が6,000万でございます。そのうち事業

者が３分の１で、国が３分の１、県と地元市で

合わせて３分の１、それを半々にいたしますと、

県としては６分の１ということになります。

○新見委員 28年度でこの事業は完了というこ

とですか。

○野口総合交通課長 はい、そのとおりでござ

います。

○新見委員 わかりました。結構です。

○丸山委員 34ページのふるさとづくりの推進

事業のマル改の４番、地域づくり人材育成ネッ

トワーク事業のことなんですけれども。県内に

いらっしゃる地域おこし協力隊のネットワーク

なんかをやっていきたいということだったんで

すが、地域おこし協力隊も、たしか３年という

時限があって、もうそろそろ一番最初に来られ

た方々は、そういう時限になってしまうから、

そういうネットワークを組もうということだと

思っているんですが、実際、仕事が切れると非

常に厳しいということも考えていらっしゃると

思うんですが、まずは全体的に、今、何人ぐら

い地域おこし協力隊がいらっしゃって、平成28

年に時限が切れる方が何人ぐらいいらっしゃる

か把握されていれば、お伺いできればなと思っ

ているんですが。

○石崎中山間・地域政策課長 地域おこし協力

隊につきましては、現在、42人が導入されてお

ります。

25年度に最初に採用された方が、平成28年度

内で３年でございますので、９名、任期を迎え

られるということになっております。

○丸山委員 もう既に切れられた方もいらっ

しゃるということでよろしいでしょうか。

○石崎中山間・地域政策課長 導入以来、既に

任期を終了された方、あるいは途中で諸事情で

おやめになった方、これまで18名いらっしゃい

ます。そのうち県内に定住されている方が10名

ということで、率にしますと55.6％。全国的に

は総務省が６割程度と言っておりますので、全

国と同程度の方々が、県内に任期終了後も定住

されておられるという状況でございます。

○丸山委員 できれば、せっかく来ていただく、

移住っていいますか、定住し続けることが大き

いと思っているんですが、残念ながら約８名の

方が宮崎を離れたところでありますが、それを

分析していただいて、できるだけ、ほかの仕事

に移行するなり何らかのフォローアップを、市

町村と組みながらしていくことによって、宮崎っ

て、やはりいいところだったというような、口
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コミじゃないけれども人脈づくりで、定住、移

住にもつながっていくような形をとっていただ

きたいと思っているんですが。今回のネットワ

ーク事業をすることによって、具体的に、今、

国で約５割ぐらいが定住して、５割は大体戻ら

れるということを考えて、ぜひ宮崎は100％定住

にしたほうがいいのかなと思っているんです。

何かそういうことを含めて、このネットワー

ク事業を構築していくようなメニューといいま

すか、市町村とか連携しながら、どんなことを

具体的にやっていくようなことを考えているの

か、教えていただくとありがたいかなと思って

おります。

○石崎中山間・地域政策課長 この事業におき

ましては、先ほどの協力隊関係以外にも、地域

おこし団体に対する支援によりまして、そうい

う人材育成といったものを目標にしております。

そういった中で、例えば協力隊と、そういっ

た地域づくり団体との皆さんの交流の場をつく

るといったようなことも計画しておりますし、

地域おこし協力隊に対する研修をどういった感

じで、どういったふうに業務に当たっていけば

いいのか、また、なかなか実際に市町村には相

談できないような悩みをお伺いするといったこ

とも含めて、やはり地域おこし協力隊、定住と

いうものを意識して、できれば100％を目標にし

て、サポートをしていくことを考えております。

○丸山委員 ぜひ言葉だけじゃなく結果を出し

ていただいて、今後、さらに28、29、30年、ど

んどん任期が切れる方がふえていくということ

が明らかにわかっていますので、しっかりと取

り組んでいただきたいと思っております。

あと、35ページの土地調査費2,000万余で、こ

れも、何回か話をしているんですが、295地点っ

ていうことで、同じような事業を国か別な機関

がやっていて、何かちょっとおかしい、何かもっ

たいないですよねっていう話を何回かさせてい

ただいて、できれば調整しますということで、

結局、またことしも同じように、2,000万近くの

税金が使われるということであって。これを本

当に生かしたのかなというときに、生かされて

いるのかもしれませんけれども、重なっている

ことも、結構、多いようなことがあって、でき

るだけ解消してほしいというお願いもしている

んですが、その辺はどのようになったかを教え

ていただきたいと思います。

○石崎中山間・地域政策課長 地価調査につき

ましては、委員からも、たびたび御指摘いただ

いております。

都道府県で構成する協議会では、国土交通省

に対しまして、地価公示、国が行っております

が、それとの関係の明確化といったことを要望

しているところでございます。

ただ、この地価調査なんですが、例えば、国

税でやります路線間設定とか、市町村の固定資

産の評価といったものに、まず、地価公示を使

いますけれども、地価公示は、県内でも調査地

点が限られておりまして、それを補完するため

に、地価公示の調査地点がないところでは、地

価調査の結果を用いて、路線価の設定とか固定

資産の評価が行われております。

調査地点につきましても、地価調査のほうが

後から制度的にできましたので、できるだけ地

価公示と重複しないような形で地点を設定する

といったこともやってございますので、そういっ

た地価調査が果たしている役割、一般的な土地

取引所の指標だけではなくて、こういった路線

価とか固定資産の評価といったものにも使われ

ているということを勘案いたしますと、現行の

調査地点で28年度についても調査を実施したい
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と考えております。

ただし、先ほども申し上げましたとおり、都

道府県の協議会を通じて、国に対しては、そう

いった制度の役割分担といったことについても、

明確にするよう要望してまいります。

○丸山委員 基本的に重なっている、近くはあ

るかもしれんけれど、近くても、ほとんど１キ

ロ、２キロの差であれば、ほぼ重なっていると

認識をするものですから、その点を含めて何点

ぐらい重なっている点がある、何割ぐらいある

という認識をすればよろしいでしょうか。

○石崎中山間・地域政策課長 具体的に調査地

点が全く一緒というのは、12地点ございます。

１キロ単位といったデータを持ち合わせており

ませんけれども、例えば山間部の町村ですと、

全く地価公示の調査地点がないというところも

ございます。

また、地価公示、地価調査、両方あるところ

でも、地価公示のほうは、従来の役場周辺といっ

たもの、あるいは既存の商店街というところが

多くございまして、地価調査のほうは、その後

に開発された住宅地といったようなところもカ

バーしている状況でございますので、必要に応

じて設定をしているところでございます。

○丸山委員 ぜひ、12点が全く同じところであ

れば、これは速やかに何らかの調整をしていた

だいて。税金という部分を投入しての調査であ

りますので、やはり同じことをするのは、目的

がちょっと違うけれど、ほぼ同じような金額が

出ているはずだと思っています。それでも、物

すごくかけ離れた金額じゃないと思われますの

で、それも含めて、国とは、しっかりと調整し

ていただければありがたいかなと思っておりま

す。

○石崎中山間・地域政策課長 この制度は、も

ともと土地が高騰した時期等もございまして、

そういった土地の価格の動向を把握するといっ

た目的もございます。

重複している点については、地価公示が１月、

地価調査は７月ということで、半年ごとに把握

をするといったようなこともございまして、そ

の重複設定、特に地価が高いところ、高くなっ

たところというような設定になっています。

ただ、現在の地価の動向を見てどうかという

ようなこともございますので、先ほども申し上

げましたが、国に役割分担とかについて引き続

き要望していきたいと考えております。

○丸山委員 ぜひ、できるだけ速やかに調整を

していただくことをお願いします。

次は、この資料のほうで、12ページのジビエ

についてお伺いしたいんですけれども、まず、

基本的なこととして、13ページに、推定利用率

が、鹿、イノシシも５％と書いてあります。

これはもう全然、宮崎県内では、どの程度の

利用率か全くわかっていないのかを、まずお伺

いできればなと思っているんですが。

○石崎中山間・地域政策課長 現在、県内で利

活用されている頭数は、把握できておりません。

ただ、参考としまして、県内で、ある程度、

事業をやっていらっしゃる処理業者の数値を見

ますと、鹿で696頭、イノシシで162頭が利活用

されているということでございますので、恐ら

く実態としては、それを上回る数字が利活用さ

れていると考えております。

○丸山委員 先ほども料理屋さんとかいろいろ

連携して、うまく全体的に消費まで還元してい

くとか、また、いろいろこのジビエに関して、

有効活用することによって山村地域の所得の向

上につなげていきたいということが書いてます

が、どれぐらい引き上げるとか、もしくは、今
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が何％で事業率が５％だとした場合に、これを

年次的に引き上げていって10％、10年後には30

％引き上げていくことによって、中山間地域の

人たちの所得の向上になっていくんですよとい

う目標設定をしていかないと、流通のこともしっ

かりできないと思っているので。その辺の目標

設定は、もう少ししっかりやるべきだと思って

いますが、その辺はできないんでしょうか。

○石崎中山間・地域政策課長 県としては、28

年度から、その実態の把握も含めて事業を進め

ていくということにしております。

やはりその成果を具体的に示すものは必要だ

と考えておりますので、今後、検討を進めてい

く中で、そういったものも含めて考えていきた

いと思います。

○丸山委員 事業をしっかり立ち上げましただ

けじゃなくて、しっかり指針を決めていくと。

やはりそれをしていかないと、結果責任とか成

果が出ない。結局、頑張りましたでは、もう済

まされない形になってきていると思いますので、

そこをしっかりと目標設定値を出していただけ

ればありがたいのかなと思います。

続きまして、次の14ページで、私の地元も出

ているんですが、循環の事業、モデル地域で小

林と西米良をあげていただいているんですけれ

ども、具体的にはどんなことをやろうとしてい

るのかがわかっていれば、お伺いできればなと

思っているんですけれども。

○石崎中山間・地域政策課長 小林、西米良村

につきましては、地方創生交付金を活用しまし

て、今年度、企業と、あるいは住民へのアンケ

ートも行いながら、産業連関表を作成している

ところでございまして、もうすぐ最終的なもの

ができ上がる予定になっております。

28年度につきましては、そのフォローアップ

として、具体的にシミュレーションを行うよう

なソフト的なものもあわせてつくっております

ので、どういった施策を打った場合に、どういっ

た経済効果が出るのかといった分析手法につい

て、両２地区をモデルにして行いたいと。

結果につきましては、この県内の市町村とか

民間企業も含めた研究会をつくっておりますの

で、来年度も研究会の中でその成果を出しなが

ら、県内全域で、そういった経済循環といった

ものへの取り組みの促進等を図ってまいりたい

と考えております。

○丸山委員 経済循環イコール雇用とかという

イメージ、すぐ何かそういうふうに考えてしま

うんですが、そういうところまで含めて考えて

いるようなことが、モデルで出てくるように、

そういうシミュレーションをして、こういうこ

とを事業化すれば、また企業誘致までつなげて

いけばとか。もしくは先ほど言われたジビエも

含めて、こういうふうに活用していけば、こう

なっていきますよということが出てくるってい

うイメージでよろしいんでしょうか。

○石崎中山間・地域政策課長 県といたしまし

ては、この２地域におきまして活用した地方創

生に向けた取り組みというものが、具体的に施

策としてあらわれてくることを期待しておりま

す。

○丸山委員 ぜひモデルとして、しっかりした

結果を─まず結果じゃなくて恐らくデータ的

な数字だけになってしまうと思いますが、来年

度以降、民間を活用しながら、うまく動いてい

く形の事業展開をお願いしておきたいと思って

おります。

○清山委員長 ほかございませんか。

○坂口委員 委員会資料の17ページで、ちょっ

と補足して説明してほしいんですが。
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事業効果、事業後の③、道路交通法との関係。

ここはちょっとどの部分をどうやられるかがわ

からないから。全く別な部分かもわからんので

すけれど。

○石崎中山間・地域政策課長 ③の部分につき

ましては、現在、県内では、この過疎地有償運

送といったもの─。

○坂口委員 運送事業のことじゃないですね。

○石崎中山間・地域政策課長 運送事業ではご

ざいませんが、当然、運輸局等の認可を得て、

一定の条件を満たして、道路運送法上の条件を

満たして実施されるものでございます。

○坂口委員 現行の法律で一定の条件のもとと

なると、果たして、これ、大丈夫かなって気が

する。福祉タクシーなんかは、また別個で、こ

れは特定の人相手の特定の事業ということだけ

で。

あんまり詳しく把握していないんですけれど、

たしか国会あたりで、これから改正を上げる段

取りではあると思っているんですね。

ところが、やはりいろんな調整がついていな

いとも聞くものですから、そことの絡みが関係

はないのかなと思って。

○石崎中山間・地域政策課長 現在、国家戦略

特区の中におきまして、例えば過疎地等で外国

人が観光に訪れた場合、これまでできなかった

ものをのせられるようにしようといったものが

検討されておりまして、恐らく、今回の法律改

正において措置されると認識しております。こ

こで挙げている事例につきましては、現行の枠

内でやれるものでございまして、現に九州の中

で、長崎県において２件ほどＮＰＯが実施して

いる実例がございますので、本県においても、

そういった法的な面も十分クリアした上で、や

れると考えております。

○坂口委員 改正をやろうとして、今、やられ

たところですよね。最近になって、猛烈にタク

シー業界が反発してきたっていうことで、今後

の調整がちょっと必要になってきているから、

ちょっと見通しが危うい、まだはっきり見えな

い部分が出てきたかなとも思うんですけれども。

同様に、どこまで、これが現行の法律の中で

カバーできるのかわかりませんけれども、今、

例えば、地域のタクシーなんかは、ほとんども

う高齢者がお得意さんなんですよね。そことの

調整をしっかりやっていかないと、うまくいか

ない部分もあるんじゃないかとか思うものです

から。

それから、それをやるならば今度は有償です

から、当然、経営の見通しが、やはりかなり長

期的に見通せるというものを持っていかないと。

だからパイの問題ですね。そうなると、地域が

限定されやしないかとか、そこらをちょっと心

配したもんですから。当然、それはもう十分検

討された上での事業なんでしょうけれど、ぜひ

そこらをまた慎重に。

○石崎中山間・地域政策課長 委員がお話しの

とおり、地域のタクシー事業者さんは、非常に

貴重な住民の足として事業を行っておられます

ので、この事業の検討に当たりましては、当然、

その地域の交通事業者の方たちにも御参加いた

だきまして、いろいろと検討を行いたいと思い

ます。事例として、この過疎地有償運送を一つ

の方法として挙げておりますけれども、場合に

よっては、既存のコミュニティバスをもうちょっ

とどうにかできないかとか、タクシーを活用し

た乗り合い輸送とか、そういった幅広に検討し

ていきたいと考えております。

○坂口委員 ぜひ慎重な取り組みというか、事

前の実態を知るっていう作業が、すごく求めら
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れるかなと思うんですね。

具体的な例として、あるタクシーのある営業

所は、駐車場の中に１台しかいないってあるん

ですよね。一、二台のタクシーしか。その大方

のお得意さんが、やはり過疎地域の高齢の方が

ある程度占めているとなると、そこがなくなる

と、もうその営業所は成り立たなくなる。

ということは、それでカバーできない人に、

今度は逆にまた問題が出てくるっていうことで。

やはり痛しかゆしの両方を満足させるっていう

部分、ちょっと慎重さが必要かなって気がした

ものですから。歓迎すべき事業だとは思ってい

ますので、ぜひそれは念頭に置きながら取り組

んでいただきたい。

○清山委員長 ほかございますか。

○星原委員 ちょっと教えてほしいんですが、39

ページの新規事業の「みやざき成長産業育成・

雇用創出プロジェクト推進費」の中の６番に、

みやざき成長産業雇用拡大・定着推進事業とい

うことで、３億6,000万、予算、国が10分の８で

企業が10分の２という事業なんですが。これは、

市場調査とか、農政費とか、人材確保育成とか

の経費となっているんだけれど、もう少しここ

の中身をちょっと詳しく教えてもらえませんか

ね。対象企業はどういうところなのか。

○黒木フードビジネス推進課長 事業内容のと

ころの、みやざき成長産業雇用拡大・定着促進

事業の対象につきましては、１の事業目的のと

ころにありますけれども、フードビジネス、医

療機器、輸送機器は主に自動車産業、それと木

材産業とか、こういった製造業が対象になるこ

とになっております。

○星原委員 製造業で、どの程度まで─フー

ドビジネス分野も、医療機器の分野も、輸送機

器もで範囲が広いですよね。そういうベンチャ

ービジネスみたいなものにも補助があるのか。

会社を立ち上げるとか、今までやっている人た

ちが、こういう事業を利用して新たに増築とか

いろんな形でやっていきますよね。そういうの

が、許容範囲の中に全部入っていくということ

ですか。

○黒木フードビジネス推進課長 基本的には、

今現在、事業をなさっている方です。

次のページに図が描いてございますけれども、

この中で、中ほどに事業推進の視点とございま

すが、マーケットインによる経営力強化とか、

戦略人材育成とか、正規雇用化・定着促進とご

ざいますけれども、そういった今、申し上げた

４つの分野の製造業の企業が、新たに新商品の

開発をしたいとか新分野に進みたいというのに

際して、マーケットインの視点で市場調査なり

をやって、その上で取り入れる際に人を雇用す

る、あるいは、企業内の人材を企業内で研修を

する、そういった費用に対して８割補助を行う、

それがこの事業でございます。

○星原委員 そうすると、その雇用拡大という

ことになっているんだけれども、人数が何人以

上とか、枠の縛りがあるとか、そういったもの

はもう関係なく、その規模も中身もそういうの

を精査して、その補助金額が決まっていくわけ

か。

○黒木フードビジネス推進課長 出された事業

計画内容を精査しまして、あくまでも、この事

業は雇用創出、厚生労働省の事業ですので、基

本的には、そういった新事業に取り組むことで

雇用が生まれる。そこのところは私どものほう

で精査して、補助対象としていくという流れに

なっています。

○星原委員 この事業は、３億6,000万、ことし

の枠の中で、本人が10分の２なんで、そこまで
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いかないんでしょうけれど、その中で、これで

どれぐらいの雇用が拡大していくとか、雇用の

目安は求められていないんですか。この事業で

何人ぐらい雇用が生まれてくるか。

もちろんこれから呼びかけて、いろいろやっ

ていく中の話でしょうからあれでしょうけれど、

それだけの事業費を使って、若い人たちの雇用

が広がるわけですから、そういう人数的な目標

はないものなんですか。

○黒木フードビジネス推進課長 このプロジェ

クトは３年間です。３年トータルの雇用創出目

標は1,446人でございます。

今年度につきましては243人を目標として立て

ているところです。

○丸山委員 関連してなんですが、企業を選ぶ

ときには、県は公募をするのか、公募の条件は

どんなものか。公募をかける時期もわかってい

れば教えていただきたいかなと思っております

けれども。

○黒木フードビジネス推進課長 この雇用拡大

・定着推進事業につきましては、公募によって

企業を募集いたします。

来年度の公募の時期につきましては、今後、

まだ国のほうとも協議が必要でございます。で

きる限り来年度の早い段階で公募をかけたいと

考えているところです。

○丸山委員 この前、議会で議論していたのが、

新卒の高校生の県内の定着率が一番悪いという

ことであって。簡単に新規雇用できるとなると、

高校生からの卒業が一番じゃないかなと思って

います。

今の話を聞くと、高校生の新卒者は該当外な

のか。もしくは、４月に雇用すれば新規雇用と

して認めて、後から４月に繰り延べて雇用補助

対象になるのか、そういうのも含めているのか、

どんな感じなのかを教えていただけるとありが

たいかなと思いますけれども。

○黒木フードビジネス推進課長 28年度事業と

しましては、４月以降に公募を行いまして応募

がございます。そして決定をして、それ以降の

雇用をされた方から補助の対象となりますの

で、28年４月１日採用の方は、基本的には対象

とはなりません。

○丸山委員 そうなってくると非常になかなか

厳しい、新規雇用という形で高校生をできるだ

けとどめたい意向があったはずですので、その

辺を調整が可能であれば国のほうにお願いをし

て、ぜひ定住促進という形で、県内の高校生が

しっかり定住できれば非常に喜ばれる事業じゃ

ないのかなと思いました。

絶対、４月か５月に公募をかけて、６月に人

事を決定した後に雇用しなさいとなってくると、

恐らくそこから求人をやったりして、８月以降

ぐらいにしかこの事業がスタートしないとする

と、やはりちょっと何かもったいないなという

思いもあるものですから。その辺のスキーム的

なことは非常に難しいのかもしれませんけれど、

何か工夫をしていただけるようなことがあれば。

できれば29年度分は、もっと早目にやってい

ただいて、高校生とかを雇用すれば、もう入れ

ていいですよとか決めてしまえば、─早目早

目に、28年度だけじゃなくて29年度の公募も、

３年間で10億と決まっているんであれば、そう

いう仕組みができないのかも含めて、お伺いで

きればなと思っておりますが。

○黒木フードビジネス推進課長 これは国庫補

助事業ですので、制度面につきまして、国と、

いろいろと話をしたいと考えております。

○丸山委員 ぜひその辺は見習い期間とかも

行ったり、半年間とか置いて、それで正規・正
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社員になればということとか、そういうのも、

いろんなやり方もあるんじゃないかなと思いま

すので、そういうやり方も含めてしていかない

と。宮崎は、一番人口が減るのは、高校を卒業

するときと大学卒業で。要するに、そこをどう

やっていくのかというのに着目したときに、国

にあわせた事業じゃなくて、宮崎はこれをした

ほうが、人口が減らずに定着していって、地方

創生につながっていくんですよっていうのを明

確に言わないと。ほかの県も恐らく、全国統一、

同じような事業をどこでもやっていると思いま

すので、ほかの地域にどんどん急に若い人たち

をとられていってしまうと、結局、宮崎の地方

創生の人口ビジョンに全く寄与しない。

多分、これ、人口ビジョンに物すごく大きな

効果があるんじゃないかなと思っているもので

すから。これは宮崎だけじゃなく、ほかの県も

同じようなことに苦労しているんじゃないかと

思いますので、もうちょっとフレキシブルに動

けるように、国に、もうちょっと強く要望して、

うまく宮崎に合わせるような制度改正をお願い

をできないものか、改めてお伺いしたいと思い

ます。

○黒木フードビジネス推進課長 委員おっしゃ

るように、この地方創生を考える上で、若者定

着、働く場の確保、そういった点においては、

この成長産業育成、そして、来年度からは、こ

ういった４分野に広げて雇用創出を生んでいこ

うという事業ですので、今、おっしゃった点は、

もう一度よく考えて、そこのところをまた国と

も十分に話し合いたいと考えております。

○丸山委員 あと、別な視点として、これまで

のこの産業支援財団、機構とかに、コーディネ

ーターに、いろんな事業、企業を伸ばすことに、

アドバイスなんかをやっていくと思っているん

ですが。町じゃなくて、もう少しこの企業を伸

ばして、県として、この４つの事業、項目を上

げていますので、例えば1,446人と書いています

けれど、それぞれに目標があるのであれば、フ

ードビジネスで400名とか、医療で400名とか、

そういう目標があるのであれば教えていただき

たいし。それを確実にやれるように、県のほう

から、その地域地域の業種ごとに、もう少し頑

張ってください、もうちょっとこの事業も使い

ながら掘り起こしていって成長産業につなげて

いきましょうよ、宮崎の人口ビジョンは皆さん

たちにかかっているんですよというぐらい、も

う少しアプローチを強めていかないと。

コーディネーターや県が待ちの姿勢だと、な

かなかうまくいきそうでうまくいかなかったり

するものですから、その辺の、それぞれの４業

種に対してのアプローチの仕方は、どのように

考えていらっしゃるんでしょうか。

○黒木フードビジネス推進課長 ４業種につい

て申し上げると、この資料でいくと、４の事業

内容で、プラットフォーム構築事業ということ

で、分野別アドバイザーを置くと書いてありま

す。

先ほど委員がおっしゃったように、例えば医

療関係でいえば、機器開発のアドバイザーを設

置するとか、あるいは、自動車関係でいえば、

取引拡大のコーディネーターを置くとか、ある

いは、木材産業でいえば、例えば内装材を利用

拡大の方向に提案するとか、そういった専門家

の方々の意見を用いながら、実際に取引の拡大

につなげていけるように、そして、企業が伸び

て雇用を創出するような、そういった形で取り

組みを進めていきたいと考えているところです。

一方では、商工のほうでは、企業成長促進の

ためのプラットフォームづくりですとか、そう
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いった企業を伸ばしていくための新たな取り組

みも起こっておりますんで、私どもとしまして

は、商工観光労働部とも十分に連携しながら進

めてまいりたいと考えております。

○丸山委員 ぜひ連携をお願いしたいなと。

次のページの20ページも、同じような関連が

あるんじゃないかと思っているんですが、これ

が、フード、産業界・大学と連携していくよと

いえば、産業人材をつくって、恐らく前の事業

とコラボしていけば、県内に大学生なり高校生

なりの人材が残っていくんじゃないかと。この

辺の絡みをしっかりやっていただきたい。

それと、これは単年度で終わったら、絶対、

意味がないなと。これは絶対継続していって、

３年、４年、10年続けていかないと、宮崎の人

材、大学卒業者を含めて、どんどん県外に抜け

てしまうことがありますので、これは単年度じゃ

おかしいと思っていますし、前の事業とセット

でとるべきだと思っているので、その辺の考え

方をお伺いしたいと思っております。

○黒木フードビジネス推進課長 今、委員のお

話がありましたけれども、産業振興をしていく

という観点で、私どもとしましては、こういっ

た他の分野も巻き込んだ成長産業育成のプロ

ジェクト推進費を国に対して提案をしています。

そういった中で、先ほど申し上げましたけれ

ど、商工観光労働部においては、企業成長のプ

ラットフォームをつくろうとしている。そして、

全く同様の構成メンバーで、この産業人材育成

プラットフォーム、企業を伸ばすというところ

と、そして、一方では企業を支える、人材を育

てるというところ、ここのところをあわせて取

り組もうと。商工と連携してそういう取り組み

をしようと考えているところであります。

そして、委員おっしゃるように、単年度でい

いのかという議論は、もちろんございます。実

際に、この取り組みは、人材育成なんですから、

本当は中長期的に取り組むべき問題だと思って

おります。

私どもとしましては、今年度、この事業を予

算計上しておりますが、産業界の方々と十分に

話し合って、今後、継続的に取り組める仕組み

を、この１年間考えようではないかということ

で、単年度事業ということになっておりますの

で、29年度以降も引き続き取り組んでまいりた

いと考えております。

○丸山委員 単年度じゃ無理だと思っています。

民間と官が、やはりしっかりタッグを組んで、

商工とタッグを組んで、人口ビジョンをどうやっ

てこれにつなげていくのかを考えていないと、

何となく商工と連携しながらで、商工がうまく

やらなかったから人口ビジョンができなかった

とか、お互い言いわけにならないように。

うちは、こういったようにプラットフォーム

はつくったんだけれども、プラットフォームに

乗り継ぎができなかったというようなことで、

後々になって、あそこがもうちょっと、商工観

光労働部が頑張ってくれとか、もしくは総合政

策部が頑張ってくれれば、うまくできたのにな

とかいうような、お互いなすりつけあったよう

な感じに５年後ならないために、１年目が勝負

だと思いますので。ことしは特に地方創生のトッ

プランナーになるスタートダッシュのときであ

れば、この辺はしっかりと人口ビジョンを踏ま

えながら、商工とも、また民間とも連携しなが

ら、推進していただくようにお願いしておきた

いと思っております。

○茂総合政策部長 いろいろ御意見をいただき、

ありがとうございます。確かにおっしゃるよう

に、高校を出た人を県内に引きとめるとか、あ
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るいは大学を出た人を県内に引きとめる。ある

いは大学出た人にＵターンしてもらうというこ

とは、非常にやはり大事だと思っています。

ですから、その中で先ほどの成長４分野、こ

のあたりに特に力を入れながら、人材確保を図っ

ていきたいと思っています。

それは、やはり雇用の場の確保と待遇の改善、

処遇の改善を、両方あわせてやっていかないと

いけないだろうと思っています。

私ども共通認識としては、若者定着が一番の

宮崎県の課題だと思っています。

ですから、その連携という話が先ほどからあ

りますけれど、商工観光労働部と教育庁とも十

分、これまで以上に連携をしながら、随時、情

報交換をしながら、先ほどあったように、ここ

が進まないことによって、全体がうまくいかな

いということがないように、常に進行管理をし、

お互い意見交換をして情報共有をしながら、やっ

ていきたいと思います。

来年度が特に大事ですし、継続的な取り組み

にしていきたいと思います。ありがとうござい

ます。

○丸山委員 よろしくお願いします。

○清山委員長 ほかございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 １ついいですか。総合交通課に、

新規国際線の誘致に関しては、特に事業化とい

うのはないですけれども、引き続き取り組んで

いかれるということで、先日の知事の答弁もあ

りましたけれど、そういうことでよろしいです

か。

○野口総合交通課長 はい。新国際線、チャー

ター便を含めた誘致活動につきましては、広く

まずインバウンドを活用ということになります

ので、これは商工観光労働部でも、そういった

インバウンド関係の予算が組んでありますので、

そこと一体となって、私どもも参加して誘致活

動をする、そういった取り組みの中で、今後と

も進めてまいりたいと考えております。

○清山委員長 １つ聞きたいんですけれど、そ

の課題としてどういうものがあるのかなと思っ

て。

伺ったりするのは、宮崎空港の国際線ターミ

ナル、待合室とかが手狭であるので、一度に１

便しか発着できないとか、あとは免税店がない

とか、さまざまに聞くんですけれども、どういっ

たことが課題として上がっているんでしょうか。

○野口総合交通課長 私ども総合交通課の所管

から申しますと、委員長が御指摘のような空港

のいろんなハード整備、そういった部分も１つ

の課題ではございますが、旅行業者等からお聞

きしますと、やはり海外からチャーターでも呼

んでくる場合に、どれだけ宮崎なり、もちろん

南日本一体でもいいんですけれども、観光の周

遊ルートといったものがつくれるかどうか。そ

して、そういった場合に、例えば買い物の施設

といったものが県内にいかほどあるか、そういっ

たところも課題として上げられておりますので、

そこにつきましては、先ほど申し上げましたよ

うに、商工とも、観光とも共通の認識を持って

いますので、一緒になって取り組んでまいりた

いと思っております。

○清山委員長 ありがとうございます。

よろしいですか。それでは、以上で第２班の

審査を終了いたします。

続きまして、第３班、生活・協働・男女参画

課、文化文教課、人権同和対策課、情報政策課

の審査を行いますので、順次、議案の説明をお

願いいたします。

○村上生活・協働・男女参画課長 生活・協働
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・男女参画課の当初予算について御説明いたし

ます。

歳出予算説明資料の41ページをお開きくださ

い。

当課の平成28年度の当初予算額は、総額で４

億2,382万5,000円でありまして、前年度当初予

算に比べて1,405万9,000円の減、率にしまし

て3.2％の減となっております。

それでは、当初予算の主な内容について御説

明いたします。

43ページをお開きください。

上から５段目の（事項）交通安全基本対策費581

万5,000円です。これは、交通事故の防止を図る

ため、県交通安全対策推進本部の運営や、広報、

啓発等に取り組むための経費です。

次に、（事項）交通事故被害者救済対策費287

万8,000円です。これは、４号館１階になります

が、交通事故相談所を設置しまして、無料相談

を実施するための経費です。

次に、一番下の（事項）安全で安心なまちづ

くり推進費523万1,000円です。これは、安全で

安心なまちづくり県民会議の運営や、安全教室、

防犯訓練等のアドバイザーの派遣などを行うた

めの経費です。

44ページをお開きください。

一番上の（事項）協働運営事業費2,067万4,000

円です。これは、多様な主体による協働、地域

づくり活動、ＮＰＯ活動を一体的に支援する拠

点を設置・運営するための経費です。

次に、（事項）ボランティア活動促進事業

費1,055万7,000円です。これは、みやざき社会

貢献活動促進基本方針のもと、市町村や関係機

関と連携しながら、ボランティアやＮＰＯ活動、

多様な主体による協働の啓発や支援に取り組む

ための経費です。

次に、一番下の（事項）消費者支援対策費5,348

万4,000円です。これは、消費者への被害防止等

の広報、啓発や相談体制の確保に取り組むため

の経費です。次のページをごらんいただきまし

て、説明欄３の消費者被害防止・解決支援費に

つきましては、県消費生活センターに12名の相

談員を配置するものです。また、５の消費生活

相談窓口充実・強化事業につきましては、国か

らの交付金を活用しまして、共同化等により相

談体制を整備しようとする市町村の相談員の養

成講座などを行うものです。

次に、（事項）消費生活センター設置費2,464

万5,000円です。これは、消費生活センターの運

営や、センターが入居する生活情報センターの

管理に要する経費です。

次に、（事項）消費者行政活性化基金事業

費4,709万4,000円です。これは、国からの交付

金を活用しまして、県及び市町村における消費

生活相談窓口の機能強化など、消費者行政の充

実・強化を図るための経費です。

（事項）男女共同参画総合調整費292万円です。

これは、審議会の開催や第３次みやざき男女共

同参画プランの策定、各種会議に要する経費で

す。

（事項）男女共同参画推進費4,284万3,000円

です。これは、次のページをお開きいただきま

して、講演会等による広報、啓発や地域のリー

ダーとなっていただく地域推進員の養成などに

取り組むとともに、県の男女共同参画の推進拠

点としての役割を担っております、男女共同参

画センターの管理・運営委託等を行うための経

費です。説明欄の（５）の改善事業「みやざき

女性の活躍加速化事業」につきましては、昨年

設立されました、みやざき女性の活躍推進会議

で実施する、研修会や意見交換会等の支援を行
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うとともに、女性の活躍サポート連絡協議会の

開催や、女性のチャレンジ表彰を行うものです。

また、（６）の新規事業「性暴力被害者支援セン

ター設置事業」につきましては、常任委員会資

料により御説明をいたします。

常任委員会資料の22ページをお開きください。

まず、１の事業の目的・背景ですが、性暴力

被害者は、精神的・身体的に大きなダメージを

受ける上、相談するためには医療機関や捜査機

関、相談機関等にみずから足を運び、その都度、

被害内容を話さなければならないといった二次

被害が懸念されることから、総合的支援を１カ

所で受けられるようにすることで、心身の負担

を軽減し、心身の回復を図るとともに警察への

届け出を促進し、被害の潜在化を防止するもの

であります。

２の事業概要ですが、予算額が404万7,000円

で、全額一般県費となっております。平成28年

度から、性暴力被害者支援センターを設置しま

して、事業内容①の相談受け付け・支援コーディ

ネートを行います。これは、電話などにより被

害者等から相談を受け付け、その後の支援に必

要な情報を得るとともに、被害者の気持ちに寄

り添いながら、情報の提供やカウンセリング等

を行い、支援を行っている機関・団体等に状況

をつなぐほか、必要に応じ、関係機関等への付

き添い等を行うものです。

また、②の産婦人科医療支援としましては、

急性期の避妊対応、性感染症の検査、治療など

の救急対応のほか、その後の経過観察、継続治

療への支援を行うものです。事業効果としまし

ては、性暴力被害者の支援につながるとともに、

犯罪の潜在化及び未然の防止に寄与するものと

考えております。

当初予算の説明につきましては以上です。

続きまして、特別議案について御説明いたし

ます。

委員会資料の26ページと27ページをお開きく

ださい。

議案第27号「公の施設に関する条例の一部を

改正する条例」と、議案第28号「宮崎県民の消

費生活の安定及び向上に関する条例の一部を改

正する条例」ですが、この２つは関連がありま

すので、さきに議案第28号の御説明をさせてい

ただきます。

27ページをごらんください。

１の改正の理由としましては、消費者安全法

が平成26年６月に改正され、都道府県及び消費

生活センターを設置する市町村は、消費生活セ

ンターの組織及び運営に関する事項等について、

条例で定めることとされたところであります。

このため、国が示す参酌基準を踏まえまして、

本県消費者行政の施策の基本となる事項を定め

ました、宮崎県民の消費生活の安定及び向上に

関する条例の改正を行うものです。

２の改正の内容につきましては、平成28年度

２月定例県議会提出議案の冊子の赤いインデッ

クスの28号のところをおあけください。

議案第28号「宮崎県民の消費生活の安定及び

向上に関する条例の一部を改正する条例」です。

１枚めくっていただきまして、153ページをお

開きください。

右側が改正後になります。横に見ていただき

まして、中ほどにあります、第４章、消費生活

センターの組織及び管理運営等として設けまし

て、第17条で、消費生活センターの設置につい

て、第18条で、宮崎、都城、延岡の３つの消費

生活センターの名称及び位置について。ページ

をおめくりいただきまして、第19条から22条に

かけまして、消費生活センターが担う業務につ
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いて、消費生活センターの長及び必要な職員の

配置について、試験に合格した消費生活相談員

の配置について、消費生活センターの情報の安

全管理についてという項目を、それぞれ定める

ものです。

委員会資料の27ページにお戻りいただきまし

て、施行は平成28年４月１日を予定しておりま

す。

続きまして、委員会資料の26ページをごらん

ください。

議案第27号「公の施設に関する条例の一部を

改正する条例」です。

今、御説明しました、宮崎県民の消費生活の

安定及び向上に関する条例の一部を改正する条

例において、消費生活センターの名称等につい

て定めることとすることに伴いまして、２の改

正内容にありますとおり、公の施設に関する条

例の第２条別表第１の消費生活センターに係る

規定を削除するものです。

施行は、同じく平成28年４月１日を予定して

おります。

当課の説明は以上です。よろしくお願いいた

します。

○神菊文化文教課長 歳出予算説明資料にお戻

りいただきまして、47ページをお開きください。

文化文教課の当初予算案について御説明いた

します。

当課の平成28年度の当初予算額は、左から２

列目になりますが、68億898万2,000円でござい

ます。平成27年度当初予算と比べますと１

億9,142万5,000円、率にして約2.9％の増となっ

ております。

続きまして、主な事業の内容について御説明

させていただきます。

49ページをお開きください。

まず、一番下の段、（事項）県立芸術劇場費６

億5,067万6,000円であります。

これは、県立芸術劇場の指定管理等に要する

経費でありますが、主な内容につきましては、

次の50ページの一番上の段をごらんください。

説明の欄１の指定管理料４億6,408万9,000円

であります。これは、指定管理者である公益財

団法人宮崎県立芸術劇場への委託料でありまし

て、その内訳としましては、（１）の宮崎国際音

楽祭開催事業9,835万6,000円は、平成28年度の

音楽祭開催経費及び翌29年度の準備経費であり

ます。

（２）の県立芸術劇場管理運営委託費３億1,227

万円は、同財団の人件費及び維持管理に必要な

経費であります。

（３）の県民文化振興事業5,346万3,000円は、

県民に多様なジャンルの舞台芸術に触れる機会

を提供するとともに、教育普及や情報発信を通

じて、県民文化の振興を図る経費であります。

次の説明欄２、県立芸術劇場大規模改修事業

費１億8,111万3,000円につきましては、県立芸

術劇場の設備等について年次的な改修を行うも

のであり、平成28年度は、空調設備の改修等を

行うものであります。

続いて、その下の段、（事項）文化活動促進

費4,731万円についてであります。

主な内容につきましては、説明欄８の新規事

業「伊東マンショ肖像画展開催事業」でありま

すが、本事業につきましては、後ほど常任委員

会資料で御説明させていただきます。

次の説明欄９の新規事業「文化力充実強化事

業」1,545万9,000円につきましては、ことしの

リオデジャネイロオリンピック終了後から、平

成32年の東京オリンピック終了までの間に全国

で行われる、東京オリンピック・パラリンピッ
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ク文化プログラムの県内での実施や、平成32年

度の開催を誘致している国民文化祭の開催も見

据えながら、実行委員会の設置やキックオフイ

ベントを開催するとともに、公益財団法人宮崎

県芸術文化協会が実施する県民芸術祭の経費を

補助することにより、県内文化団体の充実強化

を進め、本県文化の一層の振興を図るものであ

ります。

次に、51ページ上段の（事項）文化環境育成

費728万2,000円であります。

主な内容としましては、説明欄３の新規事業

「文化振興ビジョン改訂事業」200万6,000円で

あります。これは、平成23年３月の現ビジョン

策定後、本県の文化振興を取り巻く状況が大き

く変化していることから、先ほど申し上げまし

た国民文化祭の誘致や東京オリンピック・パラ

リンピック文化プログラムの実施に向け、ビジョ

ンを改訂するものであります。

次に、（事項）私学振興費59億8,349万2,000円

であります。

まず、説明欄１の（１）私立学校振興費補助

金一般補助38億4,668万3,000円でありますが、

これは私立高等学校等の振興、経営の安定、保

護者負担の軽減を図るため、経常的経費を支援

するものであり、生徒数等に応じて配分し、補

助しているものであります。その学校種類別ご

との内訳は記載のとおりであります。

次の（２）教育改革推進特別経費補助の1,200

万円につきましては、私立小・中・高等学校に

おいて、教育の国際化や伝統、文化等に関する

教育の推進など、特色ある取り組みを支援する

ものであります。

次に、説明欄２の改善事業「私立学校教育研

修補助金」230万円につきましては、公益財団法

人宮崎県私学振興会等の私学団体が実施する研

修経費に対して補助を行うものでありますが、

新たに主権者教育についても対象となるよう改

善したものであります。

説明欄３の私学学校振興・共済事業団補助

金4,016万3,000円につきましては、日本私立学

校振興・共済事業団の行う長期給付事業に対し

て補助するものであり、また、説明欄４の私立

学校退職金基金事業補助金7,784万9,000円につ

きましては、公益財団法人宮崎県私学振興会が

行う退職金基金積立事業に対して補助するもの

であります。これらは、いずれも私立高等学校

等の教職員の福利厚生の向上を図るものであり

ます。

説明欄５の改善事業「私立高等学校授業料減

免補助金」2,540万2,000円につきましては、私

立高等学校が生活保護世帯等に対して行う授業

料の減免措置に対して支援を行うことにより、

授業料負担の軽減を図るものでございますが、

新たに、市町村民税所得割額５万1,300円未満の

世帯、例としては夫婦いずれかのみの所得で、

夫婦、高校生、中学生の４人家族の標準世帯の

場合でありますが、およそ年収350万円程度未満

についても、その対象となるよう拡充・改善し

たものであります。

説明の欄10の私立専修学校教育充実支援事

業3,711万8,000円につきましては、私立専修学

校高等課程の特色ある教育を支援するため、経

常的経費を補助するとともに、国家資格取得に

要する教育用備品等の購入に対して支援を行う

ものなどであります。

次の説明欄11の（１）就学支援金17億3,278万

円につきましては、世帯の所得要件を満たす私

立高等学校等の生徒に対して、公立高等学校授

業料相当額または世帯の所得によっては、これ

を2.5倍まで増額して補助することにより、教育
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費負担を軽減するものであります。

次の（２）の奨学のための給付金２億143

万8,000円につきましては、私立高等学校等の生

徒のいる世帯のうち、生活保護受給世帯等を対

象に、授業料以外の教育に係る経費の負担軽減

を図るため、給付するものであります。

最後に、恐れ入りますが、お手元の常任委員

会資料にお戻りいただきまして、23ページをお

開きください。

新規事業「伊東マンショ肖像画展開催事業」

について御説明いたします。

16世紀の天正遣欧少年使節の正使、代表であ

る伊東マンショにつきましては、郷土の偉人と

して、これまでさまざまな形で顕彰を行ってき

たところであります。

こうした中、平成26年３月に、イタリア・ミ

ラノで、伊東マンショを写実的に描いた肖像画

が発見されたことから、多くの県民に絵画をご

らんいただき、マンショの偉業に触れていただ

くため、所有者であるトリブルツィオ財団を初

め、在日イタリア大使館などの御協力を得て、

展覧会を開催するものであります。

事業の概要につきましては、予算額は1,312万

円で、みやざき芸術文化振興基金を財源として

おり、28年度の単年度事業であります。

事業の内容といたしましては、いずれも予定

でございますが、展覧会の会期、会場等につき

ましては記載のとおりであり、さらに展覧会の

開催に合わせて、講演会を開催することにして

おります。

本展覧会は、本県のほか、東京国立博物館及

び長崎県でも開催されることになっておりまし

て、さらに東京での開催に合わせて、所有者で

あるトリブルツィオ財団理事長御夫妻が、本県

にお越しになる予定であります。

本展覧会の開催により、伊東マンショを初め

とする郷土先覚者に対する県民の関心が高まり、

郷土学習や郷土先覚者顕彰への取り組みが進む

ことが期待されるところであります。

文化文教課の説明は以上でございます。よろ

しくお願いいたします。

○吉田人権同和対策課長 人権同和対策課の当

初予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料にお戻りいただきまして、53

ページをお開きください。

人権同和対策課の平成28年度の一般会計当初

予算額は、総額で１億3,962万7,000円でありま

して、平成27年度当初予算と比較して498万7,000

円の増、率にしまして約3.7％の増となっており

ます。

それでは、当初予算の主な内容について御説

明いたします。

55ページをお開きください。

（事項）の３番目になります、人権同和問題

啓発活動費2,592万9,000円であります。これは、

県民のさまざまな人権問題に対する正しい理解

と、認識を深めるための啓発活動に要する経費

であります。

１の、一人ひとりが尊重されるみやざきづく

り人権啓発推進事業につきましては、県民一人

ひとりが、さまざまな人権問題を自分にかかわ

ることとして関心を持ち、解決へ向けて取り組

むための啓発事業を展開するもので、事業の内

容としては、人権啓発強調月間や人権週間にお

ける集中的な啓発、人権尊重の大切さについて、

理性と感性の双方に訴えるイベントの開催、人

権に関する作品の募集、テレビ・ラジオにおけ

るＣＭの放送など、さまざまな手法による啓発

活動に取り組むこととしております。

次に、その下の（事項）宮崎県人権教育・啓
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発推進方針推進事業費2,140万円でございます。

これは、本県の人権教育・啓発の基本方針であ

ります、宮崎県人権教育・啓発推進方針に基づ

く施策の推進に要する経費であります。

１の宮崎県人権啓発センター事業につきまし

ては、人権同和対策課内に設置しております、

宮崎県人権啓発センターを拠点として、視聴覚

教材の整備・貸し出しや、より効果的な研修手

法に関する調査研究、人権問題に関する相談事

業、人権ホームページ作成による情報提供、各

企業や団体が、人権啓発に主体的に取り組むた

めのリーダーを養成する研修や、人権啓発情報

誌「じんけんの風」の発行等の事業を実施する

ものであります。

このうち、（３）の改善事業「人権啓発研修実

践支援強化事業」につきましては、現在、実施

しております人権担当者養成講座が３日間とい

うことで、期間が長くて参加が難しい企業もあ

るというお話もありましたことから、期間を短

縮しまして、半日間のエッセンスにまとめたよ

うな形で、速習講座というようなものを新設す

ることによって、受講者をふやしていこうと、

企業のそういうリーダー養成を進めていこうと

いう取り組みを行うものでございます。

そのほか、次のページ、３の地域人権啓発活

動活性化事業につきましては、市町村において

講演会等の啓発活動や地域の小中学校において、

人権の花運動を実施するものであります。

人権同和対策課の説明は以上であります。

○青出木情報政策課長 情報政策課の当初予算

について御説明いたします。

歳出予算説明資料の57ページをお開きくださ

い。

情報政策課の平成28年度一般会計当初予算額

は13億4,374万7,000円をお願いしております。

これは、平成27年度当初予算と比較いたしまし

て３億332万円、率にして約29％の増となってお

ります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

59ページをお開きください。

上から２番目の（事項）行政情報化推進費

の1,100万3,000円でございますが、これは、イ

ンターネットで提供される行財政情報サービス

利用等のための経費でございます。

次に、（事項）行政情報処理基盤整備費の8,530

万4,000円でございます。これは、各所属で使用

しておりますパソコンについて一括導入を行っ

ているところでございますが、そのうち、当課

において負担している分の経費でございます。

次に、一番下の（事項）行政情報システム整

備運営費の４億7,109万3,000円でございますが、

県庁ＬＡＮや全国の自治体間を結ぶ総合行政

ネットワークなどの維持管理等のための経費に

加えまして、60ページの一番上でございますけ

れども、新規事業５の、県庁ネットワーク情報

セキュリティ緊急強化対策事業をお願いしてい

るところでございます。この事業につきまして

は、後ほど常任委員会資料で説明させていただ

きます。

続きまして、（事項）電子県庁プロジェクト事

業費の５億2,426万6,000円でございます。

まず、説明欄の１の宮崎県市町村ＩＴ推進連

絡協議会運営事業１億5,162万3,000円は、県と

市町村が連携して電子行政を進めるための協議

会への負担金でございまして、職員の研修や宮

崎情報ハイウェイ21の共同運営のための費用と

なっております。

次に、３のサーバ管理委託事業8,464万9,000

円は、情報システムの安全性等を高めるため、



- 92 -

平成28年３月９日(水)

県のサーバーを民間のデータセンターに置きま

して、その管理を委託するための経費でござい

ます。

５の行政情報システム全体最適化推進事業２

億1,224万3,000円は、さまざまな情報システム

につきまして、サーバーやシステムの統合等を

進め、県庁全体における経費の削減や事務の効

率化等を図っていくものでございます。

そして一番下、10の新規事業「マイナンバー

制度周知促進事業」70万円でございますが、こ

とし１月からいよいよマイナンバー制度の利用

が開始されましたことから、制度のさらなる周

知・広報を図っていくものでございます。

次に、２番目の（事項）地域情報対策費の１

億2,741万4,000円でございます。

まず、説明欄１、情報通信基盤整備対策費

の2,732万8,000円は、宮崎情報ハイウェイ21に

係る光ファイバーの保守や、インターネットへ

の接続等に要する経費でございます。

次に、２の電気通信格差是正対策費、（１）携

帯電話等エリア整備事業１億８万6,000円は、県

内の情報通信格差を是正するため、携帯電話等

の施設を整備する市町村に対しまして、その費

用の一部を助成するものでございます。

続きまして、主な新規事業につきまして説明

させていただきます。

常任委員会資料の24ページをお願いいたしま

す。

新規事業「県庁ネットワーク情報セキュリティ

緊急強化対策事業」でございます。

１の事業の目的・背景でございますが、情報

セキュリティへの脅威が高まります中、マイナ

ンバー制度が施行されたところでございまして、

これを機に、国のほうが全国に示したモデルに

基づき、個人情報等を取り扱うシステムとイン

ターネットとの分離を行い、情報セキュリティ

対策の強化を図るものでございます。

２の事業の概要ですが、予算額は※２億773万

円で、財源は全額一般財源でございます。

事業内容は、①県庁ネットワークを３系統に

分離、②個人番号利用事務系のセキュリティ強

化、③インターネットとの直接接続を防止とい

うものでございます。

右側の25ページの概要図、簡単な概要図でご

ざいますけれども、こちらをごらんいただきま

すでしょうか。

まず、３系統に分離と申しましたが、その３

系統は、破線で囲まれた３つのブロックのこと

でございます。

一番左のブロックが、税や社会保障の業務、

いわゆる個人番号利用事務を行うエリアとなっ

ております。

次に、真ん中のブロックが、国や市町村と本

県等を結ぶＬＧＷＡＮといいます総合行政ネッ

トワークに接続されたエリアとなっております。

人事給与、財務会計等の県庁の業務を行うエリ

アでございまして、県庁職員の通常業務は、こ

のエリアで行われております。

そして、一番右のブロックが、インターネッ

トに接続されるエリアとなります。

この３つを機器の追加ですとか機器の設定変

更等により分離いたしますとともに、一番左の

個人番号利用事務系では、専用端末といたしま

して約400台のパソコンを新たに配備いたしまし

て、情報の持ち出しができないように設定いた

しますとともに、ＩＣカード等による認証シス

テムを導入いたします。

また、ウイルス感染等の危険性を低減させる

ため、個人番号利用事務系のパソコンがインタ

※次ページに訂正発言あり
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ーネットに接続できないようにするだけではな

く、真ん中のＬＧＷＡＮ接続系のパソコンでも、

インターネットには直接接続するのではなくて、

インターネット接続系にございます専用のサー

バーを経由して、間接的に画面を見るような形

とするところでございます。

左側、24ページにお戻りいただきまして、３

の事業効果でございますが、先日、２月補正で

お願いいたしました、自治体情報セキュリティ

クラウドとの２段構えによりまして、県庁ネッ

トワークの情報セキュリティ対策が強化され、

マイナンバーやその他の大事な情報が、外部に

流出するリスクを低減することができるものと

考えているところでございます。

情報政策課の説明は以上でございます。

○清山委員長 各課長の説明が終了しました。

議案について質疑はございませんか。

○青出木情報政策課長 県庁ネットワーク情報

セキュリティ緊急強化対策事業の予算額を読み

間違えてしまいました。２億737万円が正確な数

字でございます。失礼いたしました。

○来住委員 生活・協働・男女参画課の43ペー

ジですけど、交通事故被害者救済対策費は、新

しい事業なんでしょうか。287万8,000円は継続

されている事業なんでしょうか。

○壹岐交通・地域安全対策監 継続事業でござ

います。

○来住委員 近年の年間相談件数とか、実績を

お知らせください。

○壹岐交通・地域安全対策監 平成26年度が207

件でございました。本年は、２月末で178件になっ

ております。

○来住委員 相談する場所ですけれど、宮崎に

１カ所だけなんでしょうか。

○壹岐交通・地域安全対策監 ４号館の１階に、

交通相談所という形で、非常勤が１名勤めてお

ります。

○来住委員 意外と知っている人は少ないのか

なと思いますので、もっと多くの方々に利用し

てもらうようにしたらどうかなと要望しておき

たいと思います。

それから、45ページですけれど、３つのセン

ターが、延岡、宮崎、都城にあると思います。

センターごとの相談の受け付け件数等の報告を

お願いしたいと思います。

○村上生活・協働・男女参画課長 ３センター

で7,959件です。内訳としましては、６対２対２

で─ちょっと具体的な数字を調べます。

○来住委員 今の数字は27年ですか。

○村上生活・協働・男女参画課長 26年度にな

ります。まだ、27年度は出ておりません。全体

が7,959件で、内訳は、宮崎のセンターが4,404

件で、都城支所が1,776件、延岡支所が1,779件

となっております。

○来住委員 直接、予算などには関係ないんで

すけれど、きのうでしたか、国際女性デーだっ

たと思いますが、国連がまた日本に勧告したで

すね。夫婦同姓の強要だとか、再婚期間の禁止

が、日本の場合は女性が長いんですけれど、そ

れらの是正を勧告するのが、きのう、おととい

でしたか、国連からの発表がありまして。何回

か今まで勧告されているんですけれど、これは

国のことですから、直接、県に出されたわけじゃ

ないんですけれど、そういう国連の勧告に対す

る何か御所見があれば、お聞きしたいと思いま

すが、もしありましたら出していただければと

思いますけれど。

○村上生活・協働・男女参画課長 日本の場合、

ジェンダー指数といいまして、国際的に比較し

ますと、101という、先進国の中で非常に低いと
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常々言われておりまして、政治の分野も含めて

低いということが言われております。今、みや

ざき女性の活躍ということで推進法ができまし

て、それに向けて事業主行動計画を策定するよ

うになりました。

それに基づきまして、国も地方公共団体も、301

人以上の企業も、具体的な目標数値を立てまし

て、女性の管理職登用とか、あるいは採用数と

か、そういったものに取り組んでいくことにな

りましたので、今後、数値的にどんどん高くなっ

てくるのではないかと思っております。勧告を

受けた内容につきましては、歴史的な背景とか

いろいろなものもございまして、一朝一夕には、

なかなか変わっていくことは、難しい分野も含

まれているのかなと感じております。

○来住委員 最後に、文化文教課の51ページ。

私立高等学校に関することですけれど、私立高

等学校の学校数と生徒数がおわかりになれば、

教えていただきたいと思います。

○神菊文化文教課長 27年５月１日現在で申し

上げますと、生徒数が、私立高等学校１万60

人、14校でございます。入学者が3,068人でござ

います。

○来住委員 もし、つかんでいらっしゃれば教

えていただきたいんですが、つまり私立学校の

振興費の補助だとか、それから幾つかあります

よね、例えば授業料免除の補助だとか。

私立高等学校に対する、もろもろの補助の総

額を、計算されていなかったらいいんですけれ

ど、もしされていれば。

それから、各都道府県が、例えば高校生、学

生、生徒数１人当たりに対して、宮崎県の場合、

幾らになるか、計算してほしいと思うんですが。

つまり、補助額の総額割る生徒数ですね。各都

道府県の数字を把握されていないのかなと思う

んですけれど、もし把握されていれば教えてい

ただければありがたい。

○神菊文化文教課長 私立学校に対する支援の

総額につきましては、少しお時間をいただきた

いと思います。

それから、他県との比較でございますが、そ

ういった他県の額等を調べているわけではござ

いませんが、私の印象でございますが、やはり

都市部ほど私立学校に対する支援は手厚いのか

なという感じはいたしております。私立学校の

数が多いということもあるかと思いますけれど

も、そういうふうに感じているところでござい

ます。

数字につきましては、後ほどお答えさせてい

ただきます。

○来住委員 もう一つ、お願いなんですが、宮

崎県の場合の私立高校の生徒に対する、いわゆ

る補助金割る生徒数、１人当たりが出ますよね。

それの例えば10年間だとか、何かそんな推移が

わかれば、なおいいんですけれど、もし出せれ

ば欲しいですけれど。

○神菊文化文教課長 少し時間がかかるかと思

います。

ただ、全体の傾向といたしましては、いろい

ろな支援制度が拡充してきております。それか

ら、生徒数が減ってきております。そのあたり

を考えますと、１人当たりの支援は伸びてきて

いるものと思っております。

○満行委員 45ページ、５の、消費生活相談窓

口充実・強化事業。先ほど説明で、ちょっと聞

き漏らしたと思うんですけれど、これは、相談

員を養成するという事業だったようにもお聞き

したんですけれども、もうちょっと詳しく教え

ていただきたいと思います。

○村上生活・協働・男女参画課長 消費生活相
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談窓口充実・強化事業につきましてお答えいた

します。

これは、平成26年６月に消費者安全法が改正

されまして、市町村が相談窓口を共同化で設置

することができるようになりましたことを受け

まして、今、市町村さんのほうで、共同化に向

けて話し合いを進められているところなんです

が、都道府県はその調整を行うことができると

なっておりますので、意見交換会やそういった

取り組みに向けて県が連絡調整を行うことと、

共同化したセンターが設置されましたら、専門

の相談員が必要になってまいりますので、その

方たちを事前に募集しまして、市町村から推薦

いただいた方たちを、養成講座ということで、

今年度と来年度にかけて養成していくという事

業を計画しております。

○満行委員 養成された方は、先ほど言った合

格者と一致するんでしょうか。

○村上生活・協働・男女参画課長 まだ、資格

を持っている方が一般にはいらっしゃらないの

で、まず応募していただきまして、研修を受け

てから国家資格を受けていただくという手順に

なります。

○満行委員 今、有資格者が何人いらっしゃる

のか。そして、今後、その市町村の共同化に伴っ

て、何名ぐらいを養成しようと考えていらっしゃ

るのか。

○村上生活・協働・男女参画課長 県の消費生

活相談員は、今、12名おりますけれども、まだ

法律に基づいた国家資格ではありませんが、そ

のままで国家資格とみなされる方が11名おられ

ます。

市町村のほうも12名おられますけれども、み

なしの資格を持っている方が４名しかいらっ

しゃいません。ただ、国家資格がなくても、１

年以上業務につかれていた方は、都道府県知事

もしくは市町村長が同等の技術を有していると

認めれば、そのまま消費生活相談員として継続

できますので、今、既に相談を受けていらっしゃ

る方は、そのまま相談員として継続していただ

くことになろうかと思います。

養成しますのは、市町村で共同化等で新たに

雇って配置する消費生活相談員ということで、

今年度は６名を養成しております。来年度も６

名を予定しております。

○満行委員 文化文教課の49ページで、宗教法

人調査費19万6,000円。休眠法人とか違法な売買

とか、よくマスコミ等でさわがれているんです

けれども、本県の法人数はどのぐらいあるのか

教えてください。

○神菊文化文教課長 現在の県の所管の宗教法

人数は、1,224法人でございます。

○満行委員 この調査費でかかる部分は、県の

法人1,224法人を対象にする調査費ということで

すか。

○神菊文化文教課長 今回の予算につきまして

は、この所管法人に対する指導管理業務という

ことでございまして、宗教法人から規則や認証

を求めてこられるとか、そのための調査をした

上で認証をするといった経費。

また、不活動の宗教法人がございますので、

それに対する指導や、その宗教法人を総括する

ような全国組織の団体等に対する依頼とか、そ

ういったものに要する経費でございます。

○満行委員 1,224件を相手にして、19万6,000

円という数字では、どのぐらい指導管理とか調

査ができるのかなと思うんですけれど。

1,224件を何年かに一遍とかで全て調査をする

とかはあるんでしょうか。

○神菊文化文教課長 宗教法人については、不
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活動宗教法人が幾つかございますので、そうい

う活動が見られない、例えば施設がないとか、

信者がいないとか、代表者が不在であるといっ

たようなところについて、数年に１回、宗教法

人の整理といった観点で指導等を行っていると

ころであります。

○満行委員 法人だから、毎年、報告書を出さ

ないといけないだろうと思うんですけれども、

出さないところが休眠法人と言われるわけです

か。

○神菊文化文教課長 はい、そうでございます。

出すように法律で義務づけられておりますが、

代表者や信者がいないという状況になりますと、

そういったことも怠りがちになっている状況で

あります。

○満行委員 この予算、この事業で、しっかり

国が都道府県に求めている指導とか管理とかで

きているということでよろしいんでしょうか、

ちょっと心配なんですけれど。

○神菊文化文教課長 宗教法人については、文

化庁の所管になるんですけれども、やはり信教

の自由を尊重するということが大前提でござい

まして、私どもの権限も非常に狭くなっており

まして、十分なものとまでは言えないかもしれ

ませんが、できる範囲で整理等も含めて行って

いるところでございます。

○満行委員 51ページ。私立高校も幾つか出て

いるんですが、とりあえず１つ、５のマル改、

私立高等学校授業料減免補助金、世帯収入350万

円以下が対象ということだったですけれど、こ

れは公立学校と私立学校は一緒なんでしょうか。

○神菊文化文教課長 この制度につきましては、

私立学校に対して行っているものでありまして、

公立とは別でございます。

今回の補助金につきましては、これまで生活

保護世帯等のみに授業料の減免を行うと。実際

には、学校の減免する額の３分の２を県が支援

するという形をとっておりました。

今回は、その中でも、先ほど申し上げました

年収350万円程度未満の世帯に対して、自己負担

分の２分の１を県と学校で負担をしようと。で

すから、世帯の負担、実際の負担額が２分の１

になるということになります。

なお、実負担額というのは、授業料月額から

就学支援金を除いた額でございます。

○満行委員 はい、わかりました。

○丸山委員 ちょっと教えていただきたいのが、

消費センターのことで、具体的な事例として、

電力自由化が４月から始まるとか、またマイナ

ンバーで新しい制度が始まったから、いろいろ

新聞報道等では、かなり相談件数もふえてきて、

事案が発生しているんじゃないかとの報道が多

いんですが。宮崎でも、それぞれの消費者セン

ター等にかなりそういった相談があると認識し

てよろしいでしょうか。

○村上生活・協働・男女参画課長 マイナンバ

ーにつきましては、昨年の５月から、毎月１件

ないし２件ということで、問い合わせも含めま

して、結構相談が来てございますが、マイナン

バーコールセンターというのが設けられており

ますので、そういったところに誘導していると

いうことで。最近は、源泉徴収のためとか、い

ろいろ職場からとかアルバイト先から、マイナ

ンバーを教えてくれと言われるけれども、教え

て大丈夫なのかという問い合わせがふえている

と聞いております。

電力自由化につきましては、消費生活センタ

ーに確認したんですけれども、今のところ、宮

崎県の場合は相談は来ていないということで、

国民生活センターがホームページを通しまして、
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いろいろ注意喚起を行っておりまして、それを

見ますと、10月から12月は52件だったのが、１

月、２月で98件と、全国的には、ぐんとふえて

いる状況はあるようですが、宮崎県は、まだ相

談は受けておりません。

○丸山委員 今回の事業の中で、45ページの５

の強化事業と、その４つぐらい下の（事項）消

費者行政活性化基金事業費で、やはり同じく強

化事業、強化などって書いてあるんですけれど、

何がどう違うのかっていうのを少し説明をして

いただくとありがたいのかなと思っております。

○村上生活・協働・男女参画課長 （事項）消

費者行政活性化基金事業費の活性化事業といい

ますのは、平成21年度に消費者庁が設立された

のに合わせて設けられました、国の交付金を活

用して基金として積み立てまして、地方の消費

者行政の相談窓口を強化していくという国の方

針に従って、交付金を使って相談員を配置した

り、あるいは、いろんな弁護士さんの専門相談

を設けたりしてきた事業です。

５の、消費生活相談窓口充実・強化事業とい

いますのは、先ほどもちょっと申し上げました

が、平成26年６月に、消費者安全法が改正され

まして、なかなか市町村の相談窓口に専門の相

談員を置くことが普及していなかったものです

から、法が改正されまして、共同化で市町村が

センターを設置することができるようになりま

したので、それを県が調整しまして、共同化を

するに当たってのいろいろな話し合いとか、あ

るいは専門の相談員の養成とか、そういったも

のを支援するのが、消費生活相談窓口充実・強

化事業ということになります。

○丸山委員 また別に、交通事故相談所は、件

数的には思った以上に少ないのかなと思ってお

りまして。何かいろんなトラブルもあるんじゃ

ないのかなと思っていまして。

できれば、警察が事故処理とかされたときに、

もし何かあったときには、こういう窓口があり

ますよというお知らせとか、そういったことを

もう少し細やかにしたほうが。いろんな相談を

したい人が潜在的にもっといるんじゃないかな

と思っているので、この数が伸びるのもいけな

いのかもしれませんけれども、知らない人が逆

に多いんじゃないのかなと思って。その辺の周

知徹底を含めて、どう考えているのか教えてい

ただきたいと思います。

○壹岐交通・地域安全対策監 委員のおっしゃ

るとおり、暦年で見ますと、実は、平成25年に

ついては172件、平成24年で187年、平成23年で180

件と、200件を切った状況が続いておりまして。

県といたしましても、そういう広報という観点

を含めて─免許センターに事故証明の発給セ

ンターがございます。あそこに封筒を入れて広

報をしたら、26年度は200件台に回復したという

状況等がございます。

おっしゃるとおり、被害者の支援とか福祉の

充実ということでは、広報は重要だと思います

ので、また、警察サイドで現場にしっかり言っ

てもらう方法が一番ありますので、県警と連携

した形で、広報をしっかりやっていきたいと考

えております。

○丸山委員 ぜひ現場サイドと連携をとってい

ただけたらと。

また、もう一つ、保険会社も結構、絡んでく

るんじゃないかと思っていますので。あと病院

とか、そういうところとも連携して、こういう

ときに相談できるようにしていないと、やはり

悩んでいる方も多いのではないかなと思います。

その辺の連携はされているのかお伺いしたいと

思います。
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○壹岐交通・地域安全対策監 おっしゃるとお

りでございまして、なお、最近の保険情勢って

いうのは、個々の損害保険会社が固有の相談窓

口を持ったり、法テラスとか、そういう被害者

支援の充実というのも入ってございますが、県

の場合は、やはり重複してそういうところに聞

いたけれど念のために複数聞くということで、

多様性のある被害者支援という形で、その役割

をしっかりやっているところでございます。

○丸山委員 ぜひ多くの県民の方々に、気軽に

相談できるような体制、広報もお願いしておき

ます。

引き続き、51ページのマル新の３の、文化振

興ビジョン改訂事業について。先ほど2020年の

国民文化祭並びに東京オリンピックに向けての

ビジョンを変えていこうということなんですが、

この文化振興ビジョンというのが、あんまり基

礎的なことがよくわかっていないので、ちょっ

と申しわけないんですけれど、今回、特に大き

なイベント、文化祭、東京オリンピックという

のが具体的に出ましたけれど、どのような目標

に向けてやろうとか、もう少し詳しく説明して

いだたけるとありがたいのかなと思っておりま

す。

○神菊文化文教課長 みやざき文化振興ビジョ

ンは、23年３月に策定いたしまして、その中で

は、県の役割でありますとか、市町村の役割、

個人の役割、団体の役割という形で、どういう

形をとりながら、文化振興を実践していくかと

いうことを、ビジョンとして定めたものでござ

いまして、具体的には目標値を定めております。

これが、県民意識調査でやった場合の、日ご

ろから文化に親しむ県民の割合ということで、

平成23年３月に、10年後には46.7％にしましょ

うという目標を立てていたところであります。

しかしながら、26年には47.3％と既に超えて

しまいまして、その後の県の総合計画等によっ

て幾度か見直しをいたしまして、現在の重点指

標としては、日ごろから文化に親しむ県民の割

合というのを65％を目標に、現在行っていると

ころでございます。

これを定めた平成23年から比べますと、現在、

例えば平成27年５月に閣議決定されました文化

芸術の振興に関する基本的な方針、第４次基本

方針でありますとか、オリンピック・パラリン

ピック東京大会における文化プログラムの実施

の考え方、それから、記紀編さん1300年記念事

業でありますとか、地方創生事業といういろん

なその文化を取り巻く環境が、随分変わってき

ていると。

それに合わせて、本県では、32年度の国民文

化祭の開催誘致を行っておりますし、文化プロ

グラムについても、十分対応していきたいと思っ

ておりますので、そのあたりを十分盛り込んだ

形の文化振興ビジョンを定めたいということで

ございます。

○丸山委員 ぜひ国民文化祭及び東京オリン

ピック、午前中にもいろいろ議論をしたところ

ですが、総合交通課で韓国との交流を含めて、

文化も含めていろんなことをやっていきたいと

いう話があったものですから、それとしっかり

リンクをしながら、ただ単に文化だけじゃなく、

いろんな形の、文化は本当に幅広く未知数の力

を持っている可能性もあるんじゃないか。

特に宮崎とかで、やはり神楽を初め、世界無

形文化遺産を登録するとか、いろんなことを取

り組もうとしておりますので、文化に対してう

まく生かしていけば、宮崎の場合、先ほど言い

ました記紀編さんでも、宮崎しかない文化をう

まく生かすことによって、インバウンドなり、
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県外、海外からの観光客も含めてくると。

しかしまずは日本人、県外の人よりも、県内

の人たちが知っているかといえば知らなかった

り、体験していなかったりというのがあると、

やはり県外の人たちに本当にＰＲできなかった

りしますので、今、文化に親しんだことは、パ

ーセントはふえたといっても、これは本当にふ

えたのかというと、本当なのかなというのが

─65％、結構、認知度は上がっていますとい

うけれど、本当なのかなと感じますので、この

指数のやり方、考え方も、もう少しきめ細やか

といいますか、本当に実態に合うような形なの

か、ちょっと年に１回ぐらい、何か音楽とか聞

いたことがあるぐらいではなくて、本当に宮崎

の文化をしっかり理解できるような人材づくり

まで含めたビジョンに。これ、教育委員会やい

ろんなところと、文化団体と連携しないとでき

ないかもしれませんけれど、そういった具体的

で、ただ単に目標が、国民文化祭があるとか、

東京オリンピックがあるだけではなくて、その

後も引き続きつながっていくようなビジョンに

していただきたいと思っております。いかがで

しょうか。

○神菊文化文教課長 おっしゃるとおりだと

思っております。

今回のビジョンにおきましては、多文化の発

信でありますとか、そういう視点は十分考えて

まいりたいと思っておりますし、調査に際しま

しても、今、おっしゃられたようなポイントも

十分検討させていただいて、調査をさせていた

だきたいと思っております。

○丸山委員 60ページのマイナンバー制度周知

促進事業。私自身も、マイナンバーは正式に手

続をしていなくて、しなくちゃいけないとは思っ

ているものですから─宮崎県として、どのよ

うな周知促進事業を考えているのか。現実的に、

平成28年度は何％まで県民の人たちに手続きを

してもらうのかとか、いろんな目標設定値があ

るのかを含めてお伺いしたいと思っております。

○青出木情報政策課長 マイナンバー制度の周

知につきましては、27年度はゼロ予算の事業の

中で、例えば出前講座ということで、約60カ所

出かけてまいりまして、3,300人以上の方々に直

接ＰＲする機会はございました。

また、国が作成したポスターですとかチラシ

等を活用した広報は行ったところでございます

けれども、なかなかまだまだ県民の方々に周知

するまでに至っていないということで、今回、

この予算をお願いいたしまして、特に広報にな

れた民間事業者の方を活用いたしまして、効果

的な広報等を行っていきたいと考えているとこ

ろでございます。

特に、１月から、民間事業者の方々が、従業

員の方々のマイナンバーの管理をしなければい

けないとか、そういうところもございますので、

そういう安全管理措置に関する周知とか、そう

いう分をさらに徹底していくことが重要ではな

いかと、考えているところでございます。

実際に、どれぐらいのマイナンバーカードの

申請を推進していくかということなんですけれ

ども、私ども、具体的な数値は今、持っている

わけではございませんけれども、今現在、申請

受け付け状況が、人口に対する申請枚数という

ところでは、宮崎県は全国で７位ということで

ございまして、割といい数字にはなってきてい

るという認識はしております。

今後、さまざまな国の情報等を県民の方々に

的確に伝えることによって、この推進を図って

いきたいと考えております。

○丸山委員 私も含めてなんですが、マイナン
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バーの申請は、本来は、「鉄は熱いうちに打て」

じゃないといけないと思っていますので。恐ら

くマイナンバーが届いた文書自体も、１年後に

はどこにいったのかなという人がふえてしまう

と思っています。スタートダッシュが非常に重

要だと思っています。これは県がどうのこうの

言っても、なかなか難しい。広報の充実をしっ

かりしないと、恐らく１年後には書類がどこに

いったのかなっていう人が半分以上出てきてし

まう可能性もあるんじゃないのかなと。

国は、大切に保管してくださいねと、報告は

したけれども、どうしても、言葉自体も、何か

だんだん忘れられる可能性があるものですから。

今後の活用が今度はできるんですよ、自分のメ

リットになるんですということをしっかりアピ

ールしていただいて。安全管理という、事業所

にとっては、そういう番号がないと管理できな

いというのがありますので、そういうことも含

めて周知徹底をよろしくお願いしたいと思いま

す。

○青出木情報政策課長 市町村の方々とも一緒

に連携して、努めてまいりたいと考えておりま

す。

○丸山委員 あと最後に、地域情報化対策費で。

ハイウェイ21光ファイバが県内には引かれてい

るんですが、これも、これまでいろいろ議論を

している中で、高速道路はつくったけれども、

本当にものが走っているのかをいろいろ議論し

てきたんですけれども、平成28年度を含めてこ

れまでで、本当に利活用されているもんだろう

かと。

でも、本当、民間がもっと使わないと、これ

はだめだよねって話もしていたんですが、ほと

んどケーブルテレビに一部使われているぐらい

で、10年ぐらい前になると思うんですれども、

投資した割には、あんまり利活用が図られてい

ない気がしています。

逆に言うと、整備しているからこそ、逆に利

用もできる可能性がまだあると思っていますの

で、その辺のことを管理費、委託管理だけじゃ

なくて、利活用も含めて、平成28年度はどのよ

うに進めていかれるのか、お伺いしたいと思い

ます。

○青出木情報政策課長 ハイウェイ21の利用で

ございます。

もともとインターネットの利用が始まった段

階で、なかなか地方においては、民間ベースで

のインターネットの導入は難しいだろう、公的

に対応する必要があるということで、宮崎情報

ハイウェイ21を導入したところでございます。

その後、インターネットの加速的な普及に伴

いまして、県内でも、民間利用がどんどんふえ

てまいりました。その結果、現在、この宮崎情

報ハイウェイ21につきましては、行政の利用が

中心になっているところでございます。

行政のほうの利用につきましては、先日、２

月補正の際に、市町村と県が一緒になって、セ

キュリティクラウドというものを導入するとい

うことでお諮りしたところでございますけれど

も、このようなセキュリティクラウド等を行う

場合には、この自前のハイウェイがあった関係

で、他県に比べると、経費も安く導入すること

が可能になっているところでございます。

今後、先ほどお話しございましたケーブルテ

レビですとか、そういうところにも御利用いた

だいておりますけれども、さまざまなところ、

まだ利用可能な部分がございますので、私ども

の中でも、どういう形で使っていくのがいいの

か、検討を進めてまいりたいと考えているとこ

ろでございます。
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○丸山委員 ぜひ有効的に活用できるようお願

いしたいと思います。

○神菊文化文教課長 先ほど、来住議員から御

質問のありました件についてお答えいたします。

県の予算額を生徒数で割ったものということ

で、補助率等の問題がありますので、単純に割っ

たものと御理解いただきたいと思うんですが、

平成25年度が、１人当たり約51万6,000円でござ

います。26年度が約55万円、それから27年度が

約59万円。４万円ずつぐらい上がっているとい

う状況でございます。

それから、もう一点、満行委員の御質問に対

して補足させていただきたいと思います。

予算が少ないというお話でございましたが、

宗教法人に関しては、先ほど申し上げたとおり、

包括的な監督権は県ではないという状態の中で、

実際にやっております業務については、役員名

簿や財産目録等の提出を受けて確認をする、認

証をするということ。

それから、不活動法人ということで、今現在、

県内に、27年５月現在、23法人ございます。不

活動法人の定義といたしましては、代表役員が

１年以上いない、境内建物が２年以上ない、信

者がいないといったものが23法人、そういった

ものの指導を行うための経費で、この程度の経

費で十分やれているということでございます。

○清山委員長 ほか、質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上で３班の審査を

終了いたします。

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

○野口総合交通課長 総合交通課でございます。

常任委員会資料の29ページをお願いをいたし

ます。

今回、宮崎県交通・物流ネットワーク戦略を

改定いたしましたので、御報告申し上げます。

この戦略につきましては、昨年12月の常任委

員会におきまして、素案の説明をさせていただ

いたところでございますので、今回は、主に、

その後の経過につきまして説明をさせていただ

きます。

29ページの３の策定スケジュールをごらんく

ださい。

昨年の12月16日から本年１月18日にかけまし

て、パブリックコメントを実施しております。

また、12月25日には物流関係企業等からの意

見聴取を、１月18日には市町村や交通関係企業

からの意見聴取を行っております。

その上で、２月１日に、庁内の関係課長で構

成をします宮崎県交通・物流対策推進本部の幹

事会において審議をし、２月16日に、知事をトッ

プとする同本部会議にて審議の上、決定をした

ところでございます。

それでは、関係企業等からの主な意見等につ

いて御報告を申し上げます。

まず、パブリックコメントについてでござい

ますが、バスについて、利用者の出勤・帰宅時

間に合わせた時刻設定にしてほしいですとか、

航空については、関東方面へのＬＣＣ路線が欲

しいですとか、高速道路については、インター

チェンジが少ない等の意見がございました。

別冊資料26ページをごらんいただきたいと存

じます。

これらの意見に関しましては、それぞれ戦略

に記載をしておりますけれども、例えば、今、

申し上げましたバスの時刻につきましては、こ

の26ページの一番上にございます、①バス路線

ネットワークの再構築の項目におきまして、国、

県、市町村、交通事業者等関係者が一体となっ
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て、ルートやダイヤの見直しを検討することと

しておりまして、そのため、毎年度、アンケー

ト調査を実施するなどしていることから、引き

続き、関係者と連携をして、利便性向上に努め

てまいりたいと考えております。

また、物流に関する意見交換会においては、

トラックドライバーなどの確保に取り組んでほ

しいとの御意見がございました。

これにつきましては、この別冊資料の41ペー

ジをお開きいただきたいと存じます。

①トラックドライバー等の確保の項目におき

まして、国の施策等と連携して取り組みを推進

するとともに、次の42ページでございますが、

②荷主と物流事業者のパートナーシップの強化

に記載のとおり、荷主と運送事業者との意見交

換会を引き続き実施するなどし、荷主と物流事

業者との連携が図られるように取り組んでまい

りたいと考えております。

また、市町村、交通関係企業からの意見聴取

では、鉄道における交通系ＩＣカードの利用エ

リアの拡大などに関する意見がございました。

これにつきましては、今の資料の35ページを

お願いしたいと存じます。

35ページの下から２つ目の③でございます。

交通系ＩＣカードの普及及び利用可能エリアの

拡大の項目の３行目に記載しておりますように、

利用可能エリアの拡大に向けた取り組みを沿線

自治体と推進してまいりたいと考えております。

今申し上げました件につきましては、御意見

等を踏まえ、既に素案について記載をしている

項目でございましたので、今後とも連携をとっ

て進めてまいりたいという説明で御理解をいた

だいたところでございます。

さらに先般、12月の常任委員会、また、物流

に関する意見交換会においても意見をいただき

ましたけれども、木材の輸出に関しまして、県

土整備部との連携が必要だという御指摘をいた

だきました。

このことについては、41ページをごらんいた

だきたいと存じます。

（２）の①増加貨物や船舶の大型化等に対応

した港湾の整備の項目におきまして、近年の中

国、韓国、台湾等の木材需要の伸び等によるさ

らなる増加貨物等に対応するため、必要な港湾

施設の整備について引き続き取り組むこと、ま

た、細島港について、大型化する貨物船への対

応や、企業立地のための新たな用地の確保など

を盛り込んだ港湾計画の改定作業を進めること

を追加して記載をいたしまして、港湾整備や港

湾計画を所管する県土整備部と、さらには物流

や企業立地などを所管する関係部局とが、連携

して取り組んでまいりたいということを確認し

たところでございます。

最後になりますけれども、資料の51ページを

ごらんいただきたいと存じます。

この戦略につきましては、宮崎県まち・ひと

・しごと創生総合戦略の内容を踏まえたもので

ございますことから、この戦略の期間を総合戦

略と同じ平成31年度までといたしております。

総合戦略におきます交通・物流に関する数値目

標を抽出いたしまして、この戦略の数値目標と

したところでございまして、ここに記載をして

おります。

委員会資料にお戻りをいただきまして、29ペ

ージをごらんいただきたいと存じます。

５の、今後の推進体制についてでございます。

知事を本部長とします、宮崎県交通・物流対

策推進本部を中心に、庁内関係部局と連携しま

すとともに、民間事業者や関係機関等との情報

共有などを密にし、今回、改定をいたしました
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本戦略を着実に推進してまいりたいと考えてお

ります。

宮崎県交通・物流ネットワーク戦略の改定に

つきましては以上でございます。

○清山委員長 ２時間になりますけれども、あ

と少しなので進めていきます。トイレとか行か

れたい職員の方がいたら、自由に行ってくださ

い。

執行部の説明が終了しました。

報告事項について質疑はございませんか。

ちょっと１点いいですか、済みません。

今、宮崎市内でバス専用レーンの規制を１時

間で始めていて、伺ったところ、都市計画課が

警察本部とかと市、県、警察、宮交、事業者と

話し合って決めているらしいんですけれども、

宮崎都市圏交通戦略かな。

ああいう取り組みは、この交通・物流ネット

ワーク戦略の中には入らないものなんですかね。

地域交通ではあるんですけれども。

○野口総合交通課長 直接的には、県土整備部

を中心に対応しておりますけれども、この戦略

の中では、特にそこのところをうたい込んでは

ございません。バスの事業者という観点から、

必要なレーンにつきましては、具体的に協議等

を行った経緯はございませんけれども、路線バ

ス等に関しましては、いろんな機会に意見交換

をしたいと思っております。

○清山委員長 わかりました。都市計画課と総

合交通課でそこは違うんですよね。何か不思議

な感じもするんですけれども、わかりました。

ほかなければ、よろしいですか。

では、各課ごとの説明及び質疑が終了しまし

たので、これから総括質疑を行います。総合政

策部全般についての質疑はございませんか。

○丸山委員 この前、国勢調査のデータが出て、

人口ビジョンが約3,000名近く誤差があるという

のが出まして、本当に人口ビジョンは、どうなっ

ていくのかなと非常に心配しております。

かつ、今回の当初予算でも、いろんな、先ほ

ど説明していただきました、みやざき成長産業

育成・雇用創出プロジェクトとかやってもらっ

ているんですが、これは本当にうまく機能しな

ければ、若者の県外流出をとめたいっていうの

があると思うんですが、数が3,000名ずれていま

すので、今後、どんどん幅が広がっていく可能

性もあるし、今回のこの施策を打つことによっ

て、少しでも縮めて、県が予想している人口ビ

ジョンになるんじゃないかと理解できるのか。

雇用になると、商工がやっていますよとか、

どうなっていますよとかなんとかで。28年度で

どれぐらいを人口ビジョンとして考えているの

か、具体的な数字がないかもしれませんけれど

も、そういうことを少しお伺いできればなと思っ

ているところなんですけれども。

○井手総合政策課長 委員がおっしゃるとおり、

想定よりも国勢調査の人口が下回ったというこ

とで、非常に危機感を持っております。それは、

今回、出た数字でございますが、この28年度事

業を構築するに当たって、我々が考えてきたこ

とは、今、この委員会でも申し上げたように、

やはり若者の定着促進をいかに図るかというこ

とだろうと。

いかに合計特殊出生率が高くても、産める世

代の人たちが減っていれば、実質としては減っ

ていくと議論されてきておりますので、そこは

十分踏まえております。

県が今、用いておりますいろんな施策の中で、

先ほどもちょっとお話がありましたように、人

材の育成と企業振興、産業振興というのは、こ

れは２つのプラットフォームとして非常に重要
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だろうと考えております。

いずれも本県の製造分野の産業として、これ

までも取り組んできましたけれども、今回、フ

ードの事業で掲げていますように、フードビジ

ネス、そして医療、エネルギー、国際分野と環

境分野ということで、木材、バイオマス等、こ

の辺が主眼となるだろうと考えています。

これにつきまして、それぞれ、例えばメディ

カルバレー構想でありましたり、フードビジネ

ス推進構想でありましたり、グローバル戦略で

ありましたり、新エネルギービジョンでありま

したり、それぞれのビジョンがございます。

これの改定等も含めまして、商工の分野では

産業振興戦略をことし立て、グローバル戦略を

立てております。

私どものほうの総合政策部としては、全体を

包括する形で、総合計画と総合戦略を束ねてま

いりました。

いずれの部のそういう計画、ほかにも農業、

森林、それぞれ10年計画も改定されていくとい

うことになっていますので、そことの連絡を密

にしながら取り組んできたところでありまして、

一つ一つの施策に、それぞれ地方創生の事業を

組み込むことができたのではないかと思ってい

ます。

中でも、先ほど最初に申し上げました、プラッ

トフォームという形で、伸びる企業なり、伸び

る人材なりをいかに産学金官、そろって支援を

して、実際に伸ばしていくのか。

それぞれのＫＰＩという形で数値目標を設定

しておりますので、そことの整合性をきちんと

見ながら、成果を把握しながら、施策、事業の

修正を今後、かけていこうと思っております。

○丸山委員 それぞれの部ごとに、いろいろな

ことが危惧されて、ことし、本当にスタートダッ

シュの時期であると思っております。しかしな

がら、きのう総務部に聞いてみますと、この地

方創生の交付金等のほうは、まだ、当初予算の

分なんかも、はっきり幾ら国から交付の決定が

あるかわからないと言われていたものですから、

本当にこのうちのどれだけ、いろんな事業がで

き上がるのか。

各部がそれぞれ、やりたいと思っているのが

駄目になるという可能性もあったり、逆に多く

ついてよかったなというのがあるかもしれませ

んけれども、やはり予算が伴わないとできない。

けれど、宮崎としてはどうしてもやりたいと

いうことであれば、財政課のほうに言って、も

う絶対にやるんだという気持ちとして、事業は

進んでいくんだよと。さらに、県単でもつけ加

えてもやるんだよという意識がない限りは進ん

でいかないと。

できるだけ国庫補助をうまく使ったほうがい

いと思っておりますけれども、宮崎がトップラ

ンナーであるという意識があるんであれば、しっ

かり予算措置を含めて、知事を初め、県、国会

議員を含めて、タッグを組んでいかないといけ

ないと思っています。その辺の地方創生の取り

組み、意気込みを含めてお伺いしたいと思って

おります。

○茂総合政策部長 地方創生の各県の交付金に

ついては、もうこれは県を挙げて全庁的に、全

力で取り組んでいきたいと思っています。

それと、先ほど人口のお話がありました。こ

れは、私も最初、速報を聞いたときに、やはり

国の見通しよりも3,000人ほど低いし、マイナス

幅を見てみますと、マイナスがだんだん大きく

なってきているんですね、経年的に、５年ごと

をずっと見てくると。それを見て、非常に危機

感を感じています。
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つぶさに全国47都道府県がどういう状況かと

いうのを見まして、やはり北海道、東北、それ

から九州南部、四国南部、このあたりは、かな

り厳しい状況にあるなと思いました。

九州の中では、福岡と沖縄がふえているんで

すね。私が非常に関心を持っているのは沖縄県

でして、沖縄県の場合は、全国で唯一、人口が

ふえるというビジョンを立てています。

これについては、社会増であり自然増である

という予測等を立ててまして、ただ、県民所得

とか、いろんな子供の貧困率というのは、状況

としてはよろしくないわけですね。

そういう状況の中で、現に人口がふえてきて

いるということは、どこにそれがあるんだろう

と非常に関心を持っていまして。そこでもし、

いろんなヒントが得られれば、私たちもこれか

ら生かしていきたいと思いますし、言われるよ

うに継続的な取り組みを含め、一生懸命やって

いきたいと思っています。

○丸山委員 地方創生の先導役は総合政策部だ

と思っていますので、これをしっかりやってい

ただくことを要望させていただきます。

○島田副委員長 総合政策課が、宮崎の活性化

のキーワードを持っていると思うんですが、昨

日、総務部とのいろんな事業の説明を受けたん

ですが、やはり各部局との横断的な連携をとっ

て、地方創生事業、そして加速化事業、コラボ

をすれば、まだ先に伸びる事業じゃないのかな

というのもあるわけですよね。

その中で、これから宮崎県が活性化するため

に、一番、キーワードは、知事が大型予算がと

れたよと報告されましたけれども、その予算を

執行する段階、第１四半期ですよね。

今、労働人口が減っていく中で、宮崎県の経

済を活性化するためには、第１四半期の３カ月

間が、事業の中では空白になってしまうんです

よ。だから、内示がもらえる許容範囲の中で、

もう４月１日から事業執行できないのかなと。

それと、最終年度、第４四半期の中で、事業

がいっぱいはまってきて、仕事が終わらないわ

けですよ。事業の配分を部局でしっかりとやっ

ているわけですから、そのためには、この総合

政策課の手腕が、一番キーワードじゃないかな

という中で、そういう趣向の仕方はできないの

かなと思っているわけですけれど、いかがです

かね。

○井手総合政策課長 地方創生交付金の交付金

事業でちょっと例示してお答えをさせていただ

こうと思っています。

地方創生交付金、補正予算で予算計上させて

いただきました、加速化交付金は、交付決定が

この年度内と聞いております。

したがいまして、加速化交付金で措置した事

業については、４月、すぐ立ち上げられるよう

に、今、各部に対しても、まだ実際、交付決定

が来ていないので、準備段階ではございますけ

れど、きちんと準備をしておくようにというこ

とで指示をしております。

一方、この新年度の予算で案を上げさせてい

ただきます地方創生推進交付金に関しましては、

実は、まだスキームそのものも明らかになって

おりません。

先ほどから出ていますように、これ、単年度

で済むようなものかという御意見がございます

が、この推進交付金のほうは、地域再生計画を

立てて、国の認定を受けて事業執行という形に

なりまして、その地域再生計画につきましては、

事業によりますけれども、３年から５年の間の

複数年の地域再生計画も可能であると聞いてお

ります。
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したがいまして、そのスキームが示された段

階で、もう一度事業をきちんと見直して、複数

年度にわたるものは、複数年度で効果を発生す

るような事業構築を考えてまいりたいと考えて

おります。

いずれにいたしましても、国の事業と県単の

事業がございますので、一体的に活用、執行し

て、できるだけ早い時期に事業が立ち上がるよ

うに努力をしてまいりたい、各部調整してまい

りたいと考えております。

○島田副委員長 例えば５カ年計画、10カ年計

画、総合計画の長期ビジョンは示されているわ

けじゃないですか。その中で事業計画をつくり

上げていくわけですよね。

事業計画ができ上がった段階で国に申請する

わけじゃないですか。国がまだ予算化していな

いというのも、おかしなことじゃないかなと思

うんですよね。

事業計画をつくって、その事業計画の中に実

行する段階で、もうしっかりベースをつくって

いるわけですよ。

ところが、今、内示がないということで、ま

だ予算化もされていないということであれば、

事業計画が変化していくわけですよね。だから、

その中で内示が出るまでに、大体の希望予算と

いうのを70％で執行できないかなということで

すよ。

でなければ、365日の中の仕事の割合が変わっ

てくるものですから、収支のバランスが伴って

いかない。いわゆる経済が伸びないということ

になるんですけれど、そういうのは、考え方と

していかがですかね。

○井手総合政策課長 まず１点目としましては、

最初お答えしましたように、補正予算で措置し

ていただいた部分、これについては、４月当初

から事業執行可能となると思っておりますので、

それはすかさず事業化を図っていこうと考えて

おります。

もう一点、28年度当初予算案で示している事

業に関しましては、できるところから事業執行

を、可能なところからやっていこうと考えてお

ります。できるだけ早い事業執行に努めてまい

りたいと思っております。

○島田副委員長 もう一点。

加速化事業については、次年度で、例えば、

３カ年計画で事業執行をする中で、１年目はこ

れだけ、２年目はこれだけというので、長期ビ

ジョンの中で仕事をさせていきますよね。

その中で、大体、もう３カ年計画でやるんだっ

たら、もう決まっているわけですから、なるべ

く早目に内示が出せるように、国との連携をとっ

てもらいたいということが、我々の本音なんで

すけれど、そこも改善していただければと思い

ます。

○清山委員長 ほかにございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、その他で何かござい

ませんか。

○満行委員 消費者行政。オレオレ詐欺、特殊

詐欺ですけれど、代表質問でもしたんですが、

相当、被害額も件数も伸びて、減っていないと

いう状況で。消費者安全法ができて、いろいろ

組織ができたんですが、食品の安全とか製品製

造とかであって、そういう経済的な詐欺は対象

にならないということのようなんですよね。質

問をする中でわかったきたんですけれど。

ただ、知事を本部長に、消費者行政推進本部

という全庁的な組織があるわけですよね。これ

が消費者安全法による推進本部だから、動いて

いないというか、実際、全然稼働されていない。
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でも、多くの県民の、本当に普通の人が簡単

にだまされて、闇の世界にお金が流れていって

しまっている現状は、やはりもっともっと行政

としては、その防止に努めないといかんのじゃ

ないかと思うんですが。その特殊詐欺に対する

県行政としての取り組みを今後どうするか、教

えていただきたいと思います。

○村上生活・協働・男女参画課長 特殊詐欺に

関しましては、非常に深刻な問題と受けとめて

おりまして、25年度に、県警とも協定書を取り

交わしまして、特殊詐欺に関しては、被害者の

方の承諾を得た上で、警察につなぐという仕組

みをつくっております。

それと、警察のほうが中心になっております

けれども、いろいろな金融機関との協定等で、

チェックシートや声かけ、自動録音装置、ある

いは今、コールセンター、これも全部、消費者

行政活性化交付金、あるいは推進交付金を使っ

ての事業ということで、私どもが窓口となって、

国のほうとやりとりをさせていただいておりま

す。

平成27年度と26年度を比べますと、そういっ

たいろんな取り組みが多少は功を奏しまして、

３億4,679万の被害から、27年は１億6,506万と

いうふうに半分近く減っているのもありますし、

水際でとめられた件数が84件というような、い

ろんなところで功は奏しておりますけれども、

委員がおっしゃるとおり、非常に深刻な問題と

受けとめます。本会議でも御指摘がありました

消費者行政推進本部等も、生命身体にかかわる

重大事案ということで位置づけておりますけれ

ども、庁議などでも、警察本部長が、今の特殊

詐欺の状況とかを御報告されているということ

でありますけれども、この本部会議を利用して

情報交換もしていけたらいいなと考えておりま

す。

○満行委員 国も頑張っていただく、県も頑張っ

ていただいていると、よくわかるんですけれど。

ただ、推進本部が目的が違うということなのか

もしれませんが、１回しか開かないまま今日ま

で至っている。

ぜひ、今、課長もおっしゃっていただきまし

たが、そういう全庁を挙げての組織があれば、

それをしっかり有効に活用いただいて、全庁的

にやはり何ができるかと。

情報政策課とか秘書広報課とかいっぱいおら

れるし、いろんな部署で対応ができるための知

事をトップとした組織だろうと思いますので、

今後とも活用いただきたいと思います。よろし

くお願いします。

○清山委員長 ほかございますか。

それでは、次に、請願審査に移ります。

請願第６号「高等学校の公私間格差解消のた

め、私学助成の増額を求める請願」が出ており

ますけれども、これについて執行部からの説明

はございませんか。

○神菊文化文教課長 特にございません。

○清山委員長 関連して、委員から質疑はござ

いませんか。よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上をもって総合政

策部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時21分休憩

午後３時24分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。委員の質疑は、全て説明が終了した後に
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お願いいたします。

○舟田会計管理者 会計管理局の平成28年度当

初予算につきまして御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料425ページをお願い

いたします。

会計管理局の当初予算額は、総額で４億4,467

万3,000円をお願いしております。前年度当初予

算５億4,513万8,000円と比較いたしますと、金

額で１億46万5,000円、率にして約18.4％の減と

なっております。

主なものにつきまして御説明いたします。

429ページをお願いいたします。

まず、上の段の（目）一般管理費、（事項）職

員費２億6,450万4,000円でありますが、これは、

会計管理局職員38名分の人件費でございます。

次に、（目）会計管理費、（事項）出納事務

費7,771万8,000円ですが、これは、その下の説

明の欄にありますとおり、出納事務執行及び財

務会計システムの運営管理等に要する経費であ

りまして、前年度当初予算と比べ、約１億2,550

万円の減となっております。これは、財務会計

システムのサーバーを全庁的な統合サーバーに

移行しましたが、その整備が平成27年度で完了

したことによるものであります。

次に、下の段の（事項）証紙収入事務費１億245

万1,000円でありますが、これも、その下の説明

の欄にありますとおり、証紙売りさばき人に対

して支払う売りさばき手数料が主なものとなっ

ております。

前年度と比べまして、約960万円の増となって

おりますが、これは、証紙の印刷を１年置きに

行っております関係で、平成28年度が、印刷を

行う年となっていることによるものであります。

会計管理局は以上でございます。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。

○清山委員長 説明が終了しました。

議案について質疑ありませんか。

○丸山委員 総務部の説明の中で、組織編成が

会計管理局であって、内部のほうで少し担当が

変わるんですけれども、それに伴って具体的に

どうなるかを教えていただきたいと思うんです

けれども。

○井上会計課長 私どものとこは、６担当ある

んですけれども、そのうち一つは国費・資金管

理担当というのがあるんですけれども、それを

組織変えいたしまして、会計指導担当というの

をつくるようにしております。財務会計に詳し

い職員が、全庁的に減ったということがありま

して、出先とか本庁について、どういった指導

を会計課として、管理局としてやっていかない

といけないのかといったこともございますので、

そういったことを積極的に検討していこうとい

う担当をつくろうと考えております。

もう一つは、財務会計システムというのがあ

るんですけれども、今度移管されて、物品関係

の調達システム、それとあわせて電算担当をお

願いしております。

○清山委員長 ほかございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 その他で何かございませんか。

よろしいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 では、以上をもって会計管理局

を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時29分休憩

午後３時30分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案の説明を求め
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ます。委員の質疑は説明が全て終了した後にお

願いいたします。

○亀田人事委員会事務局長 それでは、人事委

員会事務局の平成28年度当初予算について御説

明をさせていただきます。

お手元の歳出予算説明資料の507ページをお願

いいたします。

人事委員会事務局の当初予算額は１億4,235

万4,000円をお願いいたしておりまして、当年度

当初予算と比べますと1.8％の減となっておりま

す。

それでは、その主な内容について御説明いた

します。

511ページをお願いいたします。

まず、上から４段目の（目）委員会費703万円

でございますけれども、内訳といたしましては、

（事項）委員報酬635万6,000円が、人事委員３

名に対する報酬でありまして、（事項）委員会運

営費67万4,000円が、人事委員会の会議の開催等

に要する経費でございます。

次に、その下の（目）事務局費１億3,532

万4,000円でございますが、その内訳といたまし

ては、（事項）職員費１億1,244万2,000円が、事

務局職員14名の人件費でございます。

次の（事項）事務局運営費529万1,000円は、

人事委員会事務局の運営に要する事務的経費で

ございます。

次の（事項）県職員採用試験及び任用研修調

査費1,176万7,000円でございますが、次のペー

ジをお願いしたいと思いますけれども、内訳と

いたしましては、１の県職員採用試験実施費は、

試験案内とか試験問題の作成、会場借り上げな

どの採用試験の実施等に要する事務的経費であ

りまして、２の任用制度等に関する調査研究費

は、人事行政に関する調査研究等に要する経費

でございます。

次の（事項）警察官採用共同試験実施費251

万9,000円は、本県が警視庁ほか３府県と共同で

警察官採用試験を実施するための経費でござい

まして、試験案内とか試験問題の作成等に要す

る事務的経費でございます。

次の（事項）給与その他の勤務条件の調査研

究費180万2,000円でございますけれども、その

内容といたしましては、１の給与報告及び勧告

に必要な調査研究費は、民間の給与実態調査を

初めといたしまして、いろいろ人事委員会の報

告勧告、これに要する経費でございまして、２

の給与その他の勤務条件の調査研究費は、給与

などの勤務条件に関する調査や、職員に対する

給与支払い状況の監理等に要する事務的経費で

ございます。

最後に、その下の審査監督費150万3,000円は、

不利益処分に関する審査請求等の審査に要する

経費、あるいは人事委員会が権限を有する労働

基準監督関係業務に要する経費でございます。

当初予算についての説明は以上でございます。

なお、参考資料といたしまして、お手元に来

年度の県職員採用のパンフレットをお配りして

おりますので、ごらんいただければと思います。

説明は以上でございます。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。

○清山委員長 説明は終了しました。

質疑はございませんか。

○丸山委員 パンフレットを見て、ちょっとびっ

くりといいますか、11ページの昨年度の競争倍

率を見てみまして、1.5倍から15とか、すごい倍

率の差があって、職種によってこれだけ違うん

だなと改めて感じまして。1.5倍とか、余りにも

少なすぎるなという思いがありまして。今後、

採用のあり方も含めて、何かここ辺は─採用
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の人数等、変わってくるのかもしれませんけれ

ども、余りにも倍率的にちょっとどうなのかな

という違和感を持ったりしているのが一つと。

あと、ちょっと私も認識不足で、社会人枠と

いうのがありますが、これはいつ、どれぐらい

やっていいよというのをどこで協議して、枠と

かどういうふうにやっているのか、それも少し

教えていただけるとありがたいのかなと。その

２点をお伺いしたいと思っております。

○藪田総務課長 まず、１点目の御質問でござ

いますけれども、丸山委員の御指摘のとおり、11

ページの上のほうの表を見ていただきますと、

特に技術系の職種を中心に競争倍率が低い試験

区分がございます。

具体的に申し上げますと、まず土木職につき

ましては、受験者数もそれなりにいるんですけ

れども、採用数も多いということで、近年、競

争倍率が非常に下がってきております。

民間も含めて非常に土木の技術職につきまし

ては競争が厳しい状況で、まず県職員を目指し

ていただけるという方が少ない状況にあります。

また、まず、公務員を志す方が少なくなって

いるという状況がございますし、その中でも、

県職員と市町村の職員の中で競争がある状況に

ございます。

それから、中ほど、農業土木職、これは、農

業土木職は大学卒業程度もそうですけれども、

右側の上のほうに、高校卒業程度の一番下の欄

に農業土木がございます。これが1.5倍ですけれ

ども、農業土木職につきましては、近年、低い

状況がずっと続いておりまして、これについて

は、非常に１つの問題と認識しております。

他県の状況を見てみますと、この土木職と農

業土木職につきまして、これを統合して総合土

木という試験区分を設けるというところもござ

いますけれども、それには一長一短があります

ので、任命権者のほうとも、この技術職の試験

区分のあり方については、現在、検討を進めて

いるところでございます。

それから、２点目の御質問ですけれども、社

会人の採用試験につきましては、平成24年度か

ら実施しているところでございます。

お手元のパンフレットの一番裏面の平成28年

度採用試験日程の表をごらんいただきたいと思

いますけれども、職員採用試験の字が小さくて

申しわけございませんが、大学卒業程度の真ん

中の欄の、一般行政の社会人を、平成24年度か

ら実施をしております。その下に、社会人の電

気、土木、林業というのがございます。技術職

につきましても、平成27年度から社会人の採用

試験を実施いたしまして、まず、土木と林業を

今年度に実施いたしました。そして、新たに来

年度から、電気職につきましても採用を行うと

いうことにしておりますけれども、28年度の採

用数につきましては、ことしの４月にならない

とわかりませんけれども、いずれも、若干名程

度ということで、任命権者側としては、やはり

即戦力を求めていくということで、これまでの

社会人としての経験も県政の中で生かしていき

たいという意欲と熱意を持った方で、そういっ

た経験が県政に対して何らかの刺激を与えるよ

うな、そういった人物を獲得していきたいとい

う目的で、スタートをしております。

○丸山委員 いずれにしましても、県職員の確

保でも、できるだけ能力だけじゃなくて、人間

力的にもすばらしい能力のある方を、県のため

に試験採用とか頑張っていだたくように。

また、任命権者とも、今さっきも言いました

ように、ちょっと余りにも倍率が違い過ぎるも

のですから、今後、検討していただくようにお
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願いしたいと思います。

○清山委員長 ほかございますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、その他で何かござい

ませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上をもちまして人

事委員会事務局を終了いたします。お疲れさま

でした。

暫時休憩いたします。

午後３時39分休憩

午後３時41分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。質疑は、説明が終了した後にお願いいた

します。

○小八重監査事務局長 では、監査事務局の平

成28年度一般会計予算について御説明を申し上

げます。

お手元の歳出予算説明資料の501ページをお開

きください。

監査事務局の当初予算額は、表の一番上の段

にありますように、２億932万6,000円をお願い

いたしております。

それでは、その内容について御説明いたしま

す。

２枚おめくりをいただきまして、505ページを

ごらんください。

（目）一般管理費の1,547万7,000円について

であります。これは、その下にございます（事

項）外部監査費でございまして、包括外部監査

人による監査の実施に要する経費でございます。

次に、ページ中ほどの（目）委員費の3,047

万3,000円についてであります。その内訳は、（事

項）委員報酬が、監査委員４名の給与及び報酬

並びに職員手当等となっておりまして2,867

万7,000円、その下の（事項）運営費が、監査委

員の活動に要する経費179万6,000円となってお

ります。

次に、（目）事務局費１億6,337万6,000円でご

ざいます。その内訳は、（事項）職員費が事務局

職員の人件費で１億5,185万6,000円。また、506

ページの（事項）運営費、これが事務局職員の

監査活動や事務局の運営に要する経費でござい

ますが、1,152万円でございます。

予算については以上でございます。

続きまして、議案第38号「包括外部監査契約

の締結」について御説明いたします。

議案書では203ページでございますが、お手元

に配付しております常任委員会資料で説明させ

ていただきます。

資料の１ページをごらんください。

この議案は、１の提案理由に記載しておりま

すとおり、平成28年度の包括外部監査契約の締

結に当たりまして、地方自治法第252条の36第１

項の規定によりまして、議会の議決に付するも

のであります。

まず、監査契約を締結する流れを御説明いた

します。

右側の２ページのイメージ図をごらんくださ

い。

この包括外部監査契約は、知事と外部監査人

との契約ではありますが、地方自治法の規定に

よりまして、監査事務局長が知事の契約事務を

補助執行いたしております。

契約の手続でございますが、まず、①にあり

ますとおり、知事が監査委員に意見を求め、こ

れを受けまして、②で監査委員が合議により意

見を決定した後、③にありますとおり、契約議
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案の議会への提出、そして御審議いただくとい

うことなっております。

１ページにお戻りをいただきまして、その契

約の目的でございますが、２にございますとお

り、包括外部監査人による監査の実施及びその

結果の報告を求めるものでございます。

金額は、３にございますように、1,487万4,000

円を上限とする額といたしております。

次に、４の契約の相手方でございます。

自治法では、外部監査人として契約できるも

のとして、弁護士、公認会計士等とされており

ますが、包括外部監査は財務監査であることに

鑑みまして、日本公認会計士協会南九州会宮崎

県部会から御推薦をいただきました、公認会計

士の髙妻和寛氏と契約をいたしたいと考えてお

ります。

髙妻氏は、平成26年度、平成27年度に包括外

部監査人を務められております。

契約の期間は、５にございますとおり、平成28

年４月１日から平成29年３月31日でございます。

議案の説明は以上でございます。よろしく御

審議のほどをお願いいたします。

○清山委員長 説明が終わりました。

質疑はございませんか。

○丸山委員 この包括外部監査契約についてな

んですが、この２ページの表の①に、意見聴取

というのがあるんですが、どのような意見聴取

をされたのかというのをお伺いしたいのと、こ

の髙妻氏は、平成26、27、28と３カ年間とする

ということでありまして。その実績なり─我

々もちょっと勉強不足で、報告はある程度、受

けていると聞いているんですけれども、この方、

公認会計士の団体の推薦だけというだけでは、

なかなか本当にこの1,400万、1,500万円近くの

委託というのになると─審査するための理由

をもう少し説明していただくのも含めて、お伺

いしたいと思っております。

○青山監査第一課長 まず、意見聴取のところ

ですけれども、まず、その包括外部監査人とし

て資格要件が定められておりますので、そういっ

た要件を満たす方なのかどうか。

それと、地方自治に関して、一定の見識とか

をお持ちの方と、ある程度理解をされている方

ということも書かれておりますので、その辺に

ついて、県の監査全体をやっている監査委員と

して、そういう目から見て、妥当かどうかとい

う意見、支障ないと考えるという意見になって

おります。

髙妻和寛氏は、先ほど事務局長のほうの説明

もございましたけれども、２年間、包括外部監

査人をやっていただいているということと、そ

れから、その前の段階で、補助員として補助者

として携わっておられるということからも、適

当と考えております。

○丸山委員 27年はまだにしても、26年に、具

体的には、どういった外部監査としての指摘を

されて、それが県の行政に生かされたかという

のがあれば、お伺いしたいと思っております。

○青山監査第一課長 26年度は教育委員会の財

務執行を見るということで、県立学校等を中心

に見ておられます。

指摘件数は、直近３年間で見てみますと、26

年度については、指摘が27件、意見が10件出さ

れておりますが、こちらのほうは、包括外部監

査人が報告書を出されまして、その後、知事が

措置を講じたときに、その旨を公表するという

ことになっておりますが、26年度分は、まだ教

育委員会のほうで整理中ですので、公表には至っ

ておりません。

25年度につきましては、指摘が20件、意見が25
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件出ておりますが、これは県出資団体の財務状

況についてということで、こちらは全て措置を

講じているということになっております。

それから、24年度は、基金の管理及び運用に

ついてということでやっておられまして、指摘

が４件、意見が27件ですが、指摘については、

全部済んでおります。意見につきましては非常

に幅広くなっておりまして、措置を講じるべき

もの、あるいは監査人としての本当に意見的な

ものもありますので、この意見について、27件

のうち４件は、まだ措置を講じたということに

はなっておりません。

○清山委員長 24年度、25年度も髙妻さんです

か。

○青山監査第一課長 26、27が髙妻和寛氏です。

○丸山委員 ３年間やられて、その前が２年ぐ

らい補助員という形で続けていらっしゃるもの

ですから、非常に重たい監査をしてもらってい

ると思っているんですけれども、この方で本当

にいいか、具体的な指摘がうまくいって生かさ

れているのかというのが、今後、大きなポイン

トになってきます。やっていないのとやってい

る分があるみたいですけれども、この方に関し

て、３年連続、ことしはことしでいいとして、

ずっと続けていくのか。もう少し違う目という

か、例えば公認会計士じゃなくて弁護士でもい

いとか、いろいろあったと思います。

やはり財務監査だけではなくて、我々がもっ

とイメージするのは、もう少し違う意味の、財

務監査を超えるような監査もできるようなシス

テムじゃないと、何か物足りないなと思ってい

るもんですから。今回は、この髙妻氏の審議を

していきますけれども、この人物を含めて、今

後、ずっと公認会計士でいくのか。この前、清

山委員も質問されたと思うんですが、この公認

会計士をずっと続けていく意向なのか、それと

も弁護士等でもいいとかあるものですから、そ

の辺もまた、改めて考え方をお伺いしたいと思っ

ております。

○青山監査第一課長 今、丸山委員もおっしゃ

いましたように、先般の補正のときにも御質問

をいただいたんですけれども、まず、制度上は、

同じ方が、包括外部監査人を務めるのは３年ま

でとなっておりますので、髙妻氏については、

今回、お願いしても、28年度までということに

なります。

それと、先般の補正のときに、事務局長がお

答えしましたように、ちょうど準備の都合もあ

りまして、大体秋ぐらいには翌年度のお願いを

して、手続を進めるという事務的な段取りをし

てきております。ちょうどそのとき、弁護士会

と税理士会からもお話をいただきまして、私ど

もとしましても、公認会計士自体の数が、県内

は非常に少ないということもございまして、な

おかつ、それぞれ、公認会計士は財務の専門家

で、弁護士が法律の専門家ということで、私ど

もは法律に基づいて仕事をするという観点から

も、そういう目を入れる必要があると思ってお

ります。また、税理士は税に非常にお詳しいで

すから、どういう形でこの専門家の方たちに、

どう加わっていただくかというのは、今、ちょっ

と検討をしているところなんですけれども、そ

れぞれの専門性を生かした形にしたいと思って

おります。

○坂口委員 せっかくの機会だからですけれど、

やはり今の選任の仕方は難しいと思うんですよ。

他のいろんな委員なりを選任してもらって、そ

の団体からの推薦を無難に受けてきているとい

うのが─そこらとのバランスが一つあるかな

と思う。なかなか県の考え方として、この人っ
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て指名するというところまでは、限界があるの

かなっていうのと。

それと、今度は監査の対象を何にするかとい

うこと自体も、こちらから指定はできないんじゃ

なかったですかね。だから、もうお任せコース

ですよね。包括外部監査制度が始まったのも、

平成の十何年かですよね。ずっと今やってきて

いるんですけれど、それを今、総括してみて、

何らかの学ぶべきものは出てきていると思うん

ですよ。この制度がずっと、まだいまだに義務

づけられているっていうのは。

やはり県としては、今後、こういったお任せ

したところから出てきたものをどう生かしてい

くかという範囲内で、せいいっぱい活用してい

くっていうところしかないんじゃないかなって

気はするんですけれど。

なかなか相手方を指名するのは、１つ間違え

たら、もう県外からやってくれないかとか、今

度は弁護士会と会計士会との調整がうまくいか

なかったときは、ほかのまで影響するとかいう

こともあるから。それも全庁的な立場から、ぜ

ひ真剣に検討していただいたほうがいいような

気がするんですね。

○青山監査第一課長 今、おっしゃいましたよ

うに、平成11年度から始まっておりまして、17

年目ということで。もともとは御存じのとおり

ですけれども、地方分権を進める一方で、自治

体としてもチェック機能を強化するということ

で、包括外部監査人制度が設けられまして。包

括外部監査人の責任と判断でテーマをつくって、

それでチェックをしていくという制度になって

おりますので、県の執行部側として、どういう

テーマでとか、そういうことは一切かかわれな

いんです。

ただ、包括外部監査人として、しっかりした

監査をしていただくための、制度上は、包括外

部監査人がマンパワーが必要なときに、監査委

員に対して事務局職員の協力を得たいというよ

うな申し入れをされれば、代表監査委員のほう

は、本来の監査委員業務に支障のない範囲で、

法律上の趣旨としては積極的に協力すると。

監査委員と包括外部監査人は、相互の監査が

うまくいくように留意するということも定めら

れておりますし、私どもとしましても、包括外

部監査人が監査をされる上でのさまざまな調整

とかそういったものには法の趣旨も踏まえて積

極的にやっておりまして、できるだけ包括外部

監査の趣旨が全うできるような形で努めていき

たいと思っております。

○坂口委員 事務局職員のそういった補佐とい

うか協力を得るというのと、今度は包括監査人

自体が、有償で税理士なりをメンバーに加える

とかいうのが、何かできるような制度だったら

いいですよね。

そこらを十分に、お互い連携してうまく意思

疎通を図りながら、役に立てるような、将来生

かせるような結果を期待するというところが限

界かなという気はするんですけれどね。

○青山監査第一課長 監査制度も含めまして、

今、国の地方制度調査会のほうで、いろいろ議

論がされており、監査の強化ということも言わ

れておりますので、そういう中でも。そちらの

ほうはすぐではないかもしれませんが、方向性

は出てくると思いますけれども、私どもとしま

しては、今の制度の中で、監査の趣旨が全うで

きるように努力していきたいと思います。

○清山委員長 ほかございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、その他何かございま

せんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 では、以上をもって監査事務局

を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時57分休憩

午後３時59分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。委員の質疑は、説明が終了した後にお願

いいたします。

○日隈事務局長 県議会事務局でございます。

議会事務局の平成28年度当初予算につきまして

御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の１ページをお開

きください。

議会事務局の平成28年度当初予算は、11

億4,232万6,000円を計上しておりまして、右の

欄の平成27年度６月補正後になりますけれど

も、11月と書いてありますが、肉づけ予算額で

あります現計予算額11月って書いてある欄です

けれども、この額と比べまして1,053万7,000円、

率にして0.9％の増となっております。

それでは、当初予算の主な内容について御説

明いたします。

５ページをお開きください。

まず、上から４段目の（款）（項）（目）の（目）

の欄ですが、（目）議会費でございます。７

億5,435万6,000円を計上しております。

以下、事項ごとに御説明いたします。

まず、その下の（事項）議員報酬でございま

すが、議員の報酬、期末手当として４億8,492

万6,000円を計上しております。

次に、（事項）本会議運営費でございますが、

これは本会議及び議会運営委員会の開催などに

要する経費といたしまして、2,686万9,000円を

計上しております。

次に、（事項）常任委員会運営費でございます

が、常任委員会の開催、また県内外調査活動な

どに要する経費として、1,153万9,000円を計上

しております。

次に、（事項）議会一般運営費でございますが、

これは正副議長の各種大会・協議会等への出席、

また議員年金負担金、そして政務活動などに要

する経費として、２億2,301万7,000円を計上し

ております。

このうち説明の欄の３として、各種協議会負

担金等２億1,245万6,000円につきましては、政

務活動費１億4,040万円余や議員年金の給付に係

る地方負担金などを含めて計上しております。

次に、６ページをお開きください。

一番上の段の（事項）特別委員会運営費でご

ざいますが、これは特別委員会の開催、県内外

調査活動に要する経費として、800万5,000円を

計上しております。

次に、（目）事務局費でございます。３億8,797

万円を計上しております。

以下、同じく事項ごとに御説明していきたい

と思います。

まず、（事項）職員費でございます。事務局の

職員31名分の給与等として、２億5,118万8,000

円を計上しております。

次に、（事項）本会議運営費でございますが、

本会議の記録、印刷などに要する経費とし

て、1,221万9,000円を計上しております。

次に、（事項）常任委員会運営費でございます。

常任委員会調査活動の随行などに要する経費と

して、262万4,000円を計上しております。

次に、（事項）図書室運営費でございます。議

員の調査活動に供するための図書購入など、議
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会図書室の運営に要する経費として、739万9,000

円を計上しております。

次に、７ページをごらんください。

（事項）議員寮運営費でございます。議員寮

運営に必要な管理人等の経費としまして、883

万3,000円を計上しております。

次に、（事項）議会一般運営費でございます。

議会広報などの一般運営に要する経費として、

１億242万9,000円を計上しております。

次に、（事項）議会史編さん費でございます。

議会史の編さんに要する経費として、250万8,000

円を計上しております。今回の議会史につきま

しては、平成15年度から18年度までを第23集と

しまして、編さんすることとしております。

次に、最後になりますが、（事項）特別委員会

運営費でございます。特別委員会調査活動の随

行に要する経費といたしまして、77万円を計上

しております。

議会事務局の説明は以上でございます。よろ

しくお願い申し上げます。

○清山委員長 説明が終了しました。

質疑はございませんか。

○丸山委員 県のほうでも、商工サイドになり

ますが、グローバル戦略とかを立てて推進して

いこうという形になっていますので、議会とし

てやはりグローバルな形として、今は県内調査、

国内調査だけがメーンになっていますけれども、

今後は、最低でも、東アジアを含めて調査の範

囲も持っていかないといけないのではないかと

いう思いを持っているものですから。できるだ

け28年度内にいろいろ協議をしていただいて、

ことしはすぐには予算化は無理だろうと思いま

すけれども、何らかの議論を今後していただき

たいなと思っています。これは議会事務局長を

含めて、事務局としても受けていただくように

お願いしたいと思います。

○日隈事務局長 御指摘を十分踏まえまして、

来年度、また検討してまいりたいと思いますけ

れども、議会での議論という、これまでの経緯

もございますので、正副議長とまた協議しなが

ら、議会のほうにまた御相談してまいりたいと

考えております。

○上山総務課長 局長が申し上げたとおりなん

ですけれども、ただ、議員の方々の場合は、政

務活動費で、ある程度、東南アジア等の視察調

査は可能な部分もございますので、その点等も

含めて、来年度、協議させていただきたいと考

えておりますので、よろしくお願いいたします。

○清山委員長 ほかございませんか。よろしい

ですか。（発言する者あり）

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 その他、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 では、以上をもちまして、議会

事務局を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後４時７分休憩

午後４時11分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

皆様にお伺いしますが、本日の審査内容を踏

まえて、御意見があればお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 暫時休憩いたします。

午後４時11分休憩

午後４時11分再開

○清山委員長 再開いたします。

次に、採決についてでございますが、委員会

日程の最終日に行うことになっておりますの
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で、11日に行いたいと思います。開会時刻は午

後１時半としたいのですが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 そのように決定いたします。

その他で何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 何もないようでしたら、委員会

を終了いたしたいと思いますが、よろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上をもちまして、

本日の委員会を終わります。

午後４時11分散会
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午後１時27分再開

出席委員（７人）

委 員 長 清 山 知 憲

副 委 員 長 島 田 俊 光

委 員 坂 口 博 美

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 満 行 潤 一

委 員 新 見 昌 安

委 員 来 住 一 人

欠席委員（１名）

委 員 星 原 透

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 幹 鬼 川 真 治

総務課主任主事 日 髙 真 吾

○清山委員長 委員会を再開いたします。

ここで、委員会の傍聴につきましてお諮りい

たします。宮崎市の村上さんほか１名より傍聴

の申し出がありました。議会運営委員会の確認

・決定事項に基づき許可することに御異議あり

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、傍聴人の入室を許可

することといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時27分休憩

午後１時28分再開

○清山委員長 委員会を再開します。

傍聴される皆様にお願いいたします。傍聴人

は声を出したり拍手をしたりすることはできま

せん。当委員会の審査を円滑に進めるために静

かに傍聴してください。

また、傍聴に関する指示には速やかに従って

いただくようお願いいたします。

採決に入ります前に、皆様に御協力をお願い

いたします。

御承知のとおり、本日で東日本大震災発生か

ら５年を迎えました。当委員会といたしまして、

この震災で亡くなられた多くの方々の御冥福を

祈り、ただいまから黙祷を捧げたいと存じます。

皆様の御起立をお願いいたします。

黙祷。

〔起立、黙祷〕

○清山委員長 黙祷を終わります。御着席くだ

さい。

それでは、まず議案の採決を行いますが、採

決の前に、各議案につきまして、賛否も含めて

御意見をお願いいたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、特にないようですの

で、これより議案の採決を行います。議案の採

決につきましては、議案ごとがよろしいでしょ

うか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは一括採決をいたします。

議案第１号から第３号、第21号、第25号、第27

号から第30号及び第38号につきましては、原案

のとおり可決することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 御異議なしと認めます。よって、

各号議案につきましては、原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

次に、請願第３号「所得税法第56条の廃止を

求める意見書を国に提出することを求める請願」

平成28年３月11日(金)
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についてでございますが、この請願の取り扱い

も含めて御意見をお願いいたします。

○来住委員 私、紹介議員の１人でありますし、

ぜひお願いしたいということもあって発言をし

たいと思います。

請願にしても、それから条例にしても、議案

などについて、それぞれの会派が自主的に賛否

を表明することは当然なことなんですけれども、

私自身として、請願に対する態度としては、国

民や県民が政治に直接参加していくという上で、

請願は、非常に重要な手段の一つだし、形態だ

と思います。ですから、請願の要旨が、憲法だ

とかそういう社会的なものに─反社会的なも

のでないという限りにおいては、なるべく採択

してあげるというのが、私の思いです。

当然、請願が採択される、また、その請願の

趣旨を実際に実現するかどうか、これは執行部、

国だとか県だとか市町村とか行政側が決めるこ

とだと思います。

それで、今、議題となっている請願第３号で

すけれど、実に明快でわかりやすい請願だと思

います。

主として、事業主とともに働く、特に女性の

方、息子さんや娘さん、この方々の労働を正確

に評価してほしいというものであって、実に当

然な要求だと思います。また、今、一億総活躍

社会だとか女性の活躍だとか、そういうものが

叫ばれているときでありますから、当然、特に

配偶者である女性たちの尊厳っていうんですか、

そういうものをちゃんと認めてあげることは、

非常に大事じゃないかと。

そういう意味でも、請願は採択をぜひしてい

ただきたいというふうに思いますし。青色申告

ですれば、当然、認められているじゃないかと

いうのがあるんですけれど、ただ、やはり法の

もとに、いわゆる税の申告によって、人権だと

かそういう個々の人たちのものが軽んじられて

いいのかというと、それはまた別の問題だと思

いますし。そういう点では、ぜひよろしくお願

いしたい。

特に、自民党の会派が何と言っても一番大き

いですから、やはり承諾していただけるのは非

常に大事だと思います。ぜひ、そこを酌んでい

ただきたいと、改めてお願いしたいと思います。

○清山委員長 ほかに御意見ございませんか。

よろしいですか。必要であれば休憩をとります

が。

それでは、ちょっとここで暫時休憩といたし

ます。

午後１時35分休憩

午後１時42分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

その他、この請願の取り扱いも含めて御意見

ありませんか。

○丸山委員 できれば継続ということでお願い

したいと思っております。

○清山委員長 はい、わかりました。

今、継続という御意見がございましたので、

まず、継続審査とすべきかどうかを諮らせてい

ただきたいと思います。

お諮りいたします。請願第３号を継続審査と

することに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手全員。よって、請願第３号

は継続審査とすることに決定いたしました。

次に、請願第６号「高等学校の公私間格差解

消のため、私学助成の増額を求める請願」につ

いてでありますが、この請願の取り扱いも含め

て御意見をお願いいたします。
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○来住委員 紹介議員でありながら、十分勉強

しているわけでもないんですけれど、先日の委

員会の審議の中で、私立高校に対するいわゆる

補助金などの数字をちょっと聞いたところで、

生徒１人当たりの額が少しずつふえているとい

うのもありました。

それから、改めて聞いてみましたら、生徒数

は逆に減ってるというのがあって。ですから、

それをもって、すぐそれが、いわゆる父母負担

の軽減につながっているかは単純には言えない

ところがあるんだろうと思うんですよ。学校経

営がかなり厳しい状況にあるでしょうから。

いずれにしても、公立と私立の間に、かなり

差があることは間違いないようですから、そう

いう点では、この請願についても、お認めいた

だきたいなというのが一つの意見でございまし

て、お願いしたいと思います。

○清山委員長 その他はございませんか。

○新見委員 今、来住委員が言われたように、

この前の委員会の中で、私学振興費についての

交付金もございました。

この金額を見て、果たして、その公のほうと

の差、格差がどの程度あるものかというのは、

ちょっと資料だけではわからなかったので、も

うちょっと公のほうの金額等も、しっかり調査

しながら、本当に私学と公のほうの格差がある

かどうかを調査するために、もうちょっと時間

をいただきたいということで、できれば継続で

お願いしたいなと思います。

○満行委員 私も紹介議員なんですが、願意は、

公立学校よりもというか、公立学校と同じよう

な負担を保護者にという趣旨ですので、これも、

当然、きちっとした理解ができるということで、

ぜひこの請願を採択してほしいと、党議を開い

て決定しましたので、ぜひきょう、採決できれ

ばありがたいと思っております。

○清山委員長 ほか御意見ございませんか。

○丸山委員 自民党でいろいろ議論をしている

わけなんですけれども、公立学校に行くのか私

立学校に行くかの２つの選択肢がある中で、差

の解消が少しずつされているということがあっ

て、また、今後、実態をもう少し踏まえながら、

調査する必要があるのかなという思いでありま

すので、自民党として、できれば継続でお願い

できればなという意見がまとまったところであ

ります。

○坂口委員 そしてちょっと加えて、いいです

か。どの会派もそうなんでしょうけれども、僕

らも、年に１回の自民党の会派と県連とで、各

団体からの意見要望事項を受けていて、それを

国と県に送っているんですけれど、その中で、

この私学費の助成が、やはり毎年上がってくる

んですね。

それを県に要望事項としてつけるから、少し

ずつは応えてくれていて、県の予算もふやして

はくれてきているんですよね。

特に県としての財源調整の中で、精いっぱい

のことはやってくれているんじゃないかなって。

これについても、できれば継続的な扱いをして

いただいて、両方を見ながら、そういう行動も

含めて、請願者の期待に少しでも応えるってい

うことを選択すべきかなという判断を、自民党

会派としてはしているところです。

○満行委員 先ほどの請願も一緒ですけれど、

継続するのであれば、やはり新しい委員会の中

で、もっと勉強をお互いにしようと。実態は、

公と私との差はどうあるのか。国の制度上、ど

う違うのかをやはりもう一回、統計的に整理し

て。そういう勉強会をできれば、こういう中で

継続ということであれば、それに私はのっても
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いいなと思っております。

○清山委員長 ほかございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、継続という御意見が

ございましたので、まず、継続審査とするかど

うかをお諮りさせてもらいたいと思います。

お諮りいたします。請願第６号を継続審査と

することに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○清山委員長 挙手全員。よって、請願第６号

は継続審査とすることに決定いたしました。

なお、先ほどの御意見の中で、年度が変わっ

ても、継続して調査、また勉強会等をお願いし

たいということですので、また、新年度の委員

会においても、そうしたことは調査事項として

引き継ぎをさせてもらいたいと思います。

次に、委員長報告の骨子（案）についてでご

ざいますが、委員長報告の項目及び内容につい

て何か御意見があれば、お願いいたします。

私のほうで検討している項目としては、当初

予算議案の全般、地方創生を実現するために、

より積極的な対応が必要であるとか、財政改革

については、県民負担もあるのでどういったと

ころを目指すのか、そうしたところについて示

す必要があるのではないかといったことがあり

ました。

また、県有財産の利活用強化促進事業で、県

有財産に関していろいろ意見が出ましたので、

その活用策の調査検討について触れたいと思っ

ております。

総合政策部に関しては、地域おこし協力隊の

定住状況について指摘がありましたので、それ

について触れ、また、その他委員会に関しては、

監査事務局のほうで、包括外部監査契約のあり

方について意見が幾つか出ましたので、委員会

の中の意見をまとめていきたいと思っておりま

す。

暫時休憩いたします。

午後１時52分休憩

午後２時０分再開

○清山委員長 委員会を再開いたします。

委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続調査についてをお諮りい

たします。総合政策及び行財政対策に関する調

査については、継続調査といたしたいと思いま

すが御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 御異議ありませんので、この旨、

議長に申し出ることといたします。

その他で何かございませんか。

暫時休憩いたします。

午後２時１分休憩

午後２時１分再開

○清山委員長 再開いたします。

その他で何かございませんか。よろしいです

か。

〔「はい」と呼ぶ者あり〕

○清山委員長 それでは、以上で委員会を終了

いたします。

午後２時１分閉会


